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投資顧問業法第2

条、投信法第3条、

同施行令第3条

法律の目的が有価証券に係る投資顧

問業に対する規制となっている。
ｃ ー

本法は有価証券に係る投資顧問業を

営む者についての規制や投資者保護

を目的としているところ。他の資産に

ついては、他の法規制を踏まえながら

公益又は投資者保護のため支障がな

いと認められれば承認を受けて兼業

として運用することは可能であり、投

資者保護の観点から個別に兼業承認

を受けて行うべきであると考える。

z0300001 金融庁
投資顧問業者の投資（助言）対象の

拡大
5005 50050001 11

社団法人　日本証券投資顧問

業協会
1

投資顧問業者の投資（助言）対象の

拡大

投資一任（顧問）契約における投資（助

言）対象資産は証券取引法上の有価証

券に限定されているが、「投資信託及び

投資法人に関する法律」（以下「投信法」

という。）における主たる投資対象として

投信法施行令第３条に規定される「特定

資産」を、投資顧問業者の投資（助言）対

象として認めて頂きたい。

年金基金等をはじめ投資家の多様な運

用ニーズに対応するためには、証券取引

法上の有価証券以外の資産への投資が

不可欠である。証券取引法改正案の可

決・成立により、投資事業有限責任組合

出資持分等が有価証券とみなされる予定

であるが、それ以外にも投信法上の「特

定資産」である金銭債権や金融デリバ

ティブ取引に係る権利等が、兼業としてで

はなく投資顧問業者の投資対象として法

令上明記されることにより、投資顧問業者

の商品開発力、運用能力の向上を通じ投

資家利益にも資すると考えられる。

投資顧問業法第2

条

外国為替取引、有価証券の貸付け及

び議決権等株主権行使に係る指図な

らびに助言を投資顧問業務として行

える旨法令上は明記されていない。

ｃ ー

外国有価証券への投資を行うことによ

る為替ヘッジ等のために外国為替取

引を行うこと等本来の有価証券投資

に付随して発生する業務はあると考

えるが、当該業務が投資顧問業として

行える業務又は兼業として行いうる業

であるかについてはそれぞれ個別的

に判断する必要があり、明記すること

は困難。

なお、具体的な業務について行える

か否かについて投資顧問業者におい

て判断しかねる場合には法令適用事

前確認制度により対応されるべきと考

える。

z0300002 金融庁
投資顧問業務として行いうる取引等

の明確化
5005 50050002 11

社団法人　日本証券投資顧問

業協会
2

投資顧問業務として行いうる取引等

の明確化

外国為替取引、有価証券の貸付および議

決権等株主権行使に係る指図ならびに

助言を、投資顧問業者が投資顧問業務と

して行い得る旨を法令上明確にして頂き

たい。

外国為替取引、有価証券の貸付および議

決権等株主権行使に係る指図ならびに

助言については、投資顧問業者が有価

証券投資を行うにあたり本来当然行える

業務であるにも拘らず、外国為替取引は

外貨建有価証券売買に付随する取引の

みに限定され、有価証券の貸付について

は特別の事情により一時的にまたは暫定

的に行う場合を除き許容されていない。

また、議決権行使についても「投資を行う

のに必要な権限」として認められるとす

れば、投資助言業者は議決権行使に係る

助言を投資顧問業務として行うことがで

きない。投資信託委託業者には認められ

ているこれらの取引等が、投資顧問業者

にも兼業としてではなく当然行いうる業

務であることを法令上明記すべきである。
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投資顧問業法第2

条、民法第643条

投資顧問業法上事務の外部委託を行

える範囲についての規定は存在しな

い。

ｃ ー

外部委託の範囲については法令上制

限は設けられておらず、外部委託を

行っても当該業務に対して一定の責

任を有する体制が整備されている等

適正な業務運営が確保されていれば

外部委託を行うことは可能と考える。

なお、外部委託を行う業務の範囲に

ついて投資顧問業者において判断し

かねる場合には法令適用事前確認制

度により対応されるべきと考える。

z0300003 金融庁
投資顧問業者が行える事務の外部委

託の明確化
5005 50050003 11

社団法人　日本証券投資顧問

業協会
3

投資顧問業者が行える事務の外部委

託の明確化

投資者保護等に支障が生じない範囲で

投資顧問業務を営むために必要な全て

の事務について外部委託が可能である

ことを法令上明確にして頂きたい。

投資顧問業者は、投資一任契約が民法

上の委任契約であるとの性格から自己が

事務を執行することが前提とされている。

事務を外部委託することが出来れば、効

率的資源配分を通じて業務の合理化、競

争力の向上等に資するものと考えられ

る。外部委託の可否について投資顧問各

社が都度当局に事前確認申請を行う方

法では、人的・時間的コストが膨大なもの

となることが予想され、手続として現実に

は機能しにくいと考えられる。仮に、全て

の事務の外部委託が認められないとす

れば、外部委託が認められない事務の範

囲を明確にして頂きたい。

投資顧問業法第31

条

公益又は投資者保護のため支障がな

いと認められれば承認を得たうえで

兼業業務を営むことが可能。

ｃ ー

認可投資顧問業者は他人の資産の運

用を行うことから本業に専念すること

が求められ、兼業については承認制

となっているところ。

証券会社には自己資本規制が課せら

れていることに加え、投資顧問業を適

確に行うことができる人的構成になっ

ていることを兼業認可において審査

することとなっていること等から他業と

の兼業は届出になっており、そのよう

な規制監督が行われていない投資顧

問業者については引き続き承認制を

残すことが適当と考える。

なお、証券会社においても届出業務

として列挙されているもの以外につい

ては承認制となっている。

z0300004 金融庁 兼業承認取得手続の届出化 5005 50050004 11
社団法人　日本証券投資顧問

業協会
4 兼業承認取得手続の届出化

認可投資顧問業者が兼業を行う場合は、

兼業承認申請手続きが必要とされている

が、当該業者が証券業または信託業務を

営む場合においては届出制が適用され

ている。証券業または信託業務を兼営し

ない認可投資顧問業者についても届出

制として頂きたい。

現行の兼業承認取得手続では、兼業申

請から承認取得まで少なくとも数ヶ月を要

しており、機動的なビジネスの遂行の妨

げとなっている。仮に、届出制の適用が

困難であるとすれば、「停止条件付届出

制」等の導入について是非とも検討して

頂きたい。
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投資顧問業法第5

条、同第6条、同第8

条

①法第5条及び第6条に基づいて投

資顧問業者の役員、重要な使用人の

氏名、住所等は登録簿で公衆縦覧に

供されている。

②法第8条に基づき、変更があった場

合は二週間以内に必要な書類を添え

て届出をすることになっている。

①ｂ

②ｃ

①Ⅰ

②－

①住所の公衆縦覧については、他の

業者の実態を踏まえ、検討する。

②登録簿は公衆縦覧されている情報

であり、投資者保護上内容に変更が

あれば迅速に行われるべきものであ

ると考えるため期間を延長することは

措置困難である。

z0300005 金融庁
役員又は重要な使用人の住所に関す

る公衆縦覧の廃止等
5005 50050005 11

社団法人　日本証券投資顧問

業協会
5

役員又は重要な使用人の住所に関す

る公衆縦覧の廃止等

①投資顧問業者登録簿における役員又

は重要な使用人の住所を公衆の縦覧に

供することは、廃止して頂きたい。②登録

事項の変更届出を、２週間以内の届出か

ら１ヶ月以内に届出ることと改めて頂きた

い。

①住所の公衆縦覧はプライバシー及びセ

キュリティーの観点から問題があり、個人

情報保護の観点からも速やかに廃止す

べきである。②投資者保護の観点から変

更時は速やかに届出が行われるべきで

あるが、登録事項の変更届出を２週間以

内に提出することは、年末年始や連休を

挟む場合など最善を尽くしても実務上困

難なケースが発生していることを踏まえ、

1ヶ月以内への変更が困難であれば、例

えば営業日ベースで10日間を確保する

など実態に即した措置として頂きたい。

投資顧問業法施行

令第8条、同施行令

第10条、投信法施

行令第20条、事務

ガイドライン（証券

投資顧問業者の監

督関係）3-4-3

投資顧問業者は、規則において業務

方法書に利害関係人を記載する義務

が課されている。また変更があった場

合には財務局に変更届を1週間以内

に提出する義務が事務ガイドラインに

規定されている。

ｂ
Ⅱ・Ⅲ・

Ⅳ

利害関係人の範囲については投資者

保護の観点や他の法令との整合性を

踏まえつつ、検討を行う。

z0300006 金融庁 利害関係人の範囲の限定 5005 50050006 11
社団法人　日本証券投資顧問

業協会
6 利害関係人の範囲の限定

①利害関係人の範囲を旧施行規則第２６

条第２項第３号に定められていた「投資

顧問業者の経営を実質的に支配している

もの」と同等の程度までに限定して頂き

たい。②投資顧問業法施行令に規定され

る投資顧問業者の利害関係人および密

接な関係を有する者の範囲を、少なくとも

投信法施行令や証券取引法施行令と同

等の規定として頂きたい。

平成16年の施行令および施行規則の改

正により、投資顧問業者の利害関係人の

届出範囲等が改訂されたが、利害関係人

の定義自体は依然として複雑かつ広範

である。特に親族の定義や人的支配の構

成要件については、投信法施行令や証

券取引法施行令と比較しても過重な規定

となっている。他業態との整合性を考慮

し、その範囲を縮小・整理することによっ

て、利害関係人に関する行為規制等の実

効性の確保を図るべきである。
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投資顧問業法施行

規則第17条、第18

条

顧客への契約締結前、締結時の交付

書面において顧客に注意を促す事項

につき「赤字、赤枠、8ポイント以上の

文字の使用」が義務付けられている。

ｃ ー

投資者保護の観点から他の法令にお

いても規定されているものであり、ま

た今後証券会社によるラップ口座が普

及すれば個人の顧客の増加が見込ま

れることを踏まえれば、当該規定の削

除は困難。

z0300007 金融庁 赤字・赤枠規制の廃止 5005 50050007 11
社団法人　日本証券投資顧問

業協会
7 赤字・赤枠規制の廃止

投資顧問業法第14条ならびに第15条に

規定する書面の交付について施行規則

に定める赤字・赤枠規制を廃止して頂き

たい。

平成16年3月の商品投資販売業者の業

務に関する命令の改正において、商品投

資販売業者に対する赤字・赤枠規制が廃

止された。投資顧問業者においても過剰

規制と考えられる同規定は撤廃すべきで

ある。

事務ガイドライン(証

券投資顧問会社の

監督関係)2-3-1，

同2-3-2，同3-1，

同3-3-3

・同一運用を行う場合、契約締結前及

び締結時に顧客に交付する書面にお

いて記載事項を規定。

・同一運用の方法について、業務方

法書に記載することを規定。

Ｃ -

　同一運用は、複数の顧客資産につ

いて、運用対象とする有価証券等の

銘柄、売付け又は買付けの別及び時

期を同一にする運用であって、同一の

資産管理機関において、顧客毎に個

別に管理されるものである。投資者保

護を図るという投資顧問業法の目的

に鑑み、顧客にその内容を事前に明

示し、同意を得ることが求められてい

るものである。また、運用の公平性確

保の観点から、取得した資産の配分

基準について、事前に顧客に説明し、

同意を得ることも求められている。従っ

て、当該規定は投資家保護のための

最低限必要なものであり、撤廃するこ

とは措置困難である。

z0300008 金融庁 同一運用に関する規制の撤廃 5005 50050008 11
社団法人　日本証券投資顧問

業協会
8 同一運用に関する規制の撤廃

同一運用に関する事務ガイドライン上の

規制を撤廃し、合同運用のみを規制する

こととして頂きたい。

同一運用は、顧客毎に別個のファンドを

設定し運用管理する個別運用の一形態

であると考えられる。実務的にも、認可投

資顧問業者が顧客に提供する運用商品

は、各社の投資哲学や運用スタイルに則

りモデルポートフォリオを基準として統一

的に運用されているケースがみられる

が、このような運用形態は最適運用の観

点からも規制対象とすべきではない。ま

た、同一の資産管理機関であっても顧客

ファンドは個別に管理されており、投資者

保護の観点からも同一運用を規制対象と

する必要性はないものと考える。仮に同

一運用規制が証券会社のラップ口座に適

用されるとすれば、その適用範囲はラップ

口座に限定されるべきである。
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保険業法第275条、

同法施行規則第

211条、第211条の

2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得

た顧客に関する非公開情報が保険募

集に利用されることについて、事前に

顧客の書面その他の適切な方法によ

る同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀

行等がその与信業務や決済業務を通

じ、預金者や債務者に関する情報を継

続的かつ総合的に保有する立場にあ

り、安易な流用による契約者保護上の

問題を生じやすい状況に鑑み、銀行

窓販の実施にあたり保護措置が講じ

られているもの。その取扱いについて

は、銀行窓販の実施状況を踏まえつ

つ、契約者保護の観点から検討を行う

ことが必要。

z0300009 金融庁
銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の撤廃
5006 50060001 11 外国損害保険協会(FNLIA) 1

銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により銀行等が

知り得た顧客に関する情報を有効活用し

た保険募集が妨げられているので、これ

を撤廃する。

銀行等による保険募集は保険業法により

適正な募集と契約者保護が図られてい

る。

又 銀行等による保険の募集が当該銀行

等との他の取引に影響を及ぼさない様

いわゆる圧力募集等の弊害防止措置が

講じられている。

更に 銀行等がその行う業務に際して知

り得た顧客に関する非公開情報を保険募

集に利用する場合は、事前に当該顧客の

書面その他適切な方法による同意を求め

ている。

しかるに「非公開情報保護措置」は 保険

募集についてのみ講じられる措置であり

銀行等が営む業務全体に関しては この

様な規制は存在していない。

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条、第211条の

2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得

た顧客に関する非公開情報が保険募

集に利用されることについて、事前に

顧客の書面その他の適切な方法によ

る同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀

行等がその与信業務や決済業務を通

じ、預金者や債務者に関する情報を継

続的かつ総合的に保有する立場にあ

り、安易な流用による契約者保護上の

問題を生じやすい状況に鑑み、銀行

窓販の実施にあたり保護措置が講じ

られているもの。その取扱いについて

は、銀行窓販の実施状況を踏まえつ

つ、契約者保護の観点から検討を行う

ことが必要。

z0300009 金融庁
銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の撤廃
5006 50060002 11 外国損害保険協会(FNLIA) 2

銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の即時明確化

金融庁は 本措置に係る内容を事務ガイ

ドライン等で明確化する必要がある。

具体的には、

1.　保険募集に利用される弊害が発生す

る恐れの高い非公開情報を具体的に例

示すること。

2.　顧客の氏名・性別・年齢・住所・電話

番号・Ｅ－メールアドレス等の非金融非

健康情報は、銀行等の「特別の情報」で

はないことを確認すること。

3.　銀行等の保険募集が対面募集だけで

なく、郵便・電話・インターネット等他の募

集方法に拡大することも考えられるので、

募集方法毎の顧客同意取得方法それに

その時期を明確にすること。

4.　本措置につき、文書による開示と説明

を行い、第一回目の保険販売が終了する

までに当該顧客からの同意を取得するこ

とが、「その他の適切な方法」のひとつで

あることを確認すること。

個人情報保護法では「個人情報の有用

性に配慮しつつ 個人の権利利益を保護

する」こととしているが「非公開情報保護

措置」は非公開情報の特定、同意取得の

時期、その方法が厳格に規定されていな

い。

したがって銀行等は 顧客の氏名・住所

等をも非公開情報としており、その結果

銀行等の保険募集における顧客情報の

有効利用が阻害されている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条、第211条の

2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得

た顧客に関する非公開情報が保険募

集に利用されることについて、事前に

顧客の書面その他の適切な方法によ

る同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀

行等がその与信業務や決済業務を通

じ、預金者や債務者に関する情報を継

続的かつ総合的に保有する立場にあ

り、安易な流用による契約者保護上の

問題を生じやすい状況に鑑み、銀行

窓販の実施にあたり保護措置が講じ

られているもの。その取扱いについて

は、銀行窓販の実施状況を踏まえつ

つ、契約者保護の観点から検討を行う

ことが必要。

z0300009 金融庁
銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の撤廃
5025 50250002 11 在日米国商工会議所(ACCJ) 2

銀行の保険募集に係る「非公開情報

保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により、銀行等が

知り得た顧客情報を有効活用した保険募

集をすることが妨げられていることから、

撤廃すべきである。

銀行等による保険募集については、保険

業法に基づきその適正な募集と契約者

保護が図られることに加え、保険の購入

が当該銀行との他の取引に影響しないこ

との明示など銀行等がその優越的地位を

使ったいわゆる圧力募集等の弊害防止

措置がすでに講じられている。加えて、

当該規制により、銀行等がその行う業務

（保険募集に係るものを除く）に際し知り

得た顧客に関する非公開情報を保険募

集に利用することにつき事前に当該顧客

から書面による同意を取得しなければ、

銀行等は保険募集を行うことができな

い。

かかる規制は圧力募集等の弊害防止と

いう規制の趣旨に照らして過度の規制と

なっている。もしも銀行等の金融商品販

売に圧力募集等の弊害があるのであれ

ば、銀行等が保険以外の金融商品を販売

する場合にも同様の非公開情報保護措

置が義務付けられるべきであるが、保険

以外の金融商品の販売につきそうした規

制は存在しない。

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条、第211条の

2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得

た顧客に関する非公開情報が保険募

集に利用されることについて、事前に

顧客の書面その他の適切な方法によ

る同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀

行等がその与信業務や決済業務を通

じ、預金者や債務者に関する情報を継

続的かつ総合的に保有する立場にあ

り、安易な流用による契約者保護上の

問題を生じやすい状況に鑑み、銀行

窓販の実施にあたり保護措置が講じ

られているもの。その取扱いについて

は、銀行窓販の実施状況を踏まえつ

つ、契約者保護の観点から検討を行う

ことが必要。

z0300009 金融庁
銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の撤廃
5025 50250003 11 在日米国商工会議所(ACCJ) 3

銀行等の保険募集に係る「非公開情

報保護措置」の即時明確化

万が一、当該規制の撤廃が遅れる場合

は、金融庁は事務ガイドライン等におい

て規制内容を、以下のとおり、直ちに明確

にすべきである。

１．保険募集に利用されると弊害が発生

するおそれの高い「非公開情報」を具体

的に例示すること。又、顧客の氏名･性別･

年齢･住所･電話番号･ｲｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ等は

銀行等の「特別の情報」ではなく、銀行等

が保険募集に利用し得る情報であること

を明確にすること。

２．同意取得方法について、銀行等がそ

の取引に伴い得た顧客情報を保険募集

に利用することを明示し、顧客がかかる利

用を望まないことの意思表示をしたときに

これに応ずる方法も「その他の適切な方

法による同意」に該当することを明確にす

ること。

３．銀行等における保険商品の販売方法

がこれまでの対面販売から郵送･電話･ｲﾝ

ﾀｰﾈｯﾄなど他の方法に拡大することが予

想されることから、販売方法ごとの弊害発

生の可能性に基づいた同意取得方法･時

期につき明示すること。

４．本措置につき、文書による開示と説明

を行い、第一回目の保険販売が終了する

までに当該顧客からの同意を取得するこ

とが、「その他の適切な方法」のひとつに

該当することを明確にすること。

個人･顧客の権利利益の保護は個人･顧

客情報の有用性とのバランスの上で図ら

れるべき（個人情報の保護に関する法律

第1条参照）ところ、当該「非公開情報保

護措置」においては、非公開情報の範囲

や同意取得時期･方法が明確でないた

め、銀行は顧客氏名･住所等を含めて非

公開情報として事前の同意取得につき厳

格な対応をしており、その結果、この非公

開情報保護措置が銀行の保険販売にお

けるその顧客情報の有効利用にとって過

度の障害となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

前払式証票の規制

等に関する法律施

行規則第16条

前払式証票の規制等に関する法律施

行規則第１６条においては、発行保証

金の供託に代わる方法として認めら

れている保全契約の相手方（銀行等）

が列挙されており、現状、債務保証を

行う保険会社が対象となっていない。

a Ⅲ

平成16年度末までに保険会社による

債務保証についても、発行保証金の

供託に代わる方法として認められて

いる保全契約の対象とする。

z0300010 金融庁

生命保険会社本体による前払式証票

の発行に係る発行保証金の保全契約

締結業務の解禁

5014 50140001 11 民間企業 1

前払式証票の発行に係る保全契約の

種類の拡大（保険会社による債務保

証を対象とする。）

前払式証票の規制に関する法律によっ

て、自家型発行者が前払式証票を発行す

る際には、発行保証金の供託又は発行保

証金の供託に代わる保全契約の締結が

求められている。この保全契約として、銀

行等による債務保証、損害保険会社等に

よる保証保険が認められているが、保険

会社による債務保証も有効な保全契約と

していただきたい。

保険会社の債務保証履行の能力は銀行

等に劣るものではなく、保険会社による債

務保証も有効な保全契約と認めていた

だくことによって、前払式証票の発行者に

おいて保全契約の取引先が拡大され、取

引先確保のリスク低減につながるものと

考えられる。

前払式証票の規制

等に関する法律施

行規則第16条

前払式証票の規制等に関する法律施

行規則第１６条においては、発行保証

金の供託に代わる方法として認めら

れている保全契約の相手方（銀行等）

が列挙されており、現状、債務保証を

行う保険会社が対象となっていない。

a Ⅲ

平成16年度末までに保険会社による

債務保証についても、発行保証金の

供託に代わる方法として認められて

いる保全契約の対象とする。

z0300010 金融庁

生命保険会社本体による前払式証票

の発行に係る発行保証金の保全契約

締結業務の解禁

5018 50180002 11 生命保険協会 2

生命保険会社本体による前払式証票

の発行に係る発行保証金の保全契約

締結業務の解禁

・ 前払式証票の発行に係る保全契約とし

て、生命保険会社による債務保証を可能

とする。

・ 保全契約締結業務は、生命保険会社

が既に行っている債務保証に類似するも

のと考えられ、そのノウハウを活用でき

る。これによって、保険会社の資産運用手

段が拡大され資産運用利回りの向上に

寄与する。

・ 債務保証は、保険会社の付随業務とし

て認められており、リスク管理上も、貸付

けと同様の取扱いが求められており、本

要望の実現によって、保険会社の健全性

が害される恐れもない。

・ また、銀行・損害保険会社等において

は当該保全契約締結業務が可能とされ

ており、かかる点との公平性を図る必要

がある。保険会社の債務保証履行の能力

は銀行等に劣るものではなく、前払式証

票の利用者の保護の観点からも特段の

問題は生じない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5016 50160001 11 社団法人全国地方銀行協会 1
銀行及びグループ会社で販売できる

保険商品のさらなる拡大

すべての金融商品について、銀行及び

銀行子会社における販売を解禁する。

顧客に対し銀行商品（貯蓄型商品）と保

険商品（保障型商品）とをバランスよく組

み合わせて提供することが可能となり、

顧客のライフプランニングに応じた総合的

な資産形成アドバイスの実施、本格的な

バンカシュランスの実現への道が開ける。

「保険の基本問題に関するＷＧ」の報告

書では、「銀行等による保険販売規制の

見直しについては、本報告後、例えば１

年後から段階的に行うこととし、（中略）

遅くとも本報告後３年後には、銀行等にお

いて原則として全ての保険商品を取り扱

えるようにすることが適当」とされたが、

できる限り早期に全面解禁されるべきで

ある。また、弊害防止措置について、一例

として、「新たに認められる商品について

は、従来の抱合せ販売の禁止に加えて、

『圧力販売につながるような融資先に対

する保険販売を禁止』することが適当で

ある」とされたが、過度の規制は銀行の

事務負担の増大のみならず、顧客利便を

損なうことにも繋がるため、販売を禁止す

る融資先企業の範囲については最小限

に止めるなど、慎重に検討を行うべきで

ある。

本年３月に総合規制改革

会議が公表した「規制改

革・民間開放推進３か年

計画」（以下、「３か年計

画」）では、「銀行等が原

則としてすべての保険商

品を取り扱えること、その

銀行の子会社又は兄弟

会社である保険会社の

商品に限定しないことに

ついて引き続き検討を行

い、速やかに結論を得、

所要の措置を講ずる。」と

している。なお、３月31

日、金融審議会 金融分

科会 第二部会において

「保険の基本問題に関す

るＷＧ」が取りまとめた報

告書が了承され、現在、

行政当局において具体

的な検討が行われてい

る。

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5016 50160002 11 社団法人全国地方銀行協会 2
銀行子会社等における保険代理店業

務の解禁

銀行の子会社等の業務範囲に保険代理

店業務を追加する。

既に銀行による保険会社の子会社化、銀

行本体による保険窓販は認められている

が、代理店子会社方式だけが認められて

いない。保険業に係る各行のビジネスモ

デルによっては、組織を分離して専門特

化を図った方が効率的な営業が行える場

合もあると考えられ、その際、保険子会社

の保有が困難な地域金融機関にとって

は、代理店子会社方式によることが現実

的かつ有効と考えられることから、本方式

を認めるべきである。

本年３月に総合規制改革

会議が公表した「規制改

革・民間開放推進３か年

計画」（以下、「３か年計

画」）では、「銀行等が原

則としてすべての保険商

品を取り扱えること、その

銀行の子会社又は兄弟

会社である保険会社の

商品に限定しないことに

ついて引き続き検討を行

い、速やかに結論を得、

所要の措置を講ずる。」と

している。なお、３月31

日、金融審議会 金融分

科会 第二部会において

「保険の基本問題に関す

るＷＧ」が取りまとめた報

告書が了承され、現在、

行政当局において具体

的な検討が行われてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5025 50250001 11 在日米国商工会議所(ACCJ) 1
銀行等の保険募集に係る保険商品の

全面解禁

銀行の保険募集につき、現在の商品規制

を撤廃し、民間の保険会社が提供する全

種類の保険商品の販売を認めるよう求め

る。

全面的な解禁は、銀行による保険販売の

自由化が日本の消費者にもたらす利益を

最大化し、外国保険会社を含むすべての

保険会社にとっての公平性を確保するた

めに必要不可欠である。消費者利益の観

点からも、保険商品の全面解禁により、銀

行における金融商品の販売方法は、これ

までの金融商品の説明に重点をおくもの

から、顧客のニーズに基づいたコンサル

テーションを行い最も適切な金融商品を推

奨する販売手法への変化が促進される。

特に、消費者保護及び市場監督のいづ

れの観点から見ても、銀行が販売できる

保険商品の自由化を商品で区切って段

階的に行うべき根拠は存在しない。

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5039 50390007 11 社団法人 リース事業協会 7
銀行関連会社における保険代理店業

務の解禁

銀行関連会社の保険募集業務等の業務

を解禁すること

○リース会社では営業資産に動産総合

保険を付保していることから保険の取扱

量は膨大であり、要望が実現した場合に

はリース会社社員が保険業務に精通し

てユーザーへの詳細説明や新保険商品

の提供等が可能となる。○現在外部へ委

託している保険付保（代理）業務を自社

で行うことにより保険料の引き下げが可

能となり、リース料低廉化によるリース利

用増進に繋がる。

保険募集業務（登録制）は、以前は銀行・

証券会社に認められていなかったが、証

券取引法改正（平成10年）による大幅な

業務範囲拡大、保険業法改正（平成12

年）による保険商品販売解禁など、徐々

に規制緩和が進んでいる。一方で、一時

は全面解禁の動きがあった保険募集業

務が、本年3月に「弊害防止措置の実効

性をモニタリングしながら3年後に全面解

禁の方向」となったことから、現行は銀行

系リース会社のみが当該規制の対象と

なっていること。なお、他系列リース会社

は同業でありながら対象外となるなど、

業務範囲に不公平が生じていること。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5039 50390016 11 社団法人 リース事業協会 16
銀行が販売する住宅ローン関連の長

期火災保険について

・平成13年４月、住宅ローン関連の長期

火災保険、債務返済支援保険、信用生命

保険、海外旅行傷害保険の銀行等による

窓口販売が可能になった。・しかしなが

ら、住宅ローン関連の長期火災保険の販

売については、居住の用に供する建物の

建設等に係るローン関連の保険は対象と

するが、賃貸住宅など事業の用に供する

建物については対象としていない。

・事業の用に供する建物の取得にあたっ

ても、居住用建物の取得と同じく銀行の

資金融資を利用するケースは多い。・取

得目的の如何に関わらず住宅ローンの融

資にあたっては当該担保物件の損害保

険金請求権への質権設定が必須となる

場合がほとんどである。・事業用建物に

関する火災保険についても銀行が代理

店となることで融資実行と同時に保険付

保が可能となり、事前に火災保険を手配

する手間が無くなり、銀行窓口でのワン

ストップ手続きが可能になる。

現在、一部の保険について「保険契約者

等の保護に欠けるおそれが少ない場合」

として銀行による販売が認められている

が、その他の保険について銀行が販売

することが「保険契約者等の保護に欠け

る」とは思われず、一方で、銀行の収益機

会を奪い、契約者にとっても得るべき利便

性が阻害されている。本年３月に金融審

議会金融分科会第２部会が取りまとめた

報告書「銀行等による保険販売規制の見

直しについて」では、基本的方向性と実

施時期について、「契約者や国民全体に

とっての利益の増進という視点から、銀

行等において原則として全ての保険商

品を取り扱えるようにすることが適当であ

り、その際には、弊害防止措置が適切に

講じられることが前提となる。（中略）実施

時期については、メリットの実現を目指す

観点から、できるだけ早期が望ましい。」

としている。早期に銀行等がすべての保

険商品を取り扱えるように措置が講ぜら

れることを要望する。

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5040 50400016 11 オリックス 16

銀行が販売する住宅ローン関連の長

期火災保険について事業の用に供す

る建物も対象に含めること

 平成13年４月、住宅ローン関連の長期火

災保険、債務返済支援保険、信用生命保

険、海外旅行傷害保険の銀行等による窓

口販売が可能になった。  しかしながら、

住宅ローン関連の長期火災保険の販売

については、居住の用に供する建物の建

設等に係るローン関連の保険は対象とす

るが、賃貸住宅など事業の用に供する建

物については対象としていない。

事業の用に供する建物の取得にあたっ

ても、居住用建物の取得と同じく銀行の

資金融資を利用するケースは多い。取得

目的の如何に関わらず住宅ローンの融資

にあたっては当該担保物件の損害保険

金請求権への質権設定が必須となる場

合がほとんどである。事業用建物に関す

る火災保険についても銀行が代理店とな

ることで融資実行と同時に保険付保が可

能となり、事前に火災保険を手配する手

間が無くなり、銀行窓口でのワンストップ

手続きが可能になる。

 現在、一部の保険について「保険契約

者等の保護に欠けるおそれが少ない場

合」として銀行による販売が認められて

いるが、その他の保険について銀行が販

売することが「保険契約者等の保護に欠

ける」とは思われず、一方で、銀行の収益

機会を奪い、契約者にとっても得るべき利

便性が阻害されている。 本年３月に金融

審議会金融分科会第２部会が取りまとめ

た報告書「銀行等による保険販売規制の

見直しについて」では、基本的方向性と

実施時期について、「契約者や国民全体

にとっての利益の増進という視点から、

銀行等において原則として全ての保険

商品を取り扱えるようにすることが適当で

あり、その際には、弊害防止措置が適切

に講じられることが前提となる。（中略）実

施時期については、メリットの実現を目指

す観点から、できるだけ早期が望まし

い。」としている。 早期に銀行等がすべ

ての保険商品を取り扱えるように措置が

講ぜられることを要望する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第275条、

同法施行規則第

211条から第211条

の3

銀行等による保険商品の窓口販売に

ついては、平成13年4月より、住宅

ローン関連の信用生命保険、長期火

災保険及び債務返済支援保険並びに

海外旅行傷害保険を対象商品として

開始した。

また、平成14年10月より、個人年金保

険、財形保険、年金払積立傷害保険、

財形傷害保険を対象商品に追加する

とともに、住宅ローン関連の信用生命

保険に係る子会社・兄弟会社限定を

撤廃した。

ｂ ⅠⅢ

銀行等による保険商品の販売対象商

品の更なる拡大については、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て「引き続き検討を行い、速やかに結

論を得、所要の措置を講ずる。」とされ

ているところであり、引き続き検討を

行っているところ。

なお、平成16年1月より、金融審議会

において銀行等による保険販売規制

の見直しについての検討が行われ、

同年3月31日、金融審議会金融分科

会第二部会において報告（「銀行等

による保険販売規制の見直しについ

て」）がまとめられている。

z0300011 金融庁 銀行等が販売する保険商品の見直し 5139 51390014 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
14

信用金庫による保険窓販商品の範囲

の拡大等

保険窓販できる商品を限定せずに、原則

として全ての保険商品の窓販を行えるよ

うにする。

とくにワンストップ・ショッピングに関する

利用者ニーズが高い第３分野及び小口

の保障性商品をはじめとする個人分野の

保険商品についてはできる限り早期に解

禁する。　　　なお、金融審議会金融分科

会第２部会報告（平成１６年３月３１日）で

示された新たに考えられる弊害防止措置

に関しては、過剰な規制とならないよう

にする。

保険窓販を制限する根拠として、預金・融

資情報等の不当な利用や優越的地位を

不当に利用した募集行為などの弊害が

挙げられているが、保険業法及び金融商

品販売法並びに個人情報保護法等の法

整備が進んでいることなどから、信用金

庫が保険窓販を行うために考えられる弊

害防止措置は整っている。　　　　　第３分

野などの保険商品は、消費者ニーズが顕

在化しているために契約件数は増加して

いるが、現状の契約加入率は相対的に高

くないため、利用者利便の向上に資す

る。　　　　　　　　　　　　　　　　融資の条件と

して保険販売を行う行為は、抱合せ販売

として既に禁止されているなど、過剰な

弊害防止措置は利用者利便を損なう。

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5016 50160003 11 社団法人全国地方銀行協会 3 生命保険の構成員契約規制の廃止 生命保険の構成員契約規制を廃止する。

現状、生命保険募集人（銀行等）と「密接

な関係」を有する法人の役職員に対して

は、当該役職員が自らの意思で保険商品

の購入を銀行等に申し出た場合であって

も、銀行等は当該商品の説明すらできな

い。また、本規制により、銀行等が顧客に

対して生命保険の募集を行う際には、商

品内容やリスク等の説明を行う前に、ま

ず顧客の勤務先を確認しなければならな

い。個人情報の取扱いに関する関心が高

まる中、このような不自然な確認事務を行

うことは、顧客の側に無用な混乱と不信

感を惹起する結果となりかねない。規制

を廃止により、顧客利便の向上、銀行等

の収益機会の拡大、事務負担（特定関係

法人の確認に係る事務）の軽減等を図る

ことができると考えられる。本件について

は、平成13年より検討事項として取りあ

げられているが、未だ結論を得るに至っ

ていないため、早急に検討を進めるべき

である。

「３か年計画」では、「行

政改革委員会の意見を

最大限尊重し、金融審議

会において構成員契約

規制の在り方について、

結論を得るべく、引き続き

検討を進める。」としてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5035 50350004 11 東京海上火災保険株式会社 4 生命保険の構成員契約規制の廃止 規制を撤廃していただきたい。

これまで実質的に制限を受けていた法人

代理店による構成員契約の取扱が可能と

なることで消費者利益の向上を図ること

が出来るとともに、保険会社や募集代理

店においても事務精査ロード等の削減に

よる効率化を図ることが出来る。

現在、企業代理店においては生命保険

取扱を謳っているにも関わらず、こと構成

員の生命保険募集については一律禁止

となっており、構成員からの生命保険の

照会を受けた場合、ライフプランに合わせ

た保険設計などの十分な対応を行うこと

ができず、顧客対応として問題がある（消

費者利益の向上に悖る）状況にある。

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5037 50370001 11
三井住友海上火災保険株式会

社
1 生命保険の構成員契約規制の廃止

（要望）

規制を撤廃する。

・法人代理店による構成員契約の取扱を

可能とすることで、企業従業員の保険申

込みが容易となったり、給与控除による

保険加入が容易となるなど、消費者利益

の向上に繋がる。

・構成員契約の混入を排除するための、

事務精査ロード・代理店や営業での

チェックロードの削減が出来る。

（理由）

・企業代理店は、生命保険取扱を行って

いる場合も、親企業や関連企業の従業員

など「構成員」の生命保険募集について

は一律禁止となっており、構成員からの

生命保険の照会を受けた場合のみなら

ず、取扱を求められた場合であっても謝

絶するほかなく、顧客対応として問題が

ある。圧力募集の弊害の有無に関わりな

く一律禁止となっていることは、却って消

費者利便を損なっている。

（現状）

企業が、生命保険会社と募集代理店契約

を締結して生命保険商品の募集を行う場

合、圧力募集等を防止する観点から、当

該企業及びその企業と密接な関係を有

する者（法人）の役員・従業員に対する保

険募集が一部の商品を除き禁止されてい

る（生保分野の商品は販売できない）。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5039 50390015 11 社団法人 リース事業協会 15 生命保険募集人の行為規制について

法人である生命保険募集人又は保険仲

立人が使用人に対して生命保険契約の

申込みをさせる行為をすることを可能にす

ることを要望する。

構成員契約規制については、1997年12

月に行政改革委員会が内閣総理大臣に

提出した最終意見の中で「①圧力募集の

防止措置として過剰規制である。②販売

チャネルについて消費者の選択を狭める

ものである。③法的根拠が明確でない。

したがって、構成員契約規制は妥当では

なく、廃止すべきであると考える。」と指摘

されていた。昨年、同要望に対して金融

庁から「行政改革委員会の意見を最大限

尊重し、金融審議会において構成員契約

規制の在り方について、結論を得るべく、

引き続き検討を進める。」との回答があっ

た。早急な見直しを期待する。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5040 50400014 11 オリックス 14

生命保険募集人が使用人に対して行

なう保険契約の申込をさせる行為の

規制の見直し

法人である生命保険募集人又は保険仲

立人が使用人に対して生命保険契約の

申込みをさせる行為をすることを可能にす

ることを要望する。

構成員契約規制については、1997年12

月に行政改革委員会が内閣総理大臣に

提出した最終意見の中で「①圧力募集の

防止措置として過剰規制である。②販売

チャネルについて消費者の選択を狭める

ものである。③法的根拠が明確でない。

したがって、構成員契約規制は妥当では

なく、廃止すべきであると考える。」と指摘

されていた。昨年、同要望に対して金融

庁から「行政改革委員会の意見を最大限

尊重し、金融審議会において構成員契約

規制の在り方について、結論を得るべく、

引き続き検討を進める。」との回答が示さ

れた。早急な見直しを期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第300条

第1項第9号、同施

行規則第234条第1

項第2号、平成10年

大蔵省告示第238

号

企業が、生命保険会社と募集代理店

契約を締結して生命保険商品の募集

を行う場合、従業員への圧力募集等を

防止する観点から、当該企業及びそ

の企業と密接な関係を有する者（法

人）の役員・従業員に対する保険募集

が一部の保険商品を除き禁止されて

いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制のあり方について

は、規制改革・民間開放推進3か年計

画において「金融審議会において構

成員契約規制の在り方について、結

論を得るべく、引き続き検討を進め

る。」とされているところであり、金融

審議会等の場において引き続き検討

を行う。

z0300012 金融庁 生命保険の構成員契約規制の廃止 5139 51390016 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
16 生命保険の構成員契約規制等の撤廃

業務上の地位等を不当に利用するなどの

圧力募集を未然に防止する観点で設けら

れている生命保険の構成員契約規制に

ついては信用金庫への適用を除外する。

信用金庫における保険窓販は、通常の生

命保険募集人と異なり、非公開情報保護

措置、優越的地位を利用した募集禁止、

他の金融取引への影響の排除など、事前

に様々な行為規制が保険業法等で適用

されており、業務上の地位等を不当に利

用する等の圧力募集を未然に防止する措

置が既にとられている。

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

信託代理店については、兼営法施行

規則第７条の２の２により銀行等の金

融機関が規定されている。

a Ⅰ

「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、信託契約の取

次ぎのみを行う者については、その

範囲を幅広く認める方向で検討を行う

ことが適当とされ、また、信託業務の

委託については、委託を受ける者の

適格性を監督当局において判断する

ことが適当とされたところである。この

報告を踏まえ、信託業法案を第159回

通常国会に提出したところ。（同国会

において閉会中審査案件とされた。）

z0300013 金融庁
金融機関本体、信託銀行子会社及び

信託代理店の業務制限の撤廃
5016 50160004 11 社団法人全国地方銀行協会 4

普通銀行本体及び信託代理店におけ

る信託併営業務の取扱い解禁

普通銀行本体及び信託代理店における

遺言信託、不動産業務等の信託併営業

務の取扱いを解禁する。

a. 遺言信託：生前の資産管理から死亡後

の財産処分までの一連の管理処分機能

が、地域に根ざした地域金融機関に求め

られており、シルバー世帯へのよりきめ細

かいサービスの提供が実現できる。 b. 不

動産業務：不動産業務は、リバースモー

ゲージや遺産整理業務等、不動産処分に

よる換価を実施することで、個人の資産に

占める割合の高い不動産から納税資金・

借入返済金等の資金捻出を可能とする。

また、法人取引においても、資産に関す

る総合的なコンサルティングサービスの提

供が可能となる。

併営業務については、地域金融機関に

必要な機能として左欄業務の解禁が望ま

れる。普通銀行本体での信託業務の取扱

いが認められることとなったにもかかわら

ず、併営業務については引続き専業信託

銀行のみに認めることとする理由は特に

ないと考えられ、また、大都市圏を除く地

方では、専業信託銀行の店舗数が非常

に少なく、信託サービスの提供に関し地

域間格差が生じていることから、顧客が

地方銀行に寄せる期待も大きい。少なくと

も、「信託に関するＷＧ」の中間報告書に

おいて触れられた、遺言関連業務を取り

扱える者の範囲の拡大、および当該業務

に係る取次業務の容認については早急

に措置すべきである。

「信託に関するＷＧ」の中間報

告（Ｈ15.7.28）では、「専業信託

銀行等に対してのみ認められ

ている遺言関連業務につい

て、国民の金融ニーズに応え

るとの観点から、当該業務を取

り扱える者の範囲を拡大すると

ともに、当該業務に係る取次業

務を認めてはどうかとの意見が

あった。この点については、信

託業に係るサービスの提供チャ

ネルを拡大し利用者のアクセス

の向上に資することから、本業

との親近性等にも十分留意し、

検討が進められるべきである。」

としている。本年１月に総合規

制改革会議が公表した「『全国

規模での規制改革要望』に対

する各省庁からの再回答につ

いて」（以下、「各省庁からの再

回答」）では、「金融機関に課さ

れている他業制限や金融機関

の業務との関連性等を踏まえ

検討を行う」としている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

信託代理店については、兼営法施行

規則第７条の２の２により銀行等の金

融機関が規定されている。

ａ Ⅰ

「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、信託契約の取

次ぎのみを行う者については、その

範囲を幅広く認める方向で検討を行う

ことが適当とされ、また、信託業務の

委託については、委託を受ける者の

適格性を監督当局において判断する

ことが適当とされたところである。この

報告を踏まえ、信託業法案を第159回

通常国会に提出したところ。（同国会

において閉会中審査案件とされた。）

z0300013 金融庁
金融機関本体、信託銀行子会社及び

信託代理店の業務制限の撤廃
5039 50390014 11 社団法人 リース事業協会 14 不動産処分型信託について

信託子会社には、処分型の不動産信託

について、一部に限ってしか認められて

いないことから、全ての金融機関につい

て全面的に解禁すること。

信託業務について、競争が促進されると

ともに、顧客への提案等の機会が増え、

市場の発展、顧客の利便性の向上に役

立つ。

従前に認可を受けた信託銀行には取扱

いが認められている業務について、一定

の時期以降に認可を受けた信託銀行に

は認められていないのは合理的な理由

がない。昨年、同要望に対して金融庁か

ら「金融機関に課されている他業制限や

金融機関の業務との関連性等を踏まえ検

討。」との回答が示された。早期に検討が

開始され、不動産取引の活性化を図る観

点から措置がとられることを期待する。

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

信託代理店については、兼営法施行

規則第７条の２の２により銀行等の金

融機関が規定されている。

ａ Ⅰ

「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、信託契約の取

次ぎのみを行う者については、その

範囲を幅広く認める方向で検討を行う

ことが適当とされ、また、信託業務の

委託については、委託を受ける者の

適格性を監督当局において判断する

ことが適当とされたところである。この

報告を踏まえ、信託業法案を第159回

通常国会に提出したところ。（同国会

において閉会中審査案件とされた。）

z0300013 金融庁
金融機関本体、信託銀行子会社及び

信託代理店の業務制限の撤廃
5040 50400013 11 オリックス 13

全ての金融機関について不動産処分

型信託の全面解禁

信託子会社に処分型の不動産信託の取

扱いを認めることを要望する。

信託業務について、競争が促進されると

ともに、顧客への提案等の機会が増え、

市場の発展、顧客の利便性の向上に役

立つ。

従前に認可を受けた信託銀行には取扱

いが認められている業務について、一定

の時期以降に認可を受けた信託銀行に

は認められていないのは合理的な理由

がない。昨年、同要望に対して経済産業

省から「金融機関に課されている他業制

限や金融機関の業務との関連性等を踏ま

え検討。」との回答が示された。早期に検

討が開始され、不動産取引の活性化を図

る観点から措置がとられることを期待す

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

信託代理店については、兼営法施行

規則第７条の２の２により銀行等の金

融機関が規定されている。

ａ Ⅰ

「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、信託契約の取

次ぎのみを行う者については、その

範囲を幅広く認める方向で検討を行う

ことが適当とされ、また、信託業務の

委託については、委託を受ける者の

適格性を監督当局において判断する

ことが適当とされたところである。この

報告を踏まえ、信託業法案を第159回

通常国会に提出したところ。（同国会

において閉会中審査案件とされた。）

z0300013 金融庁
金融機関本体、信託銀行子会社及び

信託代理店の業務制限の撤廃
5056 50560002 11 社団法人第二地方銀行協会 2 信託代理店の取扱禁止業務の撤廃

信託代理店の取扱業務に不動産媒介業

務や遺言執行業務を認める。

信託代理店において、不動産媒介業務

や遺言執行業務を取扱うことができれ

ば、従来以上にお客様とのリレーション

シップが深まり、地域において総合的な

信託商品を提供することが可能となる。

銀行法第10条第2

項、第11条、投資顧

問業法第4条

有価証券に係る投資顧問業は、銀行

法第10条第2項の付随業務に規定さ

れていないため、銀行は投資顧問業

を営むことはできない。

ｂ Ⅰ

銀行については、利益相反の防止、

経営の健全性の確保及び取引の公正

性確保等の観点から、株式の売買の

取次ぎ業務等の証券業を行うことが

制限されているが、銀行への証券仲

介業務を解禁する証券取引法の改正

が平成16年通常国会において行わ

れ、16年12月1日に施行されることを

踏まえ、これらの措置の定着状況を見

極めながら本件については検討を行

う。

z0300014 金融庁
投資顧問業法における投資助言業務

の解禁
5016 50160005 11 社団法人全国地方銀行協会 5

投資顧問業法における投資助言業務

の解禁

顧客の有価証券投資に係る助言業務を

銀行本体にも認める（投資顧問業法の適

用除外の取扱いとする）。

銀行本体における投資信託や年金商品

の窓販解禁等により、銀行窓口で取り扱

うことのできる投資型商品が拡大してい

る中、顧客に投資判断の材料を提供する

投資助言業務は普通銀行には認められ

ていない。顧客ニーズに幅広く応えてい

く観点から、信託兼営金融機関以外の普

通銀行にも広くこれを認めるべきである。

昨年12月に総合規制改

革会議が公表した「『全

国規模での規制改革要

望』に対する各省庁から

の回答」では、「銀行に

ついては、利益相反の防

止、経営の健全性の確保

及び取引の公正性確保

等の観点から、株式の売

買の取次ぎ業務等の証

券業を行うことが制限さ

れている。」また、「平成

15年12月24日の金融審

議会において銀行への

証券仲介業の解禁が認

められたところであり、こ

れらの措置の定着状況を

見極めながら検討を行

う。」としている。なお、信

託兼営金融機関につい

ては、「金融機関の信託

業務の兼営等に関する

法律施行規則」の改正に

より、４月１日付で投資助

言業務および投資一任

業務が解禁された。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

１００条第７号

確定拠出年金運営

管理機関に関する

命令第１０条第１号

・営業職員による運用管理業務（運用

の方法に係る情報提供）と運用商品

の販売等の事務の兼務は認められて

いない。

c ー

営業職員による運用管理業務と運用

商品の販売等の事務の兼務について

は、運営管理業務の中立性確保の必

要性の観点から認めることはできな

い。

z0300015 金融庁

確定拠出年金の運用関連業務と運用

商品の販売等の事務の兼業禁止ルー

ルの廃止

5016 50160007 11 社団法人全国地方銀行協会 7

確定拠出年金制度の改善（運用関連

業務と運用商品の販売等の事務の兼

業禁止ルールの廃止）

確定拠出年金制度について運用関連業

務（運用の方法に係る情報提供）と運用

商品の販売等の事務の兼務禁止ルール

を廃止する。

自行が運営管理機関である場合、提示商

品の内容に関する加入者からの照会に

対応できず、加入者に不信感を抱かせる

ことに繋がりかねない。本規制が撤廃さ

れれば、確定拠出年金制度の概要や各

運用商品に関する説明から販売事務ま

で、一担当者が一貫して取り扱うことが

可能となり、顧客利便の向上にも資する。

加えて、大手金融機関に比して人的余力

に乏しい地域金融機関においては、より

柔軟な組織運営・業務展開が可能とな

り、確定拠出年金制度のさらなる普及に

寄与できると考えられる。本件について

は、「３か年計画」では取り上げられてい

ないが、改めて検討を行うべきである。

「各省庁からの再回答」

では、「加入者の利益を

考慮して、利益相反行為

が行われないように、兼

業禁止を原則としている

ところであり、変更するこ

とはできない。なお、営

業職員が顧客の求めに

応じ一般的な説明を行う

こと等は認めている」とし

ている。

確定拠出年金法１０

０条第７号

確定拠出年金運営

管理機関に関する

命令第１０条第１号

・営業職員による運用管理業務（運用

の方法に係る情報提供）と運用商品

の販売等の事務の兼務は認められて

いない。

c ー

営業職員による運用管理業務と運用

商品の販売等の事務の兼務について

は、運営管理業務の中立性確保の必

要性の観点から認めることはできな

い。

z0300015 金融庁

確定拠出年金の運用関連業務と運用

商品の販売等の事務の兼業禁止ルー

ルの廃止

5139 51390035 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
35

確定拠出年金運営管理業務にかかる

金融商品営業担当者による兼務禁止

の緩和

金融機関の金融商品営業担当者につい

て、確定拠出年金運営管理業務のうちの

運用関連業務の兼務禁止を緩和する。ま

た、兼務禁止の緩和に際しては、営業担

当者が加入者に対して中立的な立場で

運用関連業務を行うことを前提とする。

確定拠出年金業務を取り扱う金融機関の

体制整備に関し、本兼務禁止措置の緩和

は、確定拠出年金の普及に資するものと

考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

特定融資枠契約に

関する法律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契

約）に係る手数料が利息制限法及び

出資法上の「みなし利息」の適用除外

となるのは，借主が①資本金が５億円

以上又は負債総額が２００億円以上の

株式会社（株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律第１条の２

第１項），②資本金が３億円を超える株

式会社，③特定債権等譲受業者（特

定債権等に係る事業の規制に関する

法律第２条第５項），④特定目的会社

（資産の流動化に関する法律第２条第

３項）等である場合に限定される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，現時点で，直ちに

中小企業等に借主の範囲を拡大することは時期

尚早であると判断しているが，借主の範囲の拡

大の是非に関する検討については，今後も，引

き続き行う方針である。

コミットメントライン契約については，需要創出

型の新たな金融サービスであり，借主が利用し

て初めてその利便性を実感するものであるとす

る指摘であるが，平成１５年に実施した借り手

側のニーズ調査によれば，借主の範囲の拡大

について中小企業等の中にも慎重な意見があ

り，また，地方公共団体に関してはコミットメン

トライン契約を利用したいとのニーズがほとんど

ないという結果であったし，実際に平成１３年

改正で借主の範囲に加えられた中堅企業の利

用状況も低調であった。これらの事実を併せ考

えると，一定の融資枠が手数料なしに設定され

る当座貸越取引等の従来の借入方法に加え

て，実際に融資を受けた場合の利息のほかに

手数料の支払が必要となるコミットメントライン契

約を利用したいという現実的なニーズが中小企

業等の借主側にどの程度あるのかについては

慎重に見極めていく必要があると思われる。

また，経済的弱者である中小企業等に借主の

範囲を拡大すれば，中小企業等が締結するコ

ミットメントライン契約に係る手数料に利息制限

法及び出資法の上限利率による制限が及ばなく

なる結果となって，手数料名目に合法的に高金

利を徴求されるおそれがあるのであり，このよう

なおそれがある以上，いわゆるヤミ金融対策法

等の高金利貸付け問題対策の効果等を見極め

ることなく，現時点において，直ちに経済的弱者

である中小企業や地方公共団体等に借主の範

囲を拡大するという改正を行うことは相当ではな

いと考える。

このため，法務省及び金融庁としては，今後の

検討においては，借主の範囲の拡大の是非に

ついて，高金利貸付け問題対策の効果等の見

z0300016 金融庁
コミットメントライン契約の適用対象の

拡大
5016 50160008 11 社団法人全国地方銀行協会 8

コミットメントライン契約適用対象のさら

なる拡大

コミットメントライン契約（特定融資枠契

約）の適用対象を拡大し、a.中小企業（資

本金３億円以下等）、b.地方公共団体、地

方公社、独立行政法人等、をその範囲に

含める。

平成13年６月の法改正により、それまで

商法特例法上の大会社に限定されてい

た対象企業等に、①資本の額が３億円を

超える株式会社、②証券取引法の規定に

よる監査証明を受けなければならない株

式会社、③特定債権等譲受業者、④特定

目的会社及び登録投資法人等が加えら

れたが、より幅広い中小企業への金融の

円滑化を図るという観点からは、さらなる

適用対象の拡大が必要である。また、地

方公共団体等の資金需要に対しより安定

的・機動的に対応していくためには、こう

した先も適用対象に含めるべきである。

本件については、平成15年より検討事項

として取りあげられているが、未だ結論を

得るに至っていないため、早急に結論を

得るべきである。

「３か年計画」で金融庁

は、「経済的弱者の保護

という利息制限法（昭和

29年法律第100号）及び

出資法（「出資の受入

れ、預り金及び金利等の

取締りに関する法律」、

昭和29年法律第195号）

の趣旨を踏まえつつ、コ

ミットメント・ライン契約を

利用できる借主の範囲に

ついて検討し、結論を得

る。」としている。

特定融資枠契約に

関する法律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契

約）に係る手数料が利息制限法及び

出資法上の「みなし利息」の適用除外

となるのは，借主が①資本金が５億円

以上又は負債総額が２００億円以上の

株式会社（株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律第１条の２

第１項），②資本金が３億円を超える株

式会社，③特定債権等譲受業者（特

定債権等に係る事業の規制に関する

法律第２条第５項），④特定目的会社

（資産の流動化に関する法律第２条第

３項）等である場合に限定される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，現時点で，直ちに

中小企業等に借主の範囲を拡大することは時期

尚早であると判断しているが，借主の範囲の拡

大の是非に関する検討については，今後も，引

き続き行う方針である。

コミットメントライン契約については，需要創出

型の新たな金融サービスであり，借主が利用し

て初めてその利便性を実感するものであるとす

る指摘であるが，平成１５年に実施した借り手

側のニーズ調査によれば，借主の範囲の拡大

について中小企業等の中にも慎重な意見があ

り，また，地方公共団体に関してはコミットメン

トライン契約を利用したいとのニーズがほとんど

ないという結果であったし，実際に平成１３年

改正で借主の範囲に加えられた中堅企業の利

用状況も低調であった。これらの事実を併せ考

えると，一定の融資枠が手数料なしに設定され

る当座貸越取引等の従来の借入方法に加え

て，実際に融資を受けた場合の利息のほかに

手数料の支払が必要となるコミットメントライン契

約を利用したいという現実的なニーズが中小企

業等の借主側にどの程度あるのかについては

慎重に見極めていく必要があると思われる。

また，経済的弱者である中小企業等に借主の

範囲を拡大すれば，中小企業等が締結するコ

ミットメントライン契約に係る手数料に利息制限

法及び出資法の上限利率による制限が及ばなく

なる結果となって，手数料名目に合法的に高金

利を徴求されるおそれがあるのであり，このよう

なおそれがある以上，いわゆるヤミ金融対策法

等の高金利貸付け問題対策の効果等を見極め

ることなく，現時点において，直ちに経済的弱者

である中小企業や地方公共団体等に借主の範

囲を拡大するという改正を行うことは相当ではな

いと考える。

このため，法務省及び金融庁としては，今後の

検討においては，借主の範囲の拡大の是非に

ついて，高金利貸付け問題対策の効果等の見

z0300016 金融庁
コミットメントライン契約の適用対象の

拡大
5139 51390020 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
20

コミットメントライン契約の適用対象企

業の拡大

コミットメントライン契約（特例融資枠契

約）の適用対象を拡大し、①中小企業（資

本金３億円以下等）、②地方公共団体や

特別法で定められた地方公社等をその

範囲に含める。

コミットメントライン契約（特例融資枠契

約）の適用対象を拡大することにより、中

小企業の資金調達の多様化が図られる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

銀行法 第15条、同

施行規則 第16条、

第35条第１項第７号

銀行の営業時間は、午前9時から午後

3時までとされている。ただし、その営

業所の「所在地又は設置場所等の特

殊事情」により、異なる営業時間とす

る必要がある場合には、当該営業所

について営業時間を変更することが

できる。

ａ Ⅲ

為替取引や当座預金業務を行ってい

ないなど利用者利便を損なわず決済

システムに支障がないと考えられる営

業所にかかる営業時間の規制につい

ては緩和することとし、その具体的な

内容について１６年度中に検討を行

い、措置することとする。

z0300017 金融庁
店舗の営業時間規制（午前９時～午

後３時）の緩和
5016 50160009 11 社団法人全国地方銀行協会 9

店舗の営業時間規制（午前９時～午

後３時）の緩和

店舗の営業時間規制（午前９時から午後

３時まで）を緩和する。

小規模・少人数の店舗においては、昼の

休憩時間帯に営業面、防犯面で支障が

生じるが、昼食休憩時間帯に窓口を閉鎖

できれば、交代要員の確保が不要とな

り、最小限の人員による窓口営業が可能

となる。これにより、従来は人員確保が難

しく無人化せざるを得なかった店舗も、有

人店舗として存続させることが可能とな

り、無人化する場合と比べ顧客利便の維

持・向上に資することができる（なお、窓

口閉鎖中はＡＴＭコーナーは必ず開けて

おくなど、資金決済に係る顧客利便の維

持には十分配意するものとする）。

現行規制によれば、平日の午前９時から

午後３時までは原則として必ず銀行窓口

を開けておかなければならない。しかし、

銀行の各店舗における時間帯毎の来店

客数は、各店舗の立地条件や顧客層の

違い等により多様なものとなっている中、

顧客利便の維持・向上及び銀行経営の

効率化の両面からより柔軟な店舗運営の

形態が求められてきており、営業時間に

ついても各行の自己責任に基づく機動的

な設定を可能とすべきである。

「３か年計画」では、「為

替取引や当座預金業務

を行っておらず、ＡＴＭ

の設置による代替措置が

確保されている等、利用

者利便を損なわず決済シ

ステムに支障がないと考

えられる出張所に係る休

日や営業時間の規制に

ついては緩和することと

し、その具体的な内容に

ついて平成16年度中に

検討を行い、措置する。」

としている。

銀行法第16条の２

第１項８号、銀行法

施行規則第17条の

２第６項、平成14年

金融庁告示第34号

（平成14年３月29

日）

銀行グループ会社が営む従属業務に

ついては収入依存度規制が課せられ

ているため、従属業務会社が複数の

銀行の関連会社となること（複数銀行

による関連会社の共同設立）は実質

的に困難。

ｂ Ⅰ

従属業務そのものは銀行業からみれ

ば他業であるが、経営の効率化等を

図る観点から、収入依存度規制を課す

ことにより、主として当該銀行のため

に営む会社を子会社とすることを認め

ているものである。したがって、複数

の銀行が従属業務を営む会社を共同

で設立するか否かについては、銀行

経営の効率化等の必要性を踏まえつ

つ、従属業務の在り方等具体的内容

について検討を行う。

z0300018 金融庁
複数銀行による従属業務会社の共同

設立の解禁
5016 50160010 11 社団法人全国地方銀行協会 10

複数銀行による従属業務会社の共同

設立の解禁

収入依存度規制を緩和し、複数の銀行に

よる従属業務会社の設立を可能とする。

銀行のグループ会社が営む従属業務に

ついては収入依存度規制（銀行及びそ

の子会社等より50％以上）が課されてい

るため、従属業務会社が複数の銀行の関

連会社となること（複数銀行による関連会

社の共同設立）は実質的に困難となって

いる。平成14年４月より、従属業務会社に

係る出資比率規制（銀行の100％子会社

に限る）が廃止され、銀行と一般事業会

社による従属業務会社の共同設立は可

能となったにもかかわらず、複数の銀行

による共同設立ができないことは合理性

を欠くため、独占禁止法第11条ガイドライ

ン（収入依存度規制について「原則とし

て50％以上」と規定）と平仄を合わせ、柔

軟な運用が可能となるよう措置すべきで

ある。本件については、「３か年計画」を

踏まえ、早急に検討を行うべきである。

「３か年計画」では、「共

同従属会社の設立につ

いては、銀行の経営効率

化の必要性を踏まえ、銀

行の他業禁止規定と、本

来、銀行業からみれば他

業である従属業務の在り

方等を踏まえつつ検討を

行う。」としている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

銀行法施行規則 第

９条の３第２項、第

10条、平成11年金

融監督庁告示第10

号 第２条（平成11

年４月１日）、平成

14年金融庁告示第

33号（平成14年３

月29日）

・銀行の代理店において営む代理業

務は、預金、貸付、為替取引、債務の

保証又は手形の引受け、国・地方公

共団体・会社等の金銭の収納その他

金銭に係る事務の取扱い、有価証券、

貴金属その他の物品の保護預り及び

両替に限られている。

・法人代理店は、銀行の１００％出資法

人又は当該銀行を子会社とする銀行

持株会社の子会社でなければならな

い。

ａ
Ⅰ

Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300019 金融庁 代理店に係る規制の緩和 5016 50160011 11 社団法人全国地方銀行協会 11 代理店に係る規制の緩和

代理店について、a.業務範囲の拡大、

b.100%出資規制の緩和（法人代理店）、

の措置を講じる。

aに関しては、銀行の代理店において営

むことのできる代理業務は限定されてお

り、例えば投資信託や保険商品の販売は

行えない等の制約がある。地域の顧客

ニーズに従来以上にきめ細かく対応して

いくうえで、代理店は有効な有人拠点に

なり得ると考えられ、その積極的な活用

を促す観点からも代理店の業務範囲を銀

行法第10条、11条、12条に定める業務

全般に拡大すべきである。bに関しては、

法人代理店の機動的な設置及び組織的

な管理を可能とするため、現行の出資比

率規制（100%出資規制）を緩和すべきで

ある。本件については、「３か年計画」を

踏まえ、早急に措置すべきである。

「３か年計画」では、「銀

行代理店制度について

は、金融機関の健全性や

決済システムに与える影

響等の観点を踏まえつ

つ、資本関係規制等制度

の見直しを行うこととし、

平成16年度中に検討を

行い、措置する。」として

いる。

銀行法施行規則 第

９条の３第２項、第

10条、平成11年金

融監督庁告示第10

号 第２条（平成11

年４月１日）、平成

14年金融庁告示第

33号（平成14年３

月29日）

・銀行の代理店において営む代理業

務は、預金、貸付、為替取引、債務の

保証又は手形の引受け、国・地方公

共団体・会社等の金銭の収納その他

金銭に係る事務の取扱い、有価証券、

貴金属その他の物品の保護預り及び

両替に限られている。

ａ Ⅰ�Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300019 金融庁 代理店に係る規制の緩和 5084 50840008 11 社団法人　信託協会 8

事業法人が銀行代理店として貸付の

代理、媒介業務を行なえるようにする

こと

・ 金融機関以外の法人が銀行の代理店

となる場合には、銀行法施行規則第９条

の３第１０号ハ（及び第１０条）において、

「代理業務を専ら営む法人であること」が

求められている。

・ なお、平成１６年４月１日付の銀行法施

行規則の改正により、保険会社が銀行の

代理店として資金の貸付の代理業務を行

う場合には、当該専業規制が緩和された

ところである。

・ そこで、金融機関及び保険会社以外の

法人が、銀行の代理店として資金の貸付

の代理（又は媒介）業務を行う場合につ

いては、専業規制を緩和することを要望

するもの。

・ 銀行窓口以外での資金貸付の申込み

が可能となることにより、顧客の利便に資

する。

・ ハウスメーカー等に対して、住宅購入

（予定）者より、住宅ローンの相談がなさ

れる事例等が多数存在するところである

が、銀行法施行規則に定める銀行の代理

店の専業規制により、当該法人を銀行代

理店とすることができず、顧客のニーズ

に迅速に対応できない。

・ 資金の貸付の代理（又は媒介）業務を

行う場合について銀行の代理店の専業

規制を緩和することにより、顧客のニーズ

に迅速に対応することが可能となり、顧

客の利便性の向上に大いに資する。

・ なお、当該代理店において、金銭等の

取扱いを禁止することで、兼業による弊害

は防止し得るものと考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信金法施行規則第

１５条の２第６号

・法人代理店は、信用金庫の１００％出

資法人でなければならない。
ａ Ⅰ�Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300019 金融庁 代理店に係る規制の緩和 5139 51390026 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
26 法人代理店の１００％出資規制の緩和

法人代理店に対する１００％出資規制を緩

和する。

現在信用金庫の法人代理店は、代理業

務を委任する金庫が１００％出資する法人

でなくてはならない。そのため他の地域

金融機関や一般事業会社、あるいは委任

金庫を退職した職員と共同出資すること

により代理店をもつことが不可能である。

信金法施行規則第

１５条の２第４号、告

示（平成１４年３月２

９日告示第４１号）

・信用金庫の代理店において営む代

理業務は、預金、定期積金の受入れ、

会員に対する資金の貸付け、会員の

ためにする手形の割引及び為替取引

き等に限られている。

ａ Ⅰ�Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300019 金融庁 代理店に係る規制の緩和 5139 51390027 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
27 代理店業務の拡大

信用金庫の代理店として行うことができ

る業務の範囲を、現行規制よりも拡大し、

代理店の展開が柔軟にできるようにす

る。

「リレーションシップバンキングの機能強化

に向けて」の趣旨に鑑み、地域のお客

様・会員への更なる利便性の提供と収益

力の確保を両立させていくためには、従

来の枠組みを超えた柔軟な店舗戦略が

不可欠となっている。そのひとつが、店舗

戦略における代理店の有効活用である。

21/94



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

・ 銀行法第十条第

二項第一号・第十

六条の二、同法施

行規則第十七条の

三第二項第三号

・ 平成10年金融監

督庁・大蔵省告示

第９号（銀行法施行

規則第十七条の三

第二項第三号及び

第三十五号の規定

に基づく銀行等の

子会社が営むこと

のできる業務から除

かれる業務等を定

める件）

・ 中小・地域金融

機関向けの総合的

な監督指針Ⅲ－２

－７－１（３）①信用

保証業務

・銀行の子会社等は、債務保証業務

のうち、事業者に対する事業の用に供

する資金に関するものについては、営

むことが認められていない。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについて

は、画一的かつ大量の処理が可能で

あり、関連会社による集中的処理を行

うことが効率的であること等から、銀

行の子会社が同ローンに係る信用保

証業務を行っている。

　銀行の子会社が事業性ローンに係る

信用保証業務を行うこと及び保証業

務を行う銀行の子会社が保証業務以

外の業務を兼業できるようにすること

について、銀行経営の健全性の観点

から検討を行う。

z0300020 金融庁
信用保証業務を営む銀行の子会社の

業務範囲拡大
5016 50160013 11 社団法人全国地方銀行協会 13

銀行の子会社等における法人向け債

権の保証業務の解禁

銀行の子会社の業務として、事業者に対

する事業の用に供する資金に関する債務

の保証業務を解禁する。

新たな中小企業金融への取組みの強化

が求められている中、保証会社の活用は

不可欠であると考えられるが、外部の保

証会社を活用するだけでは内容が画一

的になりかねず、地域性に応じた柔軟な

商品設計ができない。銀行の子会社等に

保証業務が解禁されれば、地域の中小・

零細企業に対し柔軟性のある保証サービ

スを提供できる。本件については、「３か

年計画」を踏まえ、早急に検討を行うべき

である。

「３か年計画」では、「銀

行の子会社が事業性

ローンに係る信用保証業

務を行うこと及び保証業

務を行う銀行の子会社が

保証業務以外の業務も

兼業できるようにすること

について、銀行経営の健

全性の観点から、検討を

行う。」としている。

・ 銀行法第十条第

二項第一号・第十

六条の二、同法施

行規則第十七条の

三第二項第三号

・ 平成10年金融監

督庁・大蔵省告示

第９号（銀行法施行

規則第十七条の三

第二項第三号及び

第三十五号の規定

に基づく銀行等の

子会社が営むこと

のできる業務から除

かれる業務等を定

める件）

・ 中小・地域金融

機関向けの総合的

な監督指針Ⅲ－２

－７－１（３）①信用

保証業務

・銀行の子会社等は、債務保証業務

のうち、事業者に対する事業の用に供

する資金に関するものについては、営

むことが認められていない。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについて

は、画一的かつ大量の処理が可能で

あり、関連会社による集中的処理を行

うことが効率的であること等から、銀

行の子会社が同ローンに係る信用保

証業務を行っている。

　銀行の子会社が事業性ローンに係る

信用保証業務を行うこと及び保証業

務を行う銀行の子会社が保証業務以

外の業務を兼業できるようにすること

について、銀行経営の健全性の観点

から検討を行う。

z0300020 金融庁
信用保証業務を営む銀行の子会社の

業務範囲拡大
5078 50780039 11 (社)日本経済団体連合会 39

信用保証業務を営む銀行の子会社の

業務範囲の拡大

　銀行の子会社が、事業性ローンに係る

債務保証業務を営めるよう認めるべきで

ある。但し、対象となるローンからは、当該

銀行の特定関係者が供与するものを除

く。

　また、保証業務を営む銀行の子会社が、

他の業務を兼業できるようにすべきであ

る。

　検討・結論時期を明示するとともに、速

やかに検討を開始し、平成16年度までに

実施すべきである。

　銀行の子会社による信用供与手段の多

様化により、銀行本体と異なる顧客層に

対して、信用供与を拡充することができ

る。なお、銀行子会社が取り組むローンか

ら当該銀行の特定関係者が供与するもの

を除けば、銀行経営の健全性が損なわれ

ることはない。

　また、信用保証業務を営む銀行の子会

社が、他の業務を営むことが可能となれ

ば、銀行経営の効率化に資する。

　銀行の子会社は、債務

保証業務のうち、事業者

に対する事業の用に供

するものについては、営

むことが認められていな

い。

　また、保証業務は専業

体制で営むこととされて

いる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

・銀行法施行規則

第17条の３第１項第

24号

・「中小・地域金融

機関向けの総合的

な監督指針」Ⅲ－２

－７－２

自己競落会社の競落対象物件は、親

銀行等の貸出等に係る担保物件、す

なわち当該物件の競落により親銀行

等に配当が見込まれる物件に限定さ

れている。

ｂ
Ⅲ

Ⅳ

自己競落による競落の仕組みの検討

（競落対象物件の拡大）については、

「規制改革・民間開放推進３か年計

画」（平成16年３月19日閣議決定）に

おいて、「銀行の他業禁止規定や自

己競落会社が担保不動産を取得する

のは親銀行が債権を回収するために

真に必要な場合であって競落人が他

に見出せない場合に限定されるとの

規制の趣旨を踏まえたうえで、不動産

市場への影響も十分勘案しつつ、銀

行等の財務の健全性確保の観点等に

留意して、競落対象物件の範囲を親

会社に配当の見込まれるものだけで

なく、子会社・関係会社に配当の見込

まれるものにも拡大することを検討す

る。」（平成16年度検討）とされたとこ

ろであり、現在、検討を行っているとこ

ろ。

z0300021 金融庁
自己競落会社の対象物件等に係る規

制の緩和
5016 50160014 11 社団法人全国地方銀行協会 14

自己競落会社の対象物件等に係る規

制の緩和

自己競落会社について競落対象物件を

拡大する。

競落により親銀行に配当がある物件に競

落対象が限定されているが、不良債権処

理はグループ全体で取り組むべき喫緊の

課題であり、子会社等に配当がある物件

にまで対象範囲を拡大すべきである。本

件については、「３か年計画」を踏まえ、

早急に検討を行うべきである。

「３か年計画」では、「銀

行の他業禁止規定や自

己競落会社が担保不動

産を取得するのは親銀行

が債権を回収するために

真に必要な場合であっ

て競落人が他に見出せ

ない場合に限定されると

の規制の趣旨を踏まえた

うえで、不動産市場への

影響も十分勘案しつつ、

銀行等の財務の健全性

確保の観点等に留意し

て、競落対象物件の範囲

を親会社に配当の見込ま

れるものだけでなく、子

会社・関係会社に配当の

見込まれるものにも拡大

することを検討する。」と

している。

銀行法第20条、第

57条

銀行は、銀行法第20条及び第57条の

規定に基づき、貸借対照表及び損益

計算書を日刊新聞紙に掲載すること

により広告しなければならない。

ｂ Ⅰ

商法改正により新たに電子公告制度

が導入されることを踏まえ、銀行の決

算公告について、具体的な内容につ

いて検討を行う。

z0300022 金融庁 電磁的方法による決算公告の解禁 5016 50160015 11 社団法人全国地方銀行協会 15 電磁的方法による決算公告の解禁
銀行にも電磁的方法による決算公告

（ホームページへの掲載）を解禁する。

平成13年10月の商法改正により、決算

公告については、従来の日刊紙への掲

載による方法のほか電磁的方法も認めら

れたが（商法第283条第５項）、銀行につ

いては、銀行法第57条の規定により日刊

紙への掲載による方法しか認められてい

ない。多くの一般事業法人が電磁的方法

による決算公告を行い、経費節減等の効

率化を進めている中、電磁的方法による

決算公告が銀行にだけ認められないこと

は合理性を欠く。また、利用者側からして

みても、常にホームページ上で過去５年

分の銀行の決算公告を閲覧できるように

なるため、利便性が増すものと期待され

る。本件については、「３か年計画」では

取りあげられていないが、改めて検討を

行うべきである。

「各省庁からの再回答」

では、「銀行における電

子公告の導入について

は、法務省における電子

公告制度の導入に係る

検討状況等を踏まえつ

つ、16年度中に具体的

な内容について検討を

開始する予定。」としてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

銀行法第20条、第

57条

銀行は、銀行法第20条及び第57条の

規定に基づき、貸借対照表及び損益

計算書を日刊新聞紙に掲載すること

により広告しなければならない。

ｂ Ⅰ

商法改正により新たに電子公告制度

が導入されることを踏まえ、銀行の決

算公告について、具体的な内容につ

いて検討を行う。

z0300022 金融庁 電磁的方法による決算公告の解禁 5056 50560001 11 社団法人第二地方銀行協会 1 電磁的方法による決算公告の許容
銀行も電磁的方法による決算公告が可能

になるよう、銀行法上の手当てを行う。

インターネットの普及により、商法が改正

されたことに鑑みれば、銀行だけ制約を

設ける理由はないと考える。

確定拠出年金法第

８９条、第９２条第１

項

・ 運営管理機関の登録事項の変更届

出は、２週間以内に行う。
c ー

・運営管理機関の登録事項の変更届

出期間の延長については、適正な運

営の監督を担保する観点から、認める

ことはできない。

z0300023 金融庁

確定拠出年金制度における運営管理

機関登録事項の変更に係る期限の緩

和

5016 50160016 11 社団法人全国地方銀行協会 16

確定拠出年金制度における運営管理

機関登録事項の変更に係る期限の緩

和

運営管理機関の登録事項に変更があっ

たときは、その日から２週間以内に届け

出なければならないとの期間制限を緩和

する。

変更時より２週間以内に届け出ることは

時間的にタイトな場合もあるため、本期間

制限を緩和（例えば、変更の都度届け出

を行うのではなく、定期的に年１～２回の

基準日時点における情報を届け出れば

可とする等）すべきである。現状、役員の

氏名及び住所等、頻繁に変更が生じ得る

事項については、とりわけ登録事項を管

理する事務負担が大きくなっている。本件

については、「３か年計画」では取りあげ

られていないが、改めて検討を行うべき

である。

「各省庁からの再回答」

では、「確定拠出年金運

営管理機関の登録内容

については、加入者等が

閲覧できることとしてお

り、加入者の権利保護が

図れないおそれがあるこ

とから、遅滞なく処理を行

う必要がある。」としてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法施行規則

第４条

生命保険及び傷害保険の給付の対象

となる事由については、保険業法第

三条第四項第二号及び第五項第二号

に規定し、疾病等に類する事由とし

て、保険業法施行規則第四条に規定

しているが、骨髄採取手術に伴うもの

は含まれていない。

a Ⅱ

保険要件として必要な、偶然性の確

保、モラルリスクの排除などについて

確認した上で、骨髄採取手術が保険

業法上の保険として引受けを行えるよ

うにする措置を講じる。

z0300024 金融庁
骨髄移植ドナーに対する生命保険給

付について
5017 50170001 11

プルデンシャル生命保険株式

会社
1

骨髄移植ドナーに対する生命保険給

付について

生命保険の給付の対象となる事由につ

いては、保険業法第3条および保険業法

施行規則第4条において規定されている

が、骨髄移植のドナーが受ける骨髄採取

手術については対象とされていない。

保険業法施行規則第4条に、「傷害に類

する事由」として、「骨髄移植ドナーが受

ける骨髄採取手術」を追加することによ

り、生命保険給付の対象に加えてほし

い。

現行販売中の医療保険・医療特約の手

術給付の対象手術に、骨髄移植ドナーが

受ける骨髄採取手術を追加することによ

り、ドナーに対し、給付金を支払う。

これにより、ドナーが被る経済的負担（骨

髄移植のための入院に伴う収入減少）を

軽減し、ドナー登録に対するネガティブな

要因を取り除くことにより、ドナー登録者

数増加に寄与し、ひいては骨髄移植を待

つ多くの血液難病患者に貢献する。

白血病などの血液難病は、以前は有効な

治療法がなく治りにくい病気であったが、

現在では、多くの血液難病患者が骨髄移

植により健康を取り戻している。ただし、

骨髄移植を成功させるには、患者とド

ナーの白血球の型を一致させる必要があ

り、この適合率は非常に低く、骨髄移植を

受けられない患者がすくなくないのが現

状である。

これらの患者を救うには、ドナー候補者と

して一人でも多くの者を登録することが一

番の近道であり、骨髄移植推進財団で

も、「ドナー登録者数30万人」を目標に掲

げ、様々な形でドナー登録を呼びかけて

いる。

生命保険会社としてドナー登録者数増加

を支援すべく、骨髄移植ドナーに対する

給付を導入したい。

保険業法第98条、

同法施行規則第51

条、金融機関の信

託業務の兼営等に

関する法律第7条の

2の2

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。また、信託代理店

については、兼営法施行規則第7条

の2の2により銀行等の金融機関が規

定されている。

ｂ ⅠⅢ

信託契約の締結及び媒介を行う業務

を銀行等以外の者にも認めること等を

内容とする信託業法案を第159回通

常国会に提出し、同国会において継

続審議とされたところである。

また、保険会社については、業務の健

全性の維持の観点から他業が禁止さ

れているものであり、保険会社の付随

業務として信託業務の代理等を加え

ることについては、保険会社の業務と

の関連性・親近性等を踏まえた検討

が必要である。

z0300025 金融庁
保険会社本体による信託業務の代理

又は事務代行の解禁
5018 50180001 11 生命保険協会 1

保険会社本体による信託業務の代理

又は事務代行の解禁

・ 保険会社の付随業務として、既に銀行

等で行われている信託業務の代理や事

務の代行を行うことを認める。

・ 保険会社が顧客に対して信託商品の

提示を行えることとなれば、顧客利便性

の向上、保険会社のエクセスキャパシティ

活用の観点から極めて有効である。

・ 生命保険会社では、他の金融機関と共

同してマスタートラスト業務等を行う信託

銀行を設立しているケースがあるが、マ

スタートラスト業務等の代理を保険会社

に認めることにより、当該信託銀行の顧

客基盤拡充や経営効率化、保険会社の

経営資源の有効活用が促進される。

・ なお、銀行等においては信託業務の

代理が可能とされており、かかる点との

公平性を図る必要がある。また、金融審議

会「信託業のあり方に関する中間報告書

（H15.7.28）」では、信託契約の取次ぎを

行う者の範囲を幅広く認めることが適切と

されている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第98条、

同法施行規則第51

条、金融機関の信

託業務の兼営等に

関する法律第7条の

2の2

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。また、信託代理店

については、兼営法施行規則第7条

の2の2により銀行等の金融機関が規

定されている。

ｂ ⅠⅢ

信託契約の締結及び媒介を行う業務

を銀行等以外の者にも認めること等を

内容とする信託業法案を第159回通

常国会に提出し、同国会において継

続審議とされたところである。

また、保険会社については、業務の健

全性の維持の観点から他業が禁止さ

れているものであり、保険会社の付随

業務として信託業務の代理等を加え

ることについては、保険会社の業務と

の関連性・親近性等を踏まえた検討

が必要である。

z0300025 金融庁
保険会社本体による信託業務の代理

又は事務代行の解禁
5028 50280016 11 社団法人　関西経済連合会 16

保険会社本体による信託業務（現行

信託業法に規定する併営業務を含

む）の代理又は事務代行の解禁

保険会社の付随業務として、既に銀行等

で行われている信託業務の代理や事務

の代行を行うことを認める。

保険会社が行うことのできる業務として、

他の金融業を行う者の業務の代理や事

務の代行が認められたが、その詳細を定

める施行規則では、信託業務の代理や事

務の代行は認められていない。

保険会社が顧客に対して信託商品の提

示を行えることとなれば、顧客利便性の

向上、保険会社のエクセスキャパシティ活

用の観点から極めて有効である。

生命保険会社では、他の金融機関と共同

してマスタートラスト業務等を行う信託銀

行を設立しているケースがあるが、マス

タートラスト業務等の代理を保険会社に

認めることにより、当該信託銀行の顧客

基盤拡充や経営効率化、保険会社の経

営資源の有効活用が促進される。

なお、銀行等においては信託業務の代

理が可能とされており、かかる点との公

平性を図る必要がある。また、金融審議会

「信託業のあり方に関する中間報告書

（H15.7.28）」では、信託契約の取次ぎを

行う者の範囲を幅広く認めることが適切と

されている。

保険業法第106条、

同法施行規則第56

条の2、事務ガイド

ライン第二分冊1-

4-1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことのできる

業務に、不動産投資顧問業は認めら

れていない。

ｃ -

不動産投資顧問業を保険会社の子会

社等とすることについては、本業との

親近性が薄いこと等から、慎重な検討

が必要。

z0300026 金融庁
保険会社の子会社による不動産投資

顧問業務の解禁
5018 50180003 11 生命保険協会 3

保険会社の子会社による不動産投資

顧問業務の解禁

・ 保険会社の子会社、保険持株会社傘

下子会社で承認を受けずに行うことので

きる業務として不動産投資顧問業務を認

める。

・ 投資家のニーズが有価証券に係る投

資顧問業務に限らず、不動産に係る投資

顧問業務にまで多様化する中で、賃貸の

みならず売買取引まで含めた不動産投

資に係るノウハウを有する生命保険会社

が、子会社において不動産投資顧問事

業を行うことにより、投資家（特に年金基

金等を想定）に提供するサービスの充実

が図られるため（保険持株会社の傘下で

承認された実績がある）。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項
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要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第106条、

同法施行規則第56

条の2、事務ガイド

ライン第二分冊1-

4-1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことのできる

業務に、不動産投資顧問業は認めら

れていない。

ｃ -

不動産投資顧問業を保険会社の子会

社等とすることについては、本業との

親近性が薄いこと等から、慎重な検討

が必要。

z0300026 金融庁
保険会社の子会社による不動産投資

顧問業務の解禁
5078 50780038 11 (社)日本経済団体連合会 38

保険会社の子会社による不動産投資

顧問業務の解禁

　保険会社の子会社で行うことのできる

業務、保険持株会社傘下子会社で承認を

受けずに行うことのできる業務として、不

動産投資顧問業を認めるべきである。検

討・結論時期を明示するとともに、速やか

に検討を開始すべきである。

　保険会社は、不動産投資業務を本来業

務（資産運用）の一環として行っており、

不動産の賃貸のみならず売買取引まで

含めた不動産投資に係るノウハウを十分

に有している。また、不動産流動化の増

加を背景として、証券化された不動産に

かかる投資顧問業務について、投資家の

ニーズが拡大している。

　保険会社の子会社で行

うことのできる業務、保険

持株会社傘下子会社で

承認を受けずに行うこと

のできる業務に、不動産

投資顧問業が含まれて

いない。

保険業法第106条、

平成14年金融庁告

示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を

子会社とする場合には、当該子会社

は、主として当該保険会社又はその

子会社の営む業務のためにその業務

を営んでいる会社に限るものとされ、

「主として」の基準は、保険会社及び

その子会社からの収入の額の合計額

が総収入の額に占める割合（収入依

存度）が、50％を下回らないものとさ

れている。

ｂ ⅠⅢ

規制改革・民間開放推進3か年計画

において「複数の保険会社で共同保

有する場合のみ収入依存度規制を緩

和することについて、事業の大半が自

己と関係ない者からの収入となる他

業子会社を持つことになる場合には

他業禁止の趣旨やリスク管理の観点

からの検討が必要であり、また、保険

会社と保険会社以外の会社で共同保

有する場合との差異を設けることが適

切かという点についても整理が必要

である。したがって、どのような場合に

おいて保険会社の他業禁止の趣旨等

の面から実質的に問題がないかとい

うことを踏まえた上で、複数の保険会

社による従属業務子会社等の保有を

可能とすることについて検討する。」と

されているところであり、保険会社の

他業禁止の趣旨等を踏まえて引き続

き検討を行う。

z0300027 金融庁

複数の保険会社による従属業務子会

社等の保有を可能とする収入依存度

規制の見直し

5018 50180004 11 生命保険協会 4

従属業務を営む保険会社の子会社等

における従属業務に係る収入依存度

規制の緩和

・ 従属業務を営む保険会社の子会社等

に係る収入依存度規制を緩和し、複数の

保険会社や金融機関の共同出資による

従属業務会社の設立、保有を認める。

・ 従属業務を営む子会社等に係る全額

出資規制が撤廃され、複数の保険会社等

が共同出資を行う形で従属業務を営む子

会社等を保有することが想定される。しか

しながら、これら複数の出資保険会社等

の各々について、50％以上の収入依存

度規制を満たすことは不可能であり、実

際に共同出資により従属業務を営む子会

社等を保有することはできない。

・ なお、保険会社や金融機関以外の会

社との共同出資による従属業務を営む子

会社等の設立、保有が実際に可能である

一方で、保険会社や金融機関との共同出

資が認められていないのは、規制の均衡

を失している。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の
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要望事項
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第106条、

平成14年金融庁告

示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を

子会社とする場合には、当該子会社

は、主として当該保険会社又はその

子会社の営む業務のためにその業務

を営んでいる会社に限るものとされ、

「主として」の基準は、保険会社及び

その子会社からの収入の額の合計額

が総収入の額に占める割合（収入依

存度）が、50％を下回らないものとさ

れている。

ｂ ⅠⅢ

規制改革・民間開放推進3か年計画

において「複数の保険会社で共同保

有する場合のみ収入依存度規制を緩

和することについて、事業の大半が自

己と関係ない者からの収入となる他

業子会社を持つことになる場合には

他業禁止の趣旨やリスク管理の観点

からの検討が必要であり、また、保険

会社と保険会社以外の会社で共同保

有する場合との差異を設けることが適

切かという点についても整理が必要

である。したがって、どのような場合に

おいて保険会社の他業禁止の趣旨等

の面から実質的に問題がないかとい

うことを踏まえた上で、複数の保険会

社による従属業務子会社等の保有を

可能とすることについて検討する。」と

されているところであり、保険会社の

他業禁止の趣旨等を踏まえて引き続

き検討を行う。

z0300027 金融庁

複数の保険会社による従属業務子会

社等の保有を可能とする収入依存度

規制の見直し

5078 50780035 11 (社)日本経済団体連合会 35
従属業務を営む保険会社の子会社等

の収入依存度規制の緩和

　従属業務を営む保険会社の子会社等の

収入依存度規制を緩和し、複数の保険会

社や金融機関の共同出資による従属業

務子会社等の設立、保有を認めるべきで

ある。

　「規制改革・民間開放推進３か年計画」

（2004年3月19日）においては、平成1６

年度に検討とされている。結論時期を明

示するとともに、速やかに検討を開始す

べきである。

　保険会社や金融機関が共同で従属業

務を営む子会社等を保有することにより、

経営・業務の効率化を図ることができる。

　保険会社の子会社等に

おいて従属業務を営む

場合、当該従属業務につ

いては、親保険会社から

の収入額が総収入の

50％を下回らないことと

されている。

保険業法第118条、

同施行規則第74

条、第75条

保険会社が経営破たんした場合、一

般勘定、特別勘定とも同等に取り扱わ

れる。

ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産について

は、一般勘定との財産的性格の相違

や保険会社における負債性の相違か

ら、リスク遮断の厳格化を前提とした

上で保険関係請求権の倒産隔離の措

置を講ずることについて、検討を行う。

z0300028 金融庁
保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全
5018 50180005 11 生命保険協会 5

保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全

・ 特別勘定については、その財産的性

格の相違、保険会社における負債性の相

違から、100％の保全が行われるよう、保

険業法等に必要な手当てを行う。

・ 特別勘定の責任準備金の価額は財産

の価額の時価評価額とされ、資産の運用

リスクが契約者に帰属するため、特別勘

定は生命保険会社の経営破綻の原因と

はなりにくい。

・ 我が国においては、特別勘定のように

投資者のリスクテイクを前提とした商品に

ついては、信用リスクの所在を明確にす

るため、一定の分別管理がなされている

ことを要件として破綻リスクの遮断が図ら

れている。

・ よって、生命保険会社が経営破綻に

至った場合に、例えば信託と同程度の分

別管理を行う等、特別勘定に属する資産

が他の資産から特定可能な状態で管理

されているときには、特別勘定の責任準

備金の削減を行わないことが妥当と思わ

れる。
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該当法令等 制度の現状
措置の
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措置の
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第118条、

同施行規則第74

条、第75条

保険会社が経営破たんした場合、一

般勘定、特別勘定とも同等に取り扱わ

れる。

ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産について

は、一般勘定との財産的性格の相違

や保険会社における負債性の相違か

ら、リスク遮断の厳格化を前提とした

上で保険関係請求権の倒産隔離の措

置を講ずることについて、検討を行う。

z0300028 金融庁
保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全
5028 50280015 11 社団法人　関西経済連合会 15

 保険会社の経営破綻時における特

別勘定の保全

特別勘定については、その財産的性格

の相違、保険会社における負債性の相違

から、100％の保全が行われるよう、保険

業法上、保険関係請求権の特別先取特

権の付与等必要な手当てを行う。

生命保険会社が経営破綻した場合、現行

では、一般勘定、特別勘定とも同等に取

扱われることになっているが、生命保険

会社が経営破綻に陥った場合において

も、財産の価額の変動がそのまま反映さ

れる特別勘定は当該経営破綻の原因と

はなりにくいため。

保険業法第118条、

同施行規則第74

条、第75条

保険会社が経営破たんした場合、一

般勘定、特別勘定とも同等に取り扱わ

れる。

ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産について

は、一般勘定との財産的性格の相違

や保険会社における負債性の相違か

ら、リスク遮断の厳格化を前提とした

上で保険関係請求権の倒産隔離の措

置を講ずることについて、検討を行う。

z0300028 金融庁
保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全
5051 50510001 11

厚生年金基金連合会　理事長

多田　宏
1

生命保険会社の経営破綻時における

特別勘定の保全

・特別勘定という商品については、経理

上、一般勘定商品とは明確に区分され、

また、特別勘定の運用リスクは投資家が

全て負うことになっており、保証利率の

ある一般勘定商品とは商品特性が全く異

なっている。このように特別勘定が生命

保険会社の経営破綻の要因になる得る

か否かという点で一般勘定とは全く異

なっているにも拘わらず、過去の生保会

社経営破綻においては、一般勘定と全く

同様の補償率が適用されているなどの不

合理がみられる。このため特別勘定に係

る保険関係請求権への特別先取特権の

付与等について検討されたい。

・生命保険会社が経営破綻した場合、運

用リスクを生命保険会社が負うことにより

経営破綻の要因になり得る「一般勘定」

と、運用リスクを契約者自身が負うことに

より経営破綻の要因にはなり得ない「特

別勘定」とが、同等に取り扱われることに

ついては、契約者保護および契約者間の

公平性確保の観点からみても、不公平極

まりないため。

・また、企業年金においては、生保特別

勘定に保全措置がないことから、この面

においては、競合する信託銀行、投資顧

問会社と比較して明らかに劣後する商品

となっているため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第118条、

同施行規則第74

条、第75条

保険会社が経営破たんした場合、一

般勘定、特別勘定とも同等に取り扱わ

れる。

ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産について

は、一般勘定との財産的性格の相違

や保険会社における負債性の相違か

ら、リスク遮断の厳格化を前提とした

上で保険関係請求権の倒産隔離の措

置を講ずることについて、検討を行う。

z0300028 金融庁
保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全
5078 50780037 11 (社)日本経済団体連合会 37

保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全

　保険会社の経営破綻時に、特別勘定の

責任準備金を100％保全することを認め

るべきである。このために、保険業法等、

法令上の必要な手当てを行うべきであ

る。

　「規制改革・民間開放推進３か年計画」

（2004年3月19日）においては、平成16

年度に検討・結論とされており、適切な

保全措置を早急に設けるべきである。

　特別勘定では、当該勘定に属する資産

が他の勘定に属する資産と経理上明確

に区分されている。また、当該勘定に属

する資産の運用成果が直接的に契約者

に帰属する。このような特別勘定の性格

から、特別勘定における運用は、経営破

綻の原因となりにくい。このため、経営破

綻時の取扱いにおいては、特別勘定の

責任準備金を100％保全することが適当

である。

　生命保険会社が経営破

綻した場合、現行では、

一般勘定、特別勘定とも

同等に取り扱われる。

保険業法第118条、

同施行規則第74

条、第75条

保険会社が経営破たんした場合、一

般勘定、特別勘定とも同等に取り扱わ

れる。

ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産について

は、一般勘定との財産的性格の相違

や保険会社における負債性の相違か

ら、リスク遮断の厳格化を前提とした

上で保険関係請求権の倒産隔離の措

置を講ずることについて、検討を行う。

z0300028 金融庁
保険会社の経営破綻時における特別

勘定の保全
5139 51390017 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
17 保険会社破綻時の特別勘定の保全

保険会社が経営破綻した場合に、特別勘

定については１００％保全する。

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定

と特別勘定ともに同等に取扱われている

が、特別勘定については、その資産が一

般勘定とは明確に分離しており、個々に

独立した運用がされている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

－
いわゆる共済は、保険業法の規制・監

督の対象とされていない。
ｂ・ｃ -

「保険業」の定義に関しては、本年4

月12日付法令適用事前確認手続に

係る照会に対する回答において、

「「不特定の者を相手方として」に該

当するか否かは、①当該団体の組織

化の程度（構成員の団体帰属にかか

る意識度）、②当該団体への加入要件

についての客観性、難易の程度、③

当該団体の本来的事業の実施の程度

等をもとに、総合的に判断することと

なる。」との解釈を示している。

また、無認可共済に対する規制につ

いては、本年４月以降、金融審議会

（第二部会保険の基本問題に関する

ＷＧ）において、消費者保護や保険と

の関係等の観点から、どのような対応

が考えられるのか、ご審議をいただい

ており、去る６月２２日の第二部会では

これまでの検討状況の報告があった

ところである。無認可共済の問題につ

いては、引き続き、保険ＷＧにおい

て、今後、どのような対策を講ずるべき

か、様々な角度からご議論いただきた

いと考えている。

z0300029 金融庁
「保険業」に該当する共済事業につい

ての保険業法適用基準の明確化等
5018 50180006 21 生命保険協会 6

共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備

・ 保険業法における「保険業」の定義を

明確化し、「保険業」に該当する共済事業

については、保険業法を適用する。

・ 各共済事業が「保険業」に該当するか

否かを金融庁が判断できるよう、金融庁

に共済事業に対する調査権限（報告徴

求、立入検査等）を付与する。

・ 保険業法上の「保険業」の定義におけ

る「不特定の者」の基準が曖昧であるた

め、実質的に共済業者が「保険業」を行っ

ていても、公的な監督が及ばないという

問題がある。

・ また、「保険」「共済」ともに一般消費者

から見た保障の確実性に対する期待に

変わりはないため、消費者保護のための

規制は必要不可欠である。

・ 公的な監督が及んでいないものにつ

いては、消費者保護のための規制が全く

ないという問題があり、公的な監督が及

んでいるものについても、その内容が異

なるため、根拠法によっては消費者保護

のための規制が不十分という問題があ

る。

－
いわゆる共済は、保険業法の規制・監

督の対象とされていない。
ｂ・ｃ -

「保険業」の定義に関しては、本年4

月12日付法令適用事前確認手続に

係る照会に対する回答において、

「「不特定の者を相手方として」に該

当するか否かは、①当該団体の組織

化の程度（構成員の団体帰属にかか

る意識度）、②当該団体への加入要件

についての客観性、難易の程度、③

当該団体の本来的事業の実施の程度

等をもとに、総合的に判断することと

なる。」との解釈を示している。

また、無認可共済に対する規制につ

いては、本年４月以降、金融審議会

（第二部会保険の基本問題に関する

ＷＧ）において、消費者保護や保険と

の関係等の観点から、どのような対応

が考えられるのか、ご審議をいただい

ており、去る６月２２日の第二部会では

これまでの検討状況の報告があった

ところである。無認可共済の問題につ

いては、引き続き、保険ＷＧにおい

て、今後、どのような対策を講ずるべき

か、様々な角度からご議論いただきた

いと考えている。

z0300029 金融庁
「保険業」に該当する共済事業につい

ての保険業法適用基準の明確化等
5028 50280017 21 社団法人　関西経済連合会 17

共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備

・保険業法における「保険業」の定義を明

確化し、「保険業」に該当する共済事業に

ついては、保険業法を適用する。

・各共済事業が「保険業」に該当するか

否かを金融庁が判断できるよう、金融庁

に共済事業に対する調査権限（報告徴

求、立入検査等）を付与する。

共済のなかには「根拠法のある共済」と「根拠法の

ない共済」とがある。

根拠法のある共済は、「他の法律に規定のあるもの

（保険業法第２条第１項）」などに該当することから、

保険業法の規制は受けないが、これに代わる特別

の法律による規制を受け、各々の主務官庁の監督を

受けて事業を行っている。ただし、根拠法によって

は、消費者保護のための規制が不十分なものがあ

る。保険業法、農業協同組合法、消費生活協同組

合法が、－契約の内容的合理性・公平性の確保－

事業の財務・業務内容の健全性の確保－募集活動

の適正性の確保等において整合的な規制となって

おらず、それぞれの根拠法によって監督内容が異

なり、規制の整合性は取れていない。

これに対し、根拠法のない共済は、見舞金程度の

支給に止まる場合や、特定の者を対象としている場

合には保険業に該当せず、免許を受けずに事業を

行なっても保険業法違反にならないと解されている

が、保険業法やその他特別の法律による規制の対

象とならず、特別の法律による監督も受けない。

つまり、保険業法上の「保険業」の定義における「不

特定の者」の基準が曖昧であるため、実質的に共

済業者が「保険業」を行っていても、公的な監督が

及ばないという問題がある。

公的な監督が及んでいないものは当然であるが、

公的な監督が及んでいるものについても、その内

容が異なり、消費者保護の観点から問題がある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第97条～

第100条、金融機関

の信託業務の兼営

等に関する法律第1

条、同法施行令第2

条

保険会社の業務範囲は、保険の引受

け等の固有業務（保険業法第97条）

のほか、法第98条第1項各号に掲げ

る業務その他の付随業務（第98条）、

第99条に規定する業務及び他の法律

により行う業務とされている

ｂ Ⅰ

保険会社本体による信託業務の実施

については、保険会社の業務との関

連性・親近性の観点や保険会社に他

業が禁止されている趣旨等を踏まえ、

検討することが必要。

なお、「信託業のあり方に関する中間

報告書」（金融審議会第二部会報告）

において、「信託兼営金融機関の範

囲については、信託業務との親和性

等を考慮しつつ、見直しをすべきであ

るとの意見があった。これについて

は、各金融業法における本業と他業

のあり方についての議論の中で、さら

に検討すべき課題であると考えられ

る。」とされたところ。

z0300030 金融庁 保険会社本体による信託業務の実施 5018 50180007 11 生命保険協会 7 保険会社本体による信託業務の実施

・ 保険会社本体で、保険金信託以外の

信託業務が行えるよう、保険会社本体の

業務範囲を見直す。

・ 保険と信託の親近性に鑑み、信託商品

に対する潜在的ニーズがあり、生命保険

会社が資産運用に係るノウハウを活用し

て信託商品を取り扱うことができれば、顧

客利便性の向上、保険会社の収益性向

上等の観点から有効である。

・ なお、銀行等については、既に本体で

の信託業務の兼営による参入が認められ

ている。

保険業法第98条

保険会社は、保険の引受け等の固有

業務（保険業法第97条）のほか、当該

業務に付随する、法第98条第1項各

号に掲げる業務その他の業務を行う

ことができる。

ｃ -

介護・福祉業務については、保険の

引受け等の固有業務に準ずるもので

はなく、保険業との機能的な親近性や

リスクの同質性も十分に認められな

いなど、保険会社の付随業務の要件

を満たしているとみなすことは困難で

ある。

なお、保険会社の子会社について

は、法令上介護・福祉関連業務を行う

ことが認められているところ。

z0300031 金融庁
保険会社本体による介護関連業務へ

の参入
5018 50180008 11 生命保険協会 8

保険会社本体による介護関連業務の

解禁

・ 保険会社本体での介護業務（居宅介

護支援、居宅サービス、介護に関する調

査・分析・助言等）の実施を可能とする。

・ 介護保険法施行により、介護関連業務

に対する社会的ニーズがますます高まっ

ている中、民間介護保険の引受・募集を

行っている生命保険会社が、既存の経営

資源や全国的ネットワークを活用して、介

護保険法に定める居宅介護支援事業を

行うことで、公民あわせた居宅サービス

計画の策定と給付金の支払いができるよ

うになり、利用者の利便性が更に高まる。

・ 具体的には、保険会社のお客様窓口

における居宅介護支援サービス（介護に

関するコンサルティング、ケアプランの作

成、居宅サービス事業者等との連絡・調

整等）の提供、および保険会社による居

宅サービス事業（保険会社職員による訪

問介護の提供、保険会社の営業拠点に

おける福祉用具の貸与等）の実施。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第98条

保険会社は、保険の引受け等の固有

業務（保険業法第97条）のほか、当該

業務に付随する、法第98条第1項各

号に掲げる業務その他の業務を行う

ことができる。

ｃ -

介護・福祉業務については、保険の

引受け等の固有業務に準ずるもので

はなく、保険業との機能的な親近性や

リスクの同質性も十分に認められな

いなど、保険会社の付随業務の要件

を満たしているとみなすことは困難で

ある。

なお、保険会社の子会社について

は、法令上介護・福祉関連業務を行う

ことが認められているところ。

z0300031 金融庁
保険会社本体による介護関連業務へ

の参入
5034 50340018 11 （社）日本損害保険協会 18

保険会社本体による介護・福祉業務

の遂行

現在、民間の損保会社では介護分野で

のサービス提供業務が認められていな

いが、損保会社本体でのケアプラン作成

業務等介護・福祉関連業務を損保会社本

体で行うことを認めるていただきたい。

社会的ニーズの高い介護分野におい

て、保険商品・給付の延長線上でサービ

スの提供を行うことはお客様・保険会社

双方に効果・効率的であり、さらに保険

会社のこれまでのノウハウを活かした

サービスの提供により、お客様の満足度

を高めることができる

損保会社は従前から介護費用保険等の

保険商品の販売を行っており、当該保険

給付事案が発生した際に損保本体でケ

アプラン作成業務ができれば、お客様の

当該保険給付金を含めた経済状態を把

握した上でプランを作成できる、あるいは

多様な損保ネットワークを活用したプラン

作成が提供できる等、お客様、保険会社

ともに得れるメリットが大きい。

また、６５歳以上で交通事故で要介護状

態になった場合は公的介護保険の給付

対象となり、この点では自動車保険等の

役割と関連性があると言える。

このように、損保会社にとって介護分野

は商品面・給付面において親近性が高

く、損保会社本体でのケアプラン作成業務

等介護・福祉関連業務を認めることは極

めて意義のあることである。（公的介護に

はサービス提供機能があるのに対し、民

間の介護費用保険等にはサービス提供

機能がないのは顧客満足度に欠ける部

分がある）

また、公的介護の分野においても、民間

の介護サービス提供事業者が広く参入す

ることは、質を確保し利用者の満足度を高

めるためにも有用ではないかと考える。

保険会社は確定拠出型年金運営管理業

務なども確定拠出年金法上認められてお

り、今後、ソーシャルセキュリティー機能を

もった分野で保険会社の担う役割は大き

いと考えられる。

保険業法第98条、

同法施行規則第51

条

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。

ｃ -

保険会社が付随業務として行うことが

できる他の金融業を行う者の業務代

理等の内容については、保険会社の

固有業務（保険の引受及び資産の運

用）との関連性又は親近性があるもの

を認めているものであり、保険会社の

固有業務との関連性等が薄い業務の

代理等を認めることは困難。

z0300032 金融庁

保険会社本体による他の金融機関の

バックオフィス業務の代理又は事務代

行

5018 50180009 11 生命保険協会 9

保険会社本体による他の金融機関の

バックオフィス業務の代理又は事務代

行

・ 次の業務について、付随業務としての

認可の要否を法令上明確化する。

(1) 他の金融機関の資産運用受託関連

（記録・会計処理業務、資産の保管・異

動、ｼｽﾃﾑ開発及び運用管理、各種報告

書の作成、調査企画、全社的な資金管理

業務）

(2) 他の金融機関のバック・オフィス業務

受託関連（他の金融機関の情報処理業

務の受託）

・ その際、保険会社に求められるセキュ

リティ規範、情報隔離方法、ファイア・

ウォール規制等を法令上又は監督・検査

行政上具体的に明示する。

・ グループ内で経営資源及びエクセス・

キャパシティーを共有し、経営効率化を図

ることについて、保険業法上の取扱いが

明確化されていないため、保険会社経営

の法的安定性・予測可能性を害してい

る。

・ 市場競争の激化・高度化に伴い、経営

効率の向上を目的としたバック・オフィス

業務（巨額の初期投資を要するコンピュー

タ・システムの利用等）の共同化は、グ

ループを超えた他の保険会社・金融機関

との共同化を視野に入れるべき状況とな

りつつある。

・ 金融機関経営のコングロマリット化の

動向は、保険業以外の業務を営むグルー

プ企業の情報処理等のバック・オフィス業

務を保険会社本体等において一元的に

行う方向となることが予測される。
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要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第98条、

同施行規則第51条

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。

ｃ -

保険会社については、業務の健全性

の維持の観点から他業が禁止されて

いるものであり、保険会社の付随業務

として投信販社契約締結の代理等を

加えることについては、保険会社の業

務との関連性・親近性等にかんがみ、

対応することは困難である。

z0300033 金融庁
 保険会社本体による投信販社契約締

結の代理もしくは媒介の解禁
5018 50180010 11 生命保険協会 10

 保険会社本体による投信販社契約締

結の代理もしくは媒介の解禁

・ 保険会社の付随業務として、系列投信

会社等における投信販社契約（証券投資

信託委託業者が証券会社または登録金

融機関との間で締結する「証券投資信託

受益証券の募集・販売の取扱い等に関

する契約」）締結の代理もしくは媒介を行

うことを認める。

・ 保険会社がその顧客である証券会社

や登録金融機関に対し系列投信会社等

の投信商品を提示できることとなれば、顧

客利便性の向上、保険会社のエクセス

キャパシティ活用の観点から極めて有効

である。

・ 生命保険各社においては、グループ内

の投信会社を活用した資産運用の高度

化・効率化が図られているが、本体での

投信販社契約締結の代理もしくは媒介が

実現することにより、一層の顧客基盤の

拡充と当該投信会社の経営効率化が促

進される。

 保険業法第98条、

同施行規則第51条

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。

ｃ -

保険会社本体による投資顧問契約等

の締結の勧誘については、保険会社

が顧客に対して具体的な投資の内容

の助言を行った場合、投資顧問業そ

のものとなり、「有価証券に係る投資

顧問業の規制等に関する法律」違反

となるおそれがあること等や、保険会

社に他業が禁止されている趣旨等に

かんがみ、対応することは困難であ

る。

z0300034 金融庁
保険会社本体による投資顧問契約等

の締結の勧誘
5018 50180011 11 生命保険協会 11

保険会社本体による投資顧問契約等

の締結の勧誘

・ 保険会社本体で、系列投資顧問会社

等に係る投資顧問契約等の顧客の勧誘

を行うことを認める。

・ 現在、保険会社は、投資顧問契約等に

ついて顧客の紹介を行うことは可能であ

るが、顧客のニーズに対してより能動的

に対応する観点から、顧客の勧誘を行え

ることとすることが有効である。

・ 企業年金市場における保険会社の顧

客を中心として、投資顧問会社の商品に

対する潜在的ニーズがあり、保険会社が

顧客に対して投資顧問契約等の勧誘を

行えることとなれば、顧客利便性の向上、

保険会社のエクセスキャパシティ活用の

観点から極めて有効である。
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該当法令等 制度の現状
措置の
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措置の
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事務ガイドライン１

－８－１

保険会社の子会社等には業務範囲規

制が課されており､事務ガイドラインで

保険業法上の子会社､子法人等､関連

法人等とされている。

C －

保険会社の子会社等に係る業務範囲

の見直しについては、保険会社の健

全性を確保するためにもグループ全

体としてのリスク管理という観点が当

然必要となる。このため、財務のディ

スクロージャーによる市場規律の働く

範囲と監督当局の規制対象と整合的

にし、財務諸表において連結対象と

なる子法人等及び関連法人等に他業

禁止の観点から業務範囲規制を課す

ことが必要であるとの考え方に基づ

き、事務ガイドラインに規定されたもの

である。よって、関連法人等のみを業

務範囲規制の適用対象外とすること

につき､合理的な理由が認められない

ことから､措置は困難である。

z0300035 金融庁
関連法人等に対する業務範囲規制の

見直し
5018 50180012 11 生命保険協会 12

関連法人等に対する業務範囲規制の

見直し

・ 関連法人等を業務範囲規制の対象範

囲から除外する。

・ 関連法人等については、その意思決

定機関を支配しているわけではなく、業

務範囲規制の対象とすることは、当該会

社の経営上および他の株主並びに取引

先等に対し、著しく不利益を与える場合が

ある。

保険業法第97条、

第118条等

保険料受入れ、及び解約時の引渡し

について、株、債券等の現物資産に

よって行うことは認められていない

ｂ Ⅰ

保険料の収受や給付金の支払いを現

物資産で行うことが保険契約者間の

公平の観点から適当か、また、特別勘

定はあくまで責任準備金の資産運用

のための特約でありその部分のみ現

物資産による直接の受払いを認めるこ

とが適当なのか等の課題があり、そ

の是非を含め引き続き検討を行ってい

る。

なお、厚生年金基金の代行返上に際

して、保険会社に特例的に現物資産

での受払いを認めることとしており、

平成15年6月に関係規則の整備を

行ったところ（平成15年内閣府令第

62号。平成15年9月1日施行）。

z0300036 金融庁
 特別勘定に関する現物資産による保

険料受入、移受管
5018 50180015 11 生命保険協会 15

 特別勘定に関する現物資産による保

険料受入、移受管

・ 株、債券等の現物資産による保険料受

入、移受管を可能とすべく法令上措置す

る。

・ 新会計基準の適用に伴い、企業サイド

では、保有している株式を当該企業の年

金制度に現物で拠出することにより、退

職給付に係る積立不足額を解消したいと

いうニーズが高まっており、企業の保有

株式の年金制度への現物拠出は、企業

間の持合株式を市場に悪影響を与えず

に解消できる手段として有効視されてい

る。

・ 現金化のコストは顧客にとって不利益

となり、単独運用契約の場合、現物をそ

のまま移管できれば資産価値を減じること

なく移管が可能となる。

・ 現金化に伴い、大量の株式の売却が

行われた場合、株式相場等の下振れ要

因になる。

・ 信託については、厚生年金保険法の

改正により以上の取扱いが可能である

が、生保が法的な解釈を理由に取扱えな

いと利用者利便が著しく阻害される。
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措置の
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措置の
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措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第187条

第1項第2号、第

189条、第209条第

2号、保険契約者の

保護のための特別

の措置等に関する

命令第2条の2第1

項第3号

外国保険会社等の免許申請書には、

「日本における代表者の氏名及び住

所」を記載することとなっており、内閣

総理大臣は免許をしたときは、その旨

及び免許申請書の事項を、遅滞なく、

官報で告示することとなっている。

ｃ -

保険業法第189条の告示について

は、内閣総理大臣が外国保険業者に

免許を与えたときには、その旨及び免

許申請書記載事項について周知する

必要があることから設けられているも

のであり、登記を確認すれば知り得る

ということをもって、告知が不要である

ということはできないため、対応する

ことは困難である。保険契約者保護機

構への加入手続で申請書に外国保険

業者について「日本における代表者」

の氏名及び住所の記載を求めている

のは、外国保険業者の中には会社形

態を採らない業者もあり得るためであ

り、対応することは困難である。

z0300037 金融庁

外国保険会社等の免許申請時等にお

ける「日本における代表者」の住所の

記載・告示等の廃止

5018 50180016 11 生命保険協会 16

外国保険会社等の免許申請時等にお

ける「日本における代表者」の住所の

記載・告示等の廃止

・ 商法第479条（外国会社の代表者・登

記および公告）に基づき登記をしている

外国保険会社等については、内国保険

会社と同様に、（1）免許申請時に会社登

記簿の謄本を添付することによって、日本

における代表者の住所については免許

申請書の記載事項から除き、告示も不要

とすること、（2）保険契約者保護機構に

加入する際の申請書の記載事項から日

本における代表者の住所を除くことを要

望する。

・ 保険業法第189条に告示の規定が設けられた趣

旨は、外国保険業者の中には会社形態を採らない

事業者等もあり得ることから、このような事業者の場

合は会社登記による公示はないので、官報による告

示をもって保険契約者等に対して周知する必要があ

るためとされている（保険研究会編「コンメンタール保

険業法」294頁）。

・ 従って、商法第479条によって内国保険会社と同

様に会社登記している外国保険会社等について

は、日本における代表者の住所を登記しているので

（商法第479条第3項）、日本における代表者の住所

を届け出させ、告示すべき合理的理由はない。

・ なお、外国保険会社の日本における代表者の権

利義務の承継は、新たな代表者の氏名および住所

について、支配人登記（商法第40条）もしくは外国会

社の日本における代表者の登記（商法第479条第3

項）または告示（保険業法第189条）のいずれかが

なされたときとしており、登記か告示のどちらかで足

りるとされている（保険業法第192条）。これは、代表

者の氏名および住所について登記があれば告示は

必要ないことを裏付けるものである。

・ 外国保険会社等が保険契約者保護機構に加入す

る時の申請書に日本における代表者の住所の記載

を求められているのも上記と同様の趣旨と思われる

ため、これについても商法第479条によって会社登

記している外国保険会社等については、日本にお

ける代表者の住所を記載させるべき合理的理由はな

い。

資産の流動化に関

する法律第150条

の2

特定目的会社の取締役又は使用人

が、当該特定目的会社の発行する資

産対応証券の募集等を行うことは禁

止されている。

c Ⅰ

　特定目的会社は資産の流動化の促

進のために、資本金制限や取締役会

設置義務等の規制を緩和した特別の

導管体であり、担保となる資産が取得

されないままに証券が発行される詐欺

的行為を防止する観点から、第三者に

よる証券募集を義務付けている。この

ため、特定目的会社の取締役等によ

る募集等の禁止については、投資家

保護の観点から維持すべき。

z0300038 金融庁 資産対応証券の募集取扱要件の緩和 5024 50240001 11 社団法人不動産証券化協会 1 資産対応証券の募集取扱要件の緩和

資産対応証券の発行時において、特定

資産の譲渡人（オリジネイター）が自ら資

産対応証券の募集等を行わない場合に

は、特定目的会社の取締役又は使用人

が資産対応証券の募集等ができるように

してほしい。

資産対応証券は証券取引法上の有価証

券であり、原則、証券業者による募集・販

売等が義務付けられている。例外的に特

定資産の譲渡人が届出後に募集等を行

う場合のみ、証券取引法の適用除外と

なっている。

しかし、特定資産の譲渡人が必ずしも特

定目的会社の設立発起人ではないた

め、特定資産の譲渡人が資産対応証券

の募集をする制度を利用できないことが

ある。特定目的会社の取締役又は使用人

が、資産対応証券の発行時において資

産対応証券の募集等ができれば、事業の

促進とコストの削減につながり、より一層

投資家利益に資することとなる。

36/94



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

資産の流動化に関

する法律第150条

の2

特定目的会社の取締役又は使用人

が、当該特定目的会社の発行する資

産対応証券の募集等を行うことは禁

止されている。

c Ⅰ

　特定目的会社は資産の流動化の促

進のために、資本金制限や取締役会

設置義務等の規制を緩和した特別の

導管体であり、担保となる資産が取得

されないままに証券が発行される詐欺

的行為を防止する観点から、第三者に

よる証券募集を義務付けている。この

ため、特定目的会社の取締役等によ

る募集等の禁止については、投資家

保護の観点から維持すべき。

z0300038 金融庁 資産対応証券の募集取扱要件の緩和 5078 50780033 11 (社)日本経済団体連合会 33 資産対応証券の募集取扱要件の緩和

　資産対応証券の発行時に、特定資産の

譲渡人が資産対応証券の募集等の取扱

いを行わない場合、特定目的会社の取締

役又は使用人が、資産対応証券の募集

等を行えるようにすべきである。

　流動化事業の効率化及びコスト削減に

資する。

　特定目的会社の資産対

応証券は、証券取引法上

の有価証券とされてお

り、資産対応証券の募集

等の取扱いは、証券業者

又は特定資産の譲渡人

が行うことができる。しか

し、特定資産の譲渡人

が、証券化事業組成者で

はない場合が多く、実際

の取引上、資産対応証券

の募集を行うことが少な

い。

信託法58条、

資産の流動化に関

する法律第31条の

2

信託法第58条は、受益者が信託利益

の全部を享受する場合で、かつ、やむ

をえない事情があるときは、受益者又

は利害関係人の請求により、裁判所

は信託を解除できると規定している。

b Ⅰ

　法務省において、平成17年度中に

信託法の改正について関係法案を国

会に提出することを目途として作業を

行っていく予定であると承知してお

り、特定持分信託に関して信託法58

条の特例を設けるか否かについて

は、当該改正作業の動向を踏まえつ

つ検討する。

z0300039 金融庁
特定持分信託の信託法第58条から適

用除外を明確化
5024 50240002 11 社団法人不動産証券化協会 2

特定持分信託の信託法第58条から適

用除外を明確化

資産流動化法の特定持分信託に関わる

法文において、信託法第58条の適用が

除外されることを法文上明らかにするか、

あるいは、当局の解釈を一般に対して明

確化することを要望する。

特定持分信託は、その制度主旨上、当然

の要請として、信託契約は解除できない

ものとすることが求められ、法文上も「委

託者または受益者が、信託期間中に解除

を行わないこと」という条件を付すことが

求められている。ただし、信託契約書にこ

のような条項を入れたとしても、信託法第

58条の適用があるのかどうかは明らかで

なく、制度主旨が充分に活かされていな

い。そのため実務上は、信託法第58条の

適用を避けるために、受益者を複数にす

るという、制度主旨からすれば、およそ本

質的でない手当てを求められることも多

く、徒にスキームを煩雑化させている。
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担保付社債信託法

第2条

担保付社債信託法において、社債に

物上担保を付する場合はその社債を

発行する会社と信託会社との信託契

約に従い社債を発行する旨の規定が

ある。

c Ⅰ

担保付社債信託法は、広く社債に物

的担保を付することとする場合につい

ての規制を定めたものであり、同法に

は、特定の会社形態の場合について

規制を適用除外するといった仕組みと

はされておらず、本要望の実現には、

社債に物的担保を付する場合の規制

のあり方の問題として、担保付社債信

託法自体についての根本的な見直し

が必要。

z0300040 金融庁
特定社債に関する担保付社債信託法

の一部適用除外
5024 50240003 11 社団法人不動産証券化協会 3

特定社債に関する担保付社債信託法

の一部適用除外

特定社債について、担保付社債信託法

の一部適用除外とすることができるよう要

望する。

特定目的借入に担保をつけると、特定社

債にも担保をつけざるを得なくなる場合が

多い。この場合、担保付社債信託法が適

用となる。その際、以下の規程が適用さ

れ社債権者の保護が行われる結果、柔軟

な担保処分の仕組みを求める社債権者

の利益にかえって反することとなってい

る。特定社債について、社債権者の利益

を守り、資産流動化法の活用を推進する

ため、資産流動化計画に規定すること等

一定の要件を満たす場合に、以下の規程

を適用除外とすることができるように要望

する。①「平等な担保利益の享受」（担信

法第71条）②「転質・流質契約の禁止」

（担信法第73条）③「担保の変更」（担信

法第75条）「担保権の順位の譲渡または

放棄」（担信法第75条の２）④「担保権の

実行」（担信法第82条）

投資信託及び投資

法人に関する法律

第67条第1項第16

号、第139条の2

投資信託及び投資

法人に関する法律

施行規則第103条

第7号

投資法人の資金調達手段は、投資証

券及び投資法人債の発行、銀行等か

らの借入れがある。

c -

現状において投資法人の資金調達手

段として、借入金及び投資法人債の

発行が認められており、借入制限もな

く、規約に限度額さえ記載すれば機動

的かつ柔軟に投資法人債の発行を行

うことができる。

現状を踏まえれば、さらに借入手段を

広げる緊急性は低いものと考えられ

る。

z0300041 金融庁 投資法人の資金調達手段の多様化 5024 50240004 11 社団法人不動産証券化協会 4 投資法人の資金調達手段の多様化

投資法人が発行できる債券として、投資

法人債に加え、ＣＰの発行を可能とするこ

とを要望する。

投資法人の資金ニーズに柔軟に対応す

ることができるように、資金調達手段とし

てＣＰを加える。短期資金の調達にあた

り、ＣＰであれば現状の借入に比べ調達

コストが低いことから利益が向上し、ひい

ては投資家の利益につながるため。
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投資信託及び投資

法人に関する法律

第67条第1項第16

号、第139条の2

投資信託及び投資

法人に関する法律

施行規則第103条

第7号

投資法人の資金調達手段は、投資証

券及び投資法人債の発行、銀行等か

らの借入れがある。

c -

現状において投資法人の資金調達手

段として、借入金及び投資法人債の

発行が認められており、借入制限もな

く、規約に限度額さえ記載すれば機動

的かつ柔軟に投資法人債の発行を行

うことができる。

現状を踏まえれば、さらに借入手段を

広げる緊急性は低いものと考えられ

る。

z0300041 金融庁 投資法人の資金調達手段の多様化 5078 50780034 11 (社)日本経済団体連合会 34 投資法人の資金調達手段の多様化
　投資法人が、ＣＰを発行することを可能

とすべきである。

　資金調達手段としてＣＰの発行が可能

となれば、例えば、新規ビルの取得、大型

の物件修繕費など、投資法人の超短期の

資金需要に柔軟に対応することができ

る。

　投資法人の資金調達手

段は、借入及び投資法人

債に限られており、ＣＰを

発行することができな

い。このため、機動的な

資金調達が困難となって

いる。

投資信託及び投資

法人に関する法律

第140条

投資法人の規約を変更するには、投

資主総会の決議を必要とする。
c -

規約は投資法人の根本規則であり投

資法人の基本的事項が定められたも

のであることから、規約を変更する場

合において、投資法人の最高意思決

定機関たる投資主総会の決議を必要

とすることは当然と考えられる。

z0300042 金融庁 投資法人の規約変更手続の緩和 5024 50240005 11 社団法人不動産証券化協会 5 投資法人の規約変更手続の緩和

租税特別措置法などにおいて、投資法人

の規約への記載が求められる改正があり

規約変更が必要となった場合には、投資

主総会ではなく官報へその旨を掲載する

ことなどで済むよう要望する。

投資法人の規約変更は投資主総会の承

認を要し、租特法などの改正が行われた

場合に機動的な規約変更が出来ないた

め。
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措置の
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（特記事項）

証券取引法第27条

の23第1項

上場株券等の保有者でその保有割合

が１００分の５を超えるものは、大量保

有報告書を５日以内に内閣総理大臣

に提出しなければならない。

ｂ Ⅰ

大量保有報告制度は、株価に影響を

及ぼしやすい株券等の大量保有の情

報を公開することにより、市場の公正

性、透明性を確保し、投資者保護を図

ることを趣旨・目的とするものである。

株券等と同様に投資証券の大量保有

の情報を公開することが、この制度の

趣旨・目的に合致し、投資者保護に資

することになるか慎重な検討が必要

である。また、この制度を導入すること

により、新たに投資証券の大量保有

者に報告義務を課すことになり、投資

に係るコストを増大させるものであるこ

とから、慎重な検討が必要である。

z0300043 金融庁 大量保有報告制度の導入 5024 50240006 11 社団法人不動産証券化協会 6 大量保有報告制度の導入

一般の株式等と同様に、証券取引法に規

定する大量保有報告制度（５％ルール）を

投資法人の投資証券にも適用されるよう

要望する。

証券取引法で大量保有の５％保有者は

大量保有報告書を提出しなければならな

い（証券取引法第27条の23）、と規定さ

れており、その会社は比較的早く大量保

有者の保有割合等を把握することができ

る。しかし、対象となる有価証券の範囲に

投資法人の投資証券が含まれていない

ために、現状では投資法人の投資証券

の大量保有者は期末まで判明しない。今

後、投資証券が公開買付制度の対象に

追加される予定であり、投資法人及び投

資主が早期に大量保有者を把握しておく

ことにより投資口の市場価格や市場にお

ける需給関係への影響を事前に予想でき

るため。

保険業法第98条第

1項、第100条、第

106条、同施行規則

第51条、第56条第

2項、第56条の2第

2項、第3項

保険会社は、付随業務として他の金

融業を行う者の業務代理等を行うこと

ができることとされており、その具体

的内容は保険業法施行規則第51条

に規定されている。また、保険業に係

る業務の代理又は事務の代行を営む

保険会社の子会社等が「証券仲介

業」を兼営することについては認めら

れていない。

ｃ -

ご要望中の「証券仲介業者への事務

支援」が具体的にどのようなものであ

るか詳細が明らかではないが、保険

会社の子会社及び保険会社が当該事

務支援を行うこと、業務の代理又は事

務の代行を営む保険会社の子会社等

が「証券仲介業」を兼営することにつ

いては、保険会社の他業禁止の趣旨

等の観点にかんがみ、対応することは

困難である。

z0300044 金融庁
保険会社による証券仲介業者への事

務支援等
5034 50340001 11 （社）日本損害保険協会 1

保険会社による証券仲介業者への事

務支援等

①保険会社の子会社「証券仲介専門会

社」による証券仲介業者支援業務を認め

ていただきたい（金融関連業務に、保険

会社と代理店委託関係のある証券仲介

業者の事務支援業務も追加していただき

たい）

②保険会社本体による証券仲介業者の

事務支援業務を認めていただきたい（証

券仲介業者及び証券会社からの業務･事

務の代理･代行を認めていただきたい）

③今般の証券取引法の改正により保険

会社にも解禁されることとなった証券仲

介業について、当該改正法施行までに

「保険業に係る業務の代理又は事務の代

行」を営む保険会社の子会社等の兼営可

能業務として認めていただきたい。

【実施内容】

・保険会社子会社あるいは本体による証

券仲介業を営む損保代理店の事務サ

ポート

・「業務の代理又は事務の代行」子会社

等による証券仲介業の兼営

【効果】

・証券仲介業者の普及促進

・会社経営の効率化

・０４年４月から証券仲介業者制度が創設され、一

般事業会社は本体で、金融機関は子会社形態で、

証券仲介業を営むことが可能となった。損保会社は

子会社を設営して自ら証券仲介業を営むことができ

るが、本業で一般事業会社である代理店を通じた保

険商品販売を行っているため、損保代理店が証券

仲介業者を営む場合の相談･支援を行うことが期待

される。しかしながら、損保会社の子会社は兼営で

きる業務範囲が限られており、兼営可能な金融関連

業務の範囲に証券仲介業者の事務支援業務が含

まれていない。

・子会社形態ではなく本体で証券仲介業者への相

談･支援を行うことも考えられる。０４年１２月から損

保会社は登録金融機関として証券仲介業を営むこと

が可能となるため、損保会社本体で損保代理店へ

の相談･支援を行う方が効率的とも考えられる。しか

しながら、損保会社は他業禁止の規定により当該業

務は実施できない。

・159回国会において「証券取引法等の一部を改正

する法律」が成立し、本年12月より保険会社本体で

の証券仲介業が解禁されることとなったが、既に保

険会社が有する「業務の代理又は事務の代行」子会

社等が当該業務を兼営することによって子会社等を

小規模な単位に分けることなく顧客利便の向上及び

保険会社経営の効率化を図ることが出来る。
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保険業法第98条第

2項、同法施行規則

第51条の2

保険会社が他の保険会社その他金融

業を行う者の業務の代理又は事務の

代行を行おうとするときは、認可を受

けなければならない。

ｃ -

保険会社が、付随業務として、他の保

険会社その他金融業を行う者の業務

代理等を行おうとするときの認可にお

いては、当該認可の申請をした保険

会社が、業務代理等に関する十分な

知識及び経験を有する役員又は使用

人の確保の状況、当該業務代理等の

運営に係る体制等に照らし、当該業務

代理等を的確、公正かつ効率的に遂

行することができると認められるかどう

か等について審査しているものであ

る。一定の条件を満たすグループ会社

間において、ある会社が上記要件を

満たしていると認められたからといっ

て、グループ内の別の会社が、同様に

上記要件を満たしていると認めること

はできず、あくまでも個別に判断する

ことが不可欠であるため、ご要望に対

応することは困難である。

z0300045 金融庁

一定の条件を満たすグループ会社間

での「保険会社の業務の代理、事務

の代行」を追加する場合の届出制へ

の移行

5034 50340002 11 （社）日本損害保険協会 2

一定の条件を満たすグループ会社間

での「保険会社の業務の代理、事務

の代行」を追加する場合の届出制へ

の移行

（要望）

・一定の条件を満たすグループ会社（親

子会社、持株会社の傘下の保険会社を含

む。以下「グループ会社」という。）間であ

れば、一定の範囲（グループ（持株会社を

含む）内の会社間において既に認められ

ている業務・事務の範囲）を定めた上で、

業務の代理・事務の代行を、認可制から

届出制とする。

・保険会社の経営資源の有効活用および

顧客利便性の向上に向けて、積極的か

つタイムリーな代理・代行の活用がはか

れる。また認可申請する保険会社の事務

ロードの軽減がはかれる。

（理由）

・グループ会社間においては、資本政策および各

社間のリスク管理等を持株会社において一元管理

しているケースが多い。また、生保・損保の兼営が

禁止されている現状において、経営資源の有効活

用・顧客に対するトータルの保障の提供等を行うた

めには、代理・代行を活用することが有効な手段で

あるが、認可折衝から認可申請・認可取得まで時間

を要することが多い。（認可申請から認可取得まで、

当局の審査期間は、保険業法施行規則２４６条によ

り６０日と定められている。）

・代理・代行を認可制から届出制に移行することによ

り、保険会社において、積極的な制度活用がはか

れるとともに、実施の体制が整い次第、ビジネス

チャンスを逸することなく即応することができる。

・グループ（持株会社を含む）内の会社間において

既に認められている業務・事務の範囲で、新たにグ

ループに加わった会社または新規に立ち上げた会

社も含めたグループ内の会社間での代理・代行を

行う場合に限り、認可制から届出制にすることにす

れば、当局の適切なチェックも維持することが可能

である。

（現状）

現在、保険会社が他の保険会社（外国保険業者を

含む）その他金融業を行う者の業務の代理又は事

務の代行（内閣府令で定めるものに限る。）を行う場

合は、その内容を定めて、内閣総理大臣の認可を

受けなければならない。（保険業法９８条第１項第

１号および同第２項）

証券取引法第65条

②

登録金融機関（保険会社も含まれる）

は認可を受けて、投資信託受益証券

及び投資証券等について売買、取引

の委託の媒介等を行うことができる

ｅ 0

「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第97号）により、

登録金融機関である保険会社は、投

資信託受益証券等については証券仲

介業の業務範囲と同様の業務をする

ことが可能。保険業法によっても、証

券仲介業について特段の業務範囲の

制限はされていない。施行日は本年

12月１日。

z0300046 金融庁
金融機関による「証券仲介業」での取

扱い商品の拡大
5034 50340003 11 （社）日本損害保険協会 3

金融機関による「証券仲介業」での取

扱い商品の拡大

金融機関における「証券仲介業」での取

扱い有価証券に外国国債、社債、株券に

加え、投資信託を追加していただきた

い。

【実施内容】

　・保険会社本体が投資信託を含めた

　　有価証券の証券仲介業務を行う

【効果】

　・顧客の利便性向上

　・事業の効率化

保険会社は投資信託の販売会社として

契約締結権を有するが、一方で、証券仲

介業としては投資信託の取扱は認められ

ていない。特定証券業務（証取法６５②

二）を行っていない保険会社が証券仲介

業として投資信託の仲介業務を行えない

理由はないものと考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第127条１

項、同法第271条の

32第１項、同法施行

規則第210条の14

保険会社が他に特段の定めがある事

項以外の事項に係る定款の変更をし

たときは届出が必要。保険主要株主

が定款を変更した場合には届出が必

要。

ｃ -

保険会社に係る届出は、当該保険会

社の業務の健全かつ適切な運営を確

保し、保険契約者等の保護を図るた

め、保険会社を監督する上で把握して

おくことが必要と考えられる事項につ

いて届出事項としたものであり、一

方、保険主要株主に係る届出は、保険

会社の株主として当該者が適切であ

るかの判断のための届出事項であ

り、それぞれ異なる立場にある者に対

して、異なる観点から必要とされてい

る届出であるから、たまたま主要株主

が保険会社であるからといって、その

取扱いを変えることは適当でないた

め、対応することは困難である。

z0300047 金融庁
保険業法上の主要株主規制の整理・

緩和
5034 50340004 11 （社）日本損害保険協会 4 主要株主規制の整理・緩和

保険会社等の業法の規制を受ける会社

が、他の保険会社等の主要株主である場

合、自らの定款等の変更を行ったときに

は、自ら、業法の規定に基づき必要な届

出を行うほか、別途、他の保険会社等の

主要株主としても届け出が求められてい

る。同一の所管官庁に対して、同一の法

律のもと、同一内容に関して複数の届出

を、違反の場合には行政罰を課してまで

求めることは過剰であり、既に主要株主

規制以外で届出を行っている場合には、

主要株主規制のもとでの届出を免除して

ほしい。

事業者及び行政双方の手続に係る管理

コストの削減が図れる。

　２００２年４月の銀行法等の改正により主

要株主規制が順次導入されたが、既存の

規制との関係が未整理のまま、届出対象

が拡大されてきているため。

証券取引法第28条

の４第2項、同法第

33条の２

証券会社の株主で、主要株主（原則

100分の20以上の議決権を保有して

いる株主）となった者は、対象議決権

保有届出書を遅滞なく内閣総理大臣

に提出しなければならない

ｂ 　
今後、主要株主規制の趣旨を踏まえ

ながら検討。
z0300048 金融庁

証券取引法上の主要株主規制の整

理・緩和
5034 50340004 21 （社）日本損害保険協会 4 主要株主規制の整理・緩和

主要株主規制は、銀行法、保険業法、証

券取引法に見られるが、うち、証券取引法

は、主要株主と特別の関係のある者につ

いても「みなし主要株主」とし、規制の対

象は他の２法と比べても幅広く、似て非な

るものとなっている。例えば、銀行や保険

会社がグループ内の傘下に証券会社が

あると、グループ内の各社も証券取引法

上の「みなし主要株主」として規制の対

象となってしまう（投信法、投資顧問業法

も、証取法と同様)。主要株主規制の趣旨

は、主要株主の適格性にあるので、銀

行、保険会社等、既に業法上監督当局の

規制を受ける業種については、証券取引

法上の主要株主規制の対象外とするか、

規制の対象を親会社である銀行、保険会

社本体のみとしてほしい。

事業者及び行政双方の手続に係る管理

コストの削減が図れる。

　２００２年４月の銀行法等の改正により主

要株主規制が順次導入されたが、既存の

規制との関係が未整理のまま、届出対象

が拡大されてきているため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第２７７条

第２項第２号

損害保険代理店の登録を受けようと

する者が法人である場合には、登録

申請時にその役員の氏名及び住所を

記載した書面を添付する必要がある。

ｃ -

個人の氏名・住所については、当該

個人を特定するための情報として基

本的かつ重要なものであり、現在、公

的な申請を行うときに、通常記載を要

求されているものであると考えられ

る。

損害保険代理店の登録申請時の提出

事項のうち、役員の氏名・住所につい

ては、登録申請時一度きりの提出でよ

く、以後変更が生じた場合にも届出の

義務はないこととされており、煩瑣で

あるとはいえない。したがって、上記

の公的な申請における個人特定の手

段としての重要性にもかんがみれば、

対応することは困難である。

z0300049 金融庁
損保代理店登録時に必要な「役員氏

名・住所一覧」からの住所の削除
5034 50340005 11 （社）日本損害保険協会 5

損保代理店登録時に必要な「役員氏

名・住所一覧」からの住所の削除

損保代理店登録時に必要な「役員氏名・

住所一覧」について、住所を不要とし、代

わって生年月日を必要とするように改定

いただきたい。

登録事務の均質化により、ロードの軽減

や不備の減少が期待できる。

損保代理店登録時に、法人代理店の役

員氏名、住所を取り付けているが、店主

以外の代表者については、氏名と生年月

日を提出しており、住所は提出していな

い。また、役員・使用人届においても、住

所に代わり、生年月日を届出している。不

整合である。

保険業法第276条、

第277条、第278条

保険募集等を行う保険代理店につい

ては、登録制度を実施しているが、個

人代理店の店主死亡時や法人代理店

の組織変更時等事実上代理店業務に

支障がない場合であっても新たに代

理店登録をしなければならない場合

があり、その過程において業務の空

白期間が生じることがある。

ａ ―

保険契約者の利便の向上の観点から

個人代理店の店主死亡時や法人代理

店の組織変更時等、一定の場合にお

いて代理店業務の空白期間が極力短

くなるよう登録制度の運用の見直しを

実現しているが、電子化実施後も同様

の運用で対応する。

z0300050 金融庁

損保代理店登録・届出手続電子化実

施後の個人代理店死亡および法人代

理店組織変更における代理店登録特

例の設定

5034 50340006 11 （社）日本損害保険協会 6

損保代理店登録・届出手続電子化実

施後の個人代理店死亡および法人代

理店組織変更における代理店登録特

例の設定

損保代理店登録・届出手続の電子化実

施後においても、個人代理店死亡および

法人代理店組織変更における登録空白

期間解消・短縮のための特例取扱いを設

定いただきたい。

個人代理店死亡および法人代理店組織

変更の場合には、通常の登録申請手続・

スケジュールとは別の特例を実施する。

具体的には、事由発生時の財務局への

連絡・確認を前提として、随時申請受理・

早期登録実施を行う。

昨年の規制改革要望によって、個人代理

店死亡および法人代理店組織変更にお

いて、代理店業務の空白期間が極力短く

なるよう登録制度の運用の見直し（具体

的には財務局が個別相談に応ずる取扱

い）が実現した。しかしながら、登録手続

の電子化後、登録事務が所定のスケ

ジュールに従って機械的に処理される場

合、財務局への個別相談等の機会が失

われる可能性がある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第302条、

同法施行規則第

236条、ガイドライン

3-2、ガイドライン

4-1-12

損害保険代理店は、その役員又は使

用人に保険募集を行わせようとすると

きはその者の氏名及び生年月日を届

け出なければならない。

ｃ -

損害保険代理店の役員又は使用人で

保険募集を行う者については、損害

保険代理店本人の登録拒否要件の

チェック上把握が必要であること、ま

た、日常の監督の上でも把握しておく

必要があるため、事前の届出の対象

としているところである。したがって、

ご要望の「台帳管理方式」や「事後届

出」では、登録拒否要件のチェックを

行うことができず、保険契約者保護の

観点から問題があると考えられるた

め、対応することは困難である。

z0300051 金融庁
損保代理店の募集従事者届出の簡素

化
5034 50340007 11 （社）日本損害保険協会 7

損保代理店の募集従事者届出の簡素

化

損保代理店の募集従事者の届出におい

て、以下のような事項をご検討いただき

たい。

①都度届出方式を改め、代理店における

台帳管理方式とする。

②または、一定の要件を満たす代理店の

場合（すでに複数の使用人を有する、店

主・代表者が専任監督等に関する誓約

書・念書等を差し入れるなど）、一定期間

内の事後届出を認めていただきたい。た

とえば、「募集に従事する使用人となった

ときの翌月末」に包括して届け出、のよう

な形が考えられる。

③上記、いずれも対応不可能の場合、代

理店代表者が退任し、引き続き使用人と

して募集に従事する場合に限り、事後的

な使用人の届出を可としていただきた

い。

損害保険募集従事者届出手続の簡素化

および迅速な募集開始の実現。

（理由）

手続簡素化および迅速な募集開始を実

現する。また、代理店の主体的管理による

法令遵守の徹底を図る。

②については、資格・経験のある者を新

たに募集に従事する使用人とする場合で

あっても、採用・転入後、待機期間が生じ

てしまう。新規に教育を受ける者の場合

も、募集に従事するための講習、資格試

験等を修了してから届出を行うため、手

続き期間中が待機期間となる。使用人に

関する専任監督は使用者である代理店

主または法人が負担しており、当該店

主・法人を保険会社は指導監督している

ことから、一律に使用人の事前届出を求

めなければならない決定的な必要性は

ない。

③については、退任する代表者は、従

前、募集従事者として審査・登録されて

いることから、使用人となる場合に事前の

届出・再審査は不要と考える。

（現状）

損保代理店が保険募集を行うにあたって

は、登録のほか募集従事者の届出を行う

こととなっている。（保険業法302条）

保険業法第277条、

事務ガイドライン３

－２

事務ガイドラインに規定されている募

集人登録申請書記載要領において、

「他に業務を行っている場合について

は、その主要な業務の記載をもって足

りる。だだし、生命保険募集人の登録

を受けている場合にはその旨を記載

する。」とされている。

ｂ Ⅳ

代理店登録・届出手続き電子化が実

施されれば、当局として生命保険募集

人を行っていることを確認できることと

なるため、電子化を待って、生命保険

募集人の登録の記載の削除を検討す

ることとする。

z0300052 金融庁
損保代理店が登録を行うべき「その他

業務」の簡素化
5034 50340008 11 （社）日本損害保険協会 8

損保代理店が登録を行うべき「その他

業務」の簡素化

損保代理店が損害保険代理業以外の業

務を行う場合には、その業務の種類を登

録申請書に記載して内閣総理大臣に提

出することとなっているが、その業務につ

いては「主たる業務」の記載をもって足り

るものとしていただきたい

業務変更の都度提出する「登録事項変更

届」事務の効率化

損保代理店は保険商品を広く国民に普及

させるため、個人･法人を含め、一般事業

者がその役割をになっており、該当する

「他の業務」は幾種類にも及ぶ。これを登

録･変更の都度、届出を行うことは事務手

続き上煩瑣であり、現行の行政上の事務

ガイドラインにおいても「その主要な業務

の記載をもって足りる」ものとして運用さ

れている。しかしながら損保代理店の場

合、「生命保険募集人の登録を受けてい

る場合はその旨も記載する」ものとされて

おり、生命保険募集人に比して過剰な規

制が図られており、生命保険募集業を開

始･廃止した場合には必ず届出が必要と

なっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第98条第

2項、同法施行規則

第51条の2

保険会社が、従属業務として、他の保

険会社その他金融業を行う者の業務

の代理又は事務の代行（内閣府令で

定めるもの）を行おうとするときは、そ

の内容を定めて、金融庁長官の認可

を受けなければならないこととされて

いる。

ｃ -

保険会社が、付随業務として、他の保

険会社その他金融業を行う者の業務

代理等を行おうとするときの認可にお

いては、当該認可の申請をした保険

会社が、業務代理等に関する十分な

知識及び経験を有する役員又は使用

人の確保の状況、当該業務代理等の

運営に係る体制等に照らし、当該業務

代理等を的確、公正かつ効率的に遂

行することができると認められるかどう

か等について審査しているものであ

り、保険会社が他の金融業を行う者の

業務代理等を行おうとするときの認可

を不要とすることは困難である。

なお、保険会社が他の金融業を行う

者の資金の貸付けの代理・代行とし

ていわゆる協調融資の幹事業務を行

おうとするときの認可について、協調

融資の特性を踏まえた認可手続（契

約の相手方ごとの個別の認可を不要

とする）としたところであり（平成15年

6月事務ガイドライン改正）、保険会社

が円滑に業務を行えるよう対応してい

るところである。

z0300053 金融庁

金融業を行う者の資金の貸付の代理

または資金の貸付に係る事務の代行

の認可の撤廃

5034 50340009 11 （社）日本損害保険協会 9

金融業を行う者の資金の貸付の代理

または資金の貸付に係る事務の代行

の認可の撤廃

（要望）

資金の貸付の代理または資金の貸付に

係る事務の代行については認可不要と

する。

取引を機動的に行うことが可能となり、収

益性向上に資する。

（理由）

・広く「金融業」を行う者の代理代行を行

うことにつき認可制とする意義がない。

・同一業務にもかかわらず、銀行法上は

認可が必要とされておらず、均衡を欠く。

・認可手続に時間と手間を要すると、取引

の成立に支障を来し、収益機会を逸する

懸念がある。

（協調融資については、包括認可となっ

ており、既に認可を取得しているため個

別認可は不要となっているが、今後、個

別の融資の代理代行や融資のアレン

ジャー業務等を行うケースも想定され、そ

の場合は機動性が失われることになる）。

（現状）

協調融資の幹事業務や個別の融資の代

理代行、また融資のアレンジャー業務等を

行う場合には、業務の代理、事務の代行

として金融庁の認可が必要とされてい

る。

保険業法第98条、

同法施行規則第51

条

保険会社は、他の保険会社（外国保

険会社を含む。）の保険業に係る業務

の代理又は事務の代行を行うことが

できるが、船主責任相互保険組合法

に基づく日本船主責任相互保険組合

は保険業法上「保険会社」に該当せ

ず、保険会社はその業務代理・事務

代行ができない。

ｂ ⅠⅢ

保険会社と日本船主相互保険組合と

の間で代理・代行業務を行えるように

することについては、日本船主相互保

険組合が非営利・相互扶助を目的とし

た組織であること等を踏まえ検討する

必要があるものであり、代理・代行を

行えるようにすることが適当か、引き

続き検討する。

z0300054 金融庁
保険会社の業務の代理代行範囲の拡

大
5034 50340010 11 （社）日本損害保険協会 10

保険会社の業務の代理代行範囲の拡

大

保険会社は、「他の保険会社（外国保険

業者を含む。）の保険業に係る業務の代

理または事務の代行」を行うことができ

る。諸外国の船主責任相互保険を扱う組

合は保険業法上、外国保険業者に該当

するため、保険会社はその業務等の代理

代行を行うことができる一方、我が国の船

主責任相互保険組合（JPI)は、保険業法

上、「保険会社」にも「外国保険業者」に

も該当せず、保険会社はその業務等の代

理代行ができない。保険会社が業務の代

理又は事務の代行が受託できる相手方

にJPIを加える。

1. 船舶保険を営業する多くの損保がJPI

との提携により「ﾜﾝｽﾄｯﾌ゚･ｼｮｯﾋ゚ﾝｸ゙」を提

供できることから、販売ルートにおける契

約者の選択肢が広がる。同時に損保間の

募集競争を通じて「船舶保険」間および

「PI保険」間の商品競争も促進される。

2. JPIにとっては募集方法の選択肢が広

がり、コスト追求を通して相互保険組合の

使命が達成できる。一方、損保側は現有

経営資源の有効活用が図れる。このコス

ト削減・経営資源の有効活用は保険料、

商品内容を通じて将来契約者に還元され

る。

JPIも保険会社と同一視されるべきであ

り、かつ、諸外国の船主責任相互保険組

合から保険会社が業務の代理又は事務

の代行が行えることとのイコールフッティ

ングの観点からも、JPIからの業務の代理

又は事務の代行を可能とすべきである。
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（特記事項）

保険業法第２７１条

の３第1項、同法第２

７１条の４第1項、証

取法第２７条の２５

保険議決権大量保有者は、総株主の

議決権の5％超の議決権を保有したと

き、またその後、議決権保有割合が

１％以上増減したときなどは保険会社

等の議決権保有に係る届出書の変更

報告書を提出しなければならない。

ｃ -

保険議決権保有に係る届出書の提出

や保険議決権保有届出書に関する変

更報告書の提出は、保険契約者保護

の観点から、所管大臣が把握しておく

必要があるとされているものであり、

保険会社の行為により生じた議決権

保有割合の変更であっても、その必

要性には何ら変わりがない。したがっ

て、ご要望に対応することは困難であ

る。

z0300055 金融庁
保険議決権大量保有者の「変更報告

書」提出事由の簡素化
5034 50340011 11 （社）日本損害保険協会 11

保険議決権大量保有者の「変更報告

書」提出事由の簡素化

「変更報告書」の届出事由から、ⅰ）保険

会社が自社株を購入した場合や、ⅱ）代

表者氏名を変更した場合を外すなど、保

険会社を監督するうえで特に影響を及ぼ

さない項目を検討したうえで、所要の簡

素化を図っていただきたい。

変更の都度提出する「変更報告書」届出

事務の効率化

・保険会社の総議決権の５％超の議決権

を保有する者は、①議決権保有割合 ②

商号・住所等 ③資本金額･代表者氏名

（法人である場合のみ）について変更が

生じた場合には、「変更報告書」を提出し

なければならない。

・しかし、ⅰ）議決権保有割合について

は、例えば保険会社が自社株を購入した

場合変更が生じるが、これを保険議決権

大量保有者が常時把握しておくことはそ

の変更管理が煩瑣であり、保険会社の行

為により生じた議決権保有割合の変更事

由にまで、保険議決権大量保有者に届出

義務を課すことは過剰な規制と考える。ま

た、ⅱ）代表者氏名の変更について言え

ば、行政は届出時点（５％を超えた時点）

の主要株主の実在性を確認できればよい

ものと思われ、変更の都度、届出を行う意

義は少ないものと考えられる。

・なお、証券取引法の「株券等の大量保

有の状況に関する開示（５％ルール）」で

は、変更報告書の提出は「保有株券等の

総数の増加又は減少を伴わない場合を

除く」とあり、株券の発行者である会社の

行為により生じた議決権保有割合の変更

事由にまで届出義務は課されていない。

同様に、代表者氏名の変更についても、

「大量保有報告書に記載すべき重要な事

項の変更があった場合」のみ変更報告書

を提出すべきとされているため、届出事

由とされていない。

特になし

保険会社が外国で営業を開始する際

に、外国監督当局から提出を求められ

る日本の監督当局による証明書類等

の発行手続について、保険業法等に

おいて特段の規定は定められていな

い。

ａ －

保険会社が外国で営業を開始する際

に、外国監督当局から提出を求められ

る日本の監督当局による証明書類等

の発行手続について、今後、ルールを

明確化することとする。

z0300056 金融庁
保険会社が外国で営業免許を申請す

る際の必要書類発行手続きの明確化
5034 50340012 11 （社）日本損害保険協会 12

保険会社が外国で営業免許を申請す

る際の必要書類発行手続きの明確化

保険会社が外国で営業する場合に必要

となる金融庁による証明書類発行手続き

を明確化していただきたい。具体的には

①証明書類発行に係る窓口の明確化　②

書類の発行を申請する際に必要となる関

係書類・資料の明確化　③申請から発行

迄に要する期間の明確化　を求める。

必要書類の入手手続きが明確化すれば、

外国に支店を設置する場合等の事業計

画のスケジュールが予測しやすくなり事

業運営が効率化する。

保険会社が外国で営業する場合、現地の

保険監督当局は進出保険会社の財務の

健全性を確認するために母国の監督当

局による証明書類の提出を求めるのが通

常。日本の保険会社が外国で保険事業

免許を申請する場合は金融庁の証明書

類が必要だが、現在こうした書類の発行

に係るルールが定められていないため、

必要な時期に書類を準備することができ

ず、外国における保険事業の展開に支障

を来している。
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保険業法施行規則

第２６条、第６３条

金融庁長官の承認等により金銭を他

の勘定に振り替える場合を除き、積立

勘定に属する財産を一般勘定等に振

り替えることは認められていない。

ｃ -

積立勘定は、公正かつ衡平な剰余金

の分配をするために、保険期間の満

了後満期返戻金を支払う旨を約した

保険契約に係る責任準備金の金額に

相当する財産の全部又は一部をその

他の財産と分別して運用するための

勘定である。積立勘定については、そ

の安定的な運用が求められており、

保険業の免許申請に際しては、積立

勘定を設ける場合においては、その

属する財産の種類及び評価の方法を

記載し、内閣総理大臣は、その属する

財産の運用に係る体制が適正である

かどうかを審査しなければならないと

され、また、積立勘定とその他の勘定

の間の振替についても、極めて限定

的に金銭の振替のみが認められてい

るところである。したがって、積立勘定

の安全な運営の観点等から、ご要望

に対応することは困難である。

z0300057 金融庁 積立勘定における株式の代物弁済 5034 50340013 11 （社）日本損害保険協会 13 積立勘定における株式の代物弁済

保険会社は、金融庁長官の承認により金

銭を他の勘定に振り替える場合を除き、

財産の勘定間振り替えを行うことが出来

ない。株式保有が出来ない積立勘定に

区分されている貸付金については、以下

のようなやむを得ない場合に限り、当該

貸付金を事前に一般勘定に振り替えるこ

とで、株式の代物弁済が行えるようにし

ていただきたい。

①DES（債務の株式化）の適用により株

式を受け入れる場合

②株式を担保取得している場合

なお、財産（貸付金）による勘定間振り替

えを行う代わりに、いったん株式を一般

勘定で受け入れて、即時に当該積立勘

定に金銭を振り替えることでも構わない。

DES（債務の株式化）等を用いた再建計

画の応諾が可能となり、債務者である経

営不振企業の再生が期待出来る。また、

株式を担保取得している場合で代物弁済

を受けざるを得ない場合の対応が可能と

なる。

積立勘定による株式の受け入れが出来

ないため、経営不振企業のＤＥＳ（債務

の株式化）を用いた再建計画に対し、損

保会社のみ応諾出来ないおそれがある

ため。

保険業法第97条の

2、同法施行規則第

48条

保険会社の資産運用については、国

内株式や外貨建資産の保有は総資産

の30％以内、不動産の保有は総資産

の20％以内等の規制がある。

ｃ -

金融審議会第二部会中間報告（平成

13年6月26日）における「ALMの充実

など保険会社自身のリスク管理能力

の向上や財務面での充実等の状況に

応じ、これを見直していくことが適当で

ある。」との趣旨を踏まえ、監督手法の

充実（平成13年9月～オフサイトモニ

タリング導入）等を図ってきた。

　資産別運用比率規制そのものを廃

止することについては、保険監督者国

際機構（IAIS）において資産運用に関

する法的規制が求められていること等

から困難であるが、外貨建保険契約

の外貨建資産による運用について、

為替リスクがないことから見直しを

行った（平成15年内閣府令第62号）

など、資産別運用比率規制について

見直しを図った（平成15年6月8日施

行）。

z0300058 金融庁
保険会社による資産別運用比率規制

（いわゆる３－３－２規制）の撤廃
5034 50340014 11 （社）日本損害保険協会 14

保険会社による資産別運用比率規制

（いわゆる３－３－２規制）の撤廃

（要望）

保険会社の資産別運用比率規制を撤廃

し、監督上のオフサイトモニタリングで代

替する。

・資産運用の自由度が向上することによ

り、資産運用パフォーマンスの向上が期

待される。

・当局への報告等の事務が軽減される。

（理由）

現行規制は取得原価での総資産対比の

規制であり、実質的には意義が薄れてい

る。また、監督上はオフサイト・モニタリン

グが導入・強化されており、総合的なリ

スク管理により、同規制の代替が図られ

ていることから、撤廃しても問題ないと考

えられる。

なお、IAISの基本原則では資産別規制が

望ましいとされているが、より実効性の高

いオフサイト・モニタリングという制度に

よって同原則の趣旨は充たされていると

考えられ、同原則の存在を根拠に現行規

制を存続させる理由はないと考える。

（現状）

保険業法においては、保険会社は資産

（株式・外貨建資産・不動産等）毎に総資

産等に対する保有比率が定められてい

る。
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保険業法第22条、

第274条等

保険会社が保険業法上の規定により

行う公告は、時事に関する事項を掲載

する日刊新聞誌への登載が義務付け

られている。

ｂ Ⅰ

保険会社が保険業法上の規定により

行う公告について、電子的方法でも

可能となるよう、具体的な内容につい

て検討する。

z0300059 金融庁
保険業法上の公告事項に関する公告

手段の多様化（電子公告の導入）
5034 50340015 11 （社）日本損害保険協会 15

保険業法上の公告事項に関する公告

手段の多様化（電子公告の導入）

株式会社、有限会社の公告事項の公告

手段として、電子公告制度を導入する商

法改正が予定されているが、保険業法上

特に日刊新聞紙への公告が必要とされ

ている事項（組織変更、契約移転、合併

など）についても、同様に電子公告を認

めていただきたい。

企業再編等に伴う公告コストの削減につ

ながる。

商法改正により電子公告が日刊新聞紙

への公告と同等の公告手段として位置づ

けられる見込みである。これに伴い、保険

業法上、保険契約者保護等の観点から特

に官報でなく日刊新聞紙によることとされ

ている事項についても、電子公告を認め

るべきである。

保険業法第265条

の39、第270条の6

第2項第1号、第

274条

保険契約者保護機構は、財産目録、

貸借対照表及び損益計算書を官報に

公告しなければならないこととされて

いる

ｃ -

保険契約者保護機構は、破綻保険会

社に係る保険契約の移転における資

金援助を行う等一般保険会社とは異

なる公共性を有していることから、財

産目録等の官報公告が義務付けられ

ているところであり、その簡素化につ

いては慎重に検討する必要がある

また、保険会社（保険契約者保護機構

が保険業を行う場合も含む）の公告に

ついて日刊新聞紙への掲載を要して

いることについては、法務省における

電子公告制度の導入に係る検討状況

等を踏まえつつ、電子公告の導入に

ついて、具体的な内容について検討

を開始する予定。

z0300060 金融庁
保険契約者保護機構の決算公告の簡

略化
5034 50340016 11 （社）日本損害保険協会 16

保険契約者保護機構の決算公告の簡

略化

保険契約者保護機構の決算公告は、官

報または日刊新聞紙何れかへの掲載、ま

たは電磁的方法による掲示とし、掲載内

容は貸借対照表及び損益計算書又はそ

の要旨とする。

日刊新聞紙への公告費用が削減され、保

険契約者保護機構の経費軽減につなが

る。

保険契約者保護機構の公告範囲・公告

方法は、保険会社と同等の条件を満たし

ているべきではあるが、保険会社の決算

公告が要望内容同様の規定となっている

ため、保険契約者保護機構に対してはよ

り厳しい要件が求められることとなってし

まっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第277条、

事務ガイドライン２

－３

事務所の住所は、募集人登録申請書

の記載事項とされている。
Ｃ -

出先事務所の住所の記載は、代理店

に対する検査の実効性の確保等の観

点から必要であり、募集人登録申請

書から同記載を削除することは困難で

ある。

z0300061 金融庁 生保募集人登録事務の簡素化 5034 50340017 11 （社）日本損害保険協会 17 生保募集人登録事務の簡素化

（要望）

出先事務所登録の完全削除

代理店・保険会社での二重管理ロードの

削減。

（理由）

法人募集代理店については法人単位で

代理店登録を行っており、出先事務所登

録についても代理店内で管理を行うべき

ものであり敢えてそれ以上の管理の必

要性がない。

（現状）

事務ガイドラインにて母店外の事務所登

録が必要である。（昨年の事務ガイドライ

ンの改正により、法人代理店の出先事務

所については「一事務所登録方式」が採

用できるようになり、結果的に募集人の

所属事務所を本店（あるいは母店）として

読みかえることが出来るようになったが、

そもそもの「事務所の名称、所在地」につ

いては従来と変わらず管理が必要であ

る。）

保険業法第4条、第

5条、第123条

保険業法123条第2項に規定されて

いる届出については、行政による事前

審査が規定されており、実質的に認

可制と同様、届出内容を事前に審査

し、届出内容の変更・撤回を命じること

ができる仕組みとなっている。

C －

保険商品の事前審査については、商

品の持つ公共性や本質的に複雑な契

約となるその商品性など、商品の特性

を踏まえて最低限度必要な範囲で

行っているのであり、企業が契約者で

あるという理由をもって、同審査を廃

止すること等は、契約者保護等の観点

から困難である。なお、届出について

は申請内容に応じた審査の上で期間

短縮を行っており、消費者ニーズへの

迅速な対応にも配慮している。

z0300062 金融庁
企業が契約者となる場合の事前審査

事項等の見直し
5035 50350001 11 東京海上火災保険株式会社 1

企業が契約者となる場合の事前審査

事項等の見直し

企業が契約者となる場合の保険商品の

事前審査事項を、事業方法書の被保険利

益に関する事項等の必要最低限なもの

のみに絞った上で他を廃止し、これに伴

い審査期間の短縮ならびに基礎書類の

簡素化を図っていただきたい。

契約者ニーズに応じた迅速な商品改定

の実施。

本邦では企業が契約者となる場合でも、

現行保険業法に規定に従い事方書、普

通約款、算方書全ての事前審査が必要と

なっているが、欧米の先進諸国では企業

分野の保険商品について事前審査が不

要化されている等（例：米国（ニューヨー

ク州）では大企業が契約者となる場合は

保険料・保険約款の事前審査が不要化さ

れている）、本邦より自由化が進んでいる

状況にある。わが国においても諸外国同

様に企業のリスクが複雑化・多様化し、

かつ、変化の激しい状況にある中で、企

業が必要とする保険を速やかに提供する

必要が生じている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

事務ガイドライン５

－３－２

普通保険約款の変更については、法

による認可又は届出が必要となって

いる。

Ｃ -

国内の契約については、保険契約に

関する知識や交渉能力について保険

会社と格差のある中小零細企業が相

当程度存するところであり、普通保険

約款に特別保険約款を付す形式の保

険契約を廃することは、これらの契約

者の保護の観点から問題がある。な

お、弾力的な組換えが必要となる企

業向け損害保険商品の普通保険約款

のうち、外国又は国際間に係る契約に

ついてはすべて自由化し措置済み。

z0300063 金融庁

『普通保険約款に特約の内容を織り

込んだ形での契約書』形態での契約

を締結できる保険契約の範囲の限定

の拡大

5035 50350002 11 東京海上火災保険株式会社 2

『普通保険約款に特約の内容を織り

込んだ形での契約書』形態での契約

を締結できる保険契約の範囲の限定

の拡大

『普通保険約款に特約の内容を織り込ん

だ形での契約書』に基づき保険契約を締

結できる保険契約の範囲を企業の国内の

事業活動を対象とするものまで拡大して

いただきたい。

契約者にとってわかりやすい約款構成の

実現。

平成15年度には企業の海外の事業活動

を対象とした保険契約の普通保険約款に

ついて、いわゆる自由化が図られたが、

一方、国内の事業活動を対象とした保険

契約については依然として普通保険約

款に特約の内容を織り込んだ形での契

約書を作成し、これに基づいて保険契約

を締結することは認められておらず、契約

者ニーズに十分応えることが出来ていな

い状況にある。

保険業法第300条、

規則第234条

生命保険会社は、法人である生命保

険募集人及び保険仲立人に対し、自

己又は密接な関係を有する法人を契

約者とする場合には、手数料支払等

による保険料の割引、割戻し等を目的

とした保険募集を行うことがないよう

指導及び管理等の措置を講じる必要

がある。

Ｃ －

自己・特定契約の規制は、募集手数

料を支払う名目で、実質的に特定の

保険契約者に対して保険料の割引と

特別の利益提供による不公平な保険

募集等が行われないようにとの趣旨

から設けられているものであり、こうし

た観点からこれらの規制を縮小するこ

とは困難である。

z0300064 金融庁 生命保険特定契約規制の範囲縮小 5035 50350005 11 東京海上火災保険株式会社 5 生命保険特定契約規制の範囲縮小
特定関係法人の範囲を縮小していただき

たい。

これまで実質的に制限を受けていた企業

代理店による特定契約の取扱が広く可能

になり、募集チャネルの多様化に資す

る。また、企業代理店・保険会社の管理

ロードが削減され効率化を図ることが出

来る。

本規制により、法人代理店が関連企業

（特定者）を契約者とする契約を募集した

場合、代理店手数料を支払うことができ

ず、実質的には企業代理店が特定契約を

扱うことが制限されている状況にある。特

定契約を募集する際にも、当該募集代理

店が現に募集行為および契約について

締結・管理の業務を行っているにもかか

わらず、その業務に対して対価が支払わ

れないという不合理が生じている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第300条、

規則第234条

生命保険会社は、法人である生命保

険募集人及び保険仲立人に対し、自

己又は密接な関係を有する法人を契

約者とする場合には、手数料支払等

による保険料の割引、割戻し等を目的

とした保険募集を行うことがないよう

指導及び管理等の措置を講じる必要

がある。

Ｃ －

自己・特定契約の規制は、募集手数

料を支払う名目で、実質的に特定の

保険契約者に対して保険料の割引と

特別の利益提供による不公平な保険

募集等が行われないようにとの趣旨

から設けられているものであり、こうし

た観点からこれらの規制を縮小するこ

とは困難である。

z0300064 金融庁 生命保険特定契約規制の範囲縮小 5037 50370002 11
三井住友海上火災保険株式会

社
2 生命保険特定契約規制の範囲縮小

（要望）

「特定関係法人の範囲」を縮小する。

企業代理店が取り扱うことのできる企業

契約の範囲が広がり、募集チャネルの多

様化に資する。また企業代理店・保険会

社の管理ロードが削減される。

（理由）

・経済的に一体である法人の契約を取り

扱って手数料を受けることは保険料の割

戻しに相当することが規制の根拠とされ

ているが、特的契約の範囲が広すぎて、

企業代理店が企業契約を取り扱うことが

過度に制限されている。

・特定契約の場合も、当該代理店が実際

に募集行為および契約について締結・管

理の業務を行っているにもかかわらず、

その業務に対して全く対価を支払えない

ことは過剰な規制である。

（現状）

法人代理店が、関連企業（特定者）を契

約者とする契約を募集した場合、代理店

手数料を支払うことができない。

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律

事務ガイドラインにより、商品投資以

外の投資として金融商品を組入れる

場合の組入れ割合を定めている。

ｂ Ⅳ

商品投資に係る事業の規制に関する

法律第２条第１項に規定する商品投資

により運用する金額の合計が、運用財

産の総額の２分の１を超える場合にお

ける金融商品の組み入れ比率制限を

撤廃するとともに、顧客へのディスク

ロージャーを拡充するための関連規定

を整備することについて、総合規制改

革会議の指摘を踏まえて行う投資者

保護法制のあり方についての検討の

動向を踏まえつつ、結論を得る。

z0300065 金融庁
商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃
5038 50380001 11

社団法人日本商品投資販売業

協会
1

商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃

商品投資に係る事業の規制に関する法

律第２条第１項に規定する商品投資によ

り運用する金額が、運用財産の総額の１/

２超となる場合において金融商品を投資

対象として組み入れることが可能となっ

ているが、この商品ファンドの従たる部分

である「商品投資以外の投資」に関する

運用規制の撤廃を要望する。

投資対象をより自由にそして機動的に選

択できるようになり、相関性の低いものを

組み合わせることにより、商品ファンドの

安定運用の道が開かれ、投資家の期待

する収益の安定性に寄与することにつな

がることになる。

本件は、「規制改革推進3ヵ年計画等の

フォローアップ結果」（平成15年5月内閣

府公表）において、「平成15年度早期に

措置する」旨を踏まえて、速やかなる対応

を要望する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律

事務ガイドラインにより、商品投資以

外の投資として金融商品を組入れる

場合の組入れ割合を定めている。

ｃ -

国内と海外の商品投資顧問業者を区

別し、海外の商品投資顧問業者が運

用を行うファンドに限定して組み入れ

比率制限を撤廃する合理的な理由は

ないことから、措置は困難である。

z0300133 金融庁
商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃
5039 50390054 41 社団法人 リース事業協会 54 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

海外のCTAが運用対象とする証券先物取

引及び金融先物取引については組入比

率制限の対象外とすることを要望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

海外におけるManaged　Futures、いわゆる商品ファ

ンドの投資対象には海外の先物市場に上場されて

いる金融先物取引、証券先物取引等の品目が含ま

れている場合が多い。海外のCTAが運用を行う際

に商品先物・金融先物・証券先物の資産配分を

risk/return以外の観点から行うことは稀であり、組入

比率制限の撤廃により、運用対象にこだわらずに優

秀なCTAを選択できる。

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律

事務ガイドラインにより、商品投資以

外の投資として金融商品を組入れる

場合の組入れ割合を定めている。

ｃ -

国内と海外の商品投資顧問業者を区

別し、海外の商品投資顧問業者が運

用を行うファンドに限定して組み入れ

比率制限を撤廃する合理的な理由は

ないことから、措置は困難である。

z0300133 金融庁
商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃
5040 50400024 41 オリックス 24 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

海外のCTAが運用対象とする証券先物取

引及び金融先物取引については組入比

率制限の対象外とすることを要望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

海外におけるManaged　Futures、いわゆる商品ファ

ンドの投資対象には海外の先物市場に上場されて

いる金融先物取引、証券先物取引等の品目が含ま

れている場合が多い。海外のCTAが運用を行う際

に商品先物・金融先物・証券先物の資産配分を

risk/return以外の観点から行うことは稀であり、組入

比率制限の撤廃により、運用対象にこだわらずに優

秀なCTAを選択できる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律

事務ガイドラインにより、商品投資以

外の投資として金融商品を組入れる

場合の組入れ割合を定めている。

ｃ -

商品ファンドは、投資家から出資され

た財産を主として商品投資で運用す

ることで得られた成果を配分する一種

の金融商品であり、商品投資以外の

投資対象として有価証券、金融先物

等を組み入れる場合にはその組み入

れ割合の上限（原則として５０％未満、

（証券先物及び金融先物は３３％未

満））を定めているもの。

このような趣旨に照らせば、商品投資

以外の投資対象である金融商品の組

入比率制限から、確定運用を目的とす

る金融商品を限定して除外すること

は、主として商品に投資しないファン

ドであっても商品ファンド法により規

制することとなり得るため、措置は困

難である。

z0300134 金融庁
商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃
5039 50390054 51 社団法人 リース事業協会 54 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

組入比率制限される金融商品のうち、確

定運用を目的とする金融商品（特に預

金）については組入比率制限の対象外と

することを要望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

普通預金、当座預金に一時的に資金をリザーブす

ることは当然起こりえることであり、預金が投信法に

おける特定資産となったことに伴い、預金にたいす

る組入れ比率を規制するのは合理性のない規制で

ある。一時的に資金をリザーブする際に、預金を選

択せずに、商品投資販売業者の金庫に保管するこ

とを推奨することとなる。

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律

事務ガイドラインにより、商品投資以

外の投資として金融商品を組入れる

場合の組入れ割合を定めている。

ｃ -

商品ファンドは、投資家から出資され

た財産を主として商品投資で運用す

ることで得られた成果を配分する一種

の金融商品であり、商品投資以外の

投資対象として有価証券、金融先物

等を組み入れる場合にはその組み入

れ割合の上限（原則として５０％未満、

（証券先物及び金融先物は３３％未

満））を定めているもの。

このような趣旨に照らせば、商品投資

以外の投資対象である金融商品の組

入比率制限から、確定運用を目的とす

る金融商品を限定して除外すること

は、主として商品に投資しないファン

ドであっても商品ファンド法により規

制することとなり得るため、措置は困

難である。

z0300134 金融庁
商品投資以外の投資に関する運用規

制の撤廃
5040 50400024 51 オリックス 24 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

組入比率制限される金融商品のうち、確

定運用を目的とする金融商品（特に預

金）については組入比率制限の対象外と

することを要望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

普通預金、当座預金に一時的に資金をリザーブす

ることは当然起こりえることであり、預金が投信法に

おける特定資産となったことに伴い、預金にたいす

る組入れ比率を規制するのは合理性のない規制で

ある。一時的に資金をリザーブする際に、預金を選

択せずに、商品投資販売業者の金庫に保管するこ

とを推奨することとなる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律第１９条

商品投資販売業者と商品投資契約を

締結した顧客は契約成立時交付書面

を受領した日から起算して１０日を経

過するまでの間、書面によりその契約

の解除を行うことができる。

Ｃ －

商品投資契約においてクーリングオ

フ規定を設けているのは、商品投資の

仕組みが複雑であるため一般の投資

者がそれを十分に理解しないまま契

約を締結したり、販売業者の勧誘に

よって冷静な判断をしないまま契約締

結に至る事態が想定されることから、

投資家に対して契約締結後一定期間

は意思決定の再確認をしうる時間的

余裕を与えることとするためである。こ

のため、商品ファンドの多くが一般の

投資家に広く販売されている現状に

おいて、法目的である投資家保護の

観点から、クーリングオフ規定を撤廃

することは困難である。なお、金融商

品販売法に規定する事業者の事前説

明義務事項には、クーリングオフに関

する事項も含まれており、同法の施行

がクーリングオフ制度を撤廃する合理

的理由とはならない。

z0300066 金融庁 クーリング・オフ制度の撤廃 5038 50380003 11
社団法人日本商品投資販売業

協会
3 クーリング・オフの撤廃

「商品投資に係る事業の規制に関する法

律」第19条（書面による解除）は、いわゆ

るクーリング・オフの規定であるが、撤廃

を要望する。

商品ファンドは、多くの投資家による資金

を集めて運用にまわされるものであるが、

契約が終了しても解除期間が設けられて

いるため、運用に向けて資金投下が出来

ないことによる投資機会の逸失が発生す

る可能性がある。ひいては、これは他の

投資家の利益をそぐ要因にも繋がりかね

ない。

このクーリング・オフ規定は、金融商品販

売法が制定される以前は、業者と投資家

との間における情報量の格差等による実

質的不平等性を補完する主旨背景があっ

たと解釈されるが、金融商品販売法が制

定されたことにより、同法第3条の説明義

務の履行により、また第4条損害賠償責

任に服することにより実質的不平等性を

補完し、更に投資家に求められている自

己責任原則の精神をもって、両者間の法

的安定性が図られているものと考える。

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律第１９条

商品投資販売業者と商品投資契約を

締結した顧客は契約成立時交付書面

を受領した日から起算して１０日を経

過するまでの間、書面によりその契約

の解除を行うことができる。

Ｃ －

商品投資契約においてクーリングオ

フ規定を設けているのは、商品投資の

仕組みが複雑であるため一般の投資

者がそれを十分に理解しないまま契

約を締結したり、販売業者の勧誘に

よって冷静な判断をしないまま契約締

結に至る事態が想定されることから、

投資家に対して契約締結後一定期間

は意思決定の再確認をしうる時間的

余裕を与えることとするためである。こ

のため、商品ファンドの多くが一般の

投資家に広く販売されている現状に

おいて、法目的である投資家保護の

観点から、クーリングオフ規定を撤廃

することは困難である。なお、金融商

品販売法に規定する事業者の事前説

明義務事項には、クーリングオフに関

する事項も含まれており、同法の施行

がクーリングオフ制度を撤廃する合理

的理由とはならない。

z0300066 金融庁 クーリング・オフ制度の撤廃 5039 50390054 31 社団法人 リース事業協会 54 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

クーリングオフの義務撤廃大半の金融商

品にはクーリングオフは無く、運用開始と

同時に資金の純資産価値が変動する資

金運用には馴染まない概念である。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

商品ファンド募集の実務においては、資料請求、申

し込み、契約締結、資金の払込と投資家が能動的

に判断する局面が多く、契約締結後、投資を取りや

めるケースは時折存在する。一方、クーリングオフ

制度を活用した資金払込後の契約撤回は、ほとん

ど利用されていない現状である。クーリングオフの

規制を維持する合理的理由は見当たらない。合理

的理由が存在するなら、投資信託にも即刻クーリン

グオフを適用すべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律第１９条

商品投資販売業者と商品投資契約等

を締結した顧客は、契約時交付書面を

受領した日から起算して１０日を経過

するまでの間、書面によりその契約の

解除を行うことができる。

Ｃ －

商品投資契約においてクーリングオ

フ規定を設けているのは、商品投資の

仕組みが複雑であるため一般の投資

者がそれを十分に理解しないまま契

約を締結したり、販売業者の勧誘に

よって冷静な判断をしないまま契約締

結に至る事態が想定されることから、

投資家に対して契約締結後一定期間

は意思決定の再確認をしうる時間的

余裕を与えることとするためである。こ

のため、商品ファンドの多くが一般の

投資家に広く販売されている現状に

おいて、法目的である投資家保護の

観点から、クーリングオフ規定を撤廃

することは困難である。なお、金融商

品販売法に規定する事業者の事前説

明義務事項には、クーリングオフに関

する事項も含まれており、同法の施行

がクーリングオフ制度を撤廃する合理

的理由とはならない。

z0300066 金融庁 クーリング・オフ制度の撤廃 5040 50400024 31 オリックス 24 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

クーリングオフの義務撤廃大半の金融商

品にはクーリングオフは無く、運用開始と

同時に資金の純資産価値が変動する資

金運用には馴染まない概念である。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

商品ファンド募集の実務においては、資料請求、申

し込み、契約締結、資金の払込と投資家が能動的

に判断する局面が多く、契約締結後、投資を取りや

めるケースは時折存在する。一方、クーリングオフ

制度を活用した資金払込後の契約撤回は、ほとん

ど利用されていない現状である。クーリングオフの

規制を維持する合理的理由は見当たらない。合理

的理由が存在するなら、投資信託にも即刻クーリン

グオフを適用すべきである。

資産の流動化に関

する法律第150条

の6、同法施行規則

第41条

特定目的会社の借入先は、「銀行」及

び「適格機関投資家」に制限されてい

る.

b Ⅲ

　平成14年度の規制改正により機関

投資家の要件を緩和する等、これまで

も借入先については緩和を図ってき

ている。

　貸金業者等によるＳＰＣへの貸付に

対するニーズについて調査を行い、

16年度中に検討・結論。

z0300067 金融庁 特定目的会社の借入先制限の緩和 5039 50390001 11 社団法人 リース事業協会 1
資産流動化法の特定目的会社の借入

先制限の緩和

・本事項については、平成16年３月に閣

議決定された「規制改革・民間開放推進

３か年計画」において、「貸金業者等によ

る特定目的会社への貸付に対するニー

ズについて調査を行い、結論を得る（平

成16年度中に検討・結論）」とされた。・

早急に、ＳＰＣの借入先について貸金業

規制法に基づく貸金業者などを追加する

措置が講ざれることを要望する。

プレーヤーの増加により、資産流動化が

促進される。特に不良債権処理に貢献す

るものと思われる。

ＳＰＣに対して貸付を行う者に対して投

資者保護措置と同様の保護を与える根拠

はない。むしろ貸金業者にとっては事業

機会の拡大に繋がるメリットがある。昨

年、同要望に対して金融庁から「貸金業

者等によるSPCへの貸付に対するニーズ

についての調査を行い、平成16年度まで

に結論を出すこととする。」との回答が示

された。しかしながら、ニーズというもの

は制度が変わることで生まれることもあ

り、現段階におけるニーズの有無を判断

したうえで制度改正の必要性を見極める

のではなく、規制の必要性がないのであ

れば、規制をなくす、あるいは緩和すると

いう考え方を採るべきではないかと思わ

れる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

資産の流動化に関

する法律第150条

の6、同法施行規則

第41条

特定目的会社の借入先は、「銀行」及

び「適格機関投資家」に制限されてい

る.

b Ⅲ

　平成14年度の規制改正により機関

投資家の要件を緩和する等、これまで

も借入先については緩和を図ってき

ている。

　貸金業者等によるＳＰＣへの貸付に

対するニーズについて調査を行い、

16年度中に検討・結論。

z0300067 金融庁 特定目的会社の借入先制限の緩和 5040 50400022 11 オリックス 22 特定目的会社の借入先制限の緩和

ＳＰＣの借入先について貸金業規制法に

基づく貸金業者などを追加する措置が講

ざれることを要望する。

プレーヤーの増加により、資産流動化が

促進される。特に不良債権処理に貢献す

るものと思われる。

ＳＰＣに対して貸付を行う者に対して投資者保護措

置と同様の保護を与える根拠はない。むしろ貸金業

者にとっては事業機会の拡大に繋がるメリットがあ

る。昨年、同要望に対して金融庁から「貸金業者等

によるSPCへの貸付に対するニーズについての調

査を行い、平成16年度までに結論を出すこととす

る。」との回答が示された。しかしながら、ニーズと

いうものは制度が変わることで生まれることもあり、

現段階におけるニーズの有無を判断したうえで制

度改正の必要性を見極めるのではなく、規制の必要

性がないのであれば、規制をなくす、あるいは緩和

するという考え方を採るべきではないかと思われる。

資産の流動化に関

する法律第150条

の6、同法施行規則

第41条

特定目的会社の借入先は、「銀行」及

び「適格機関投資家」に制限されてい

る.

b Ⅲ

　平成14年度の規制改正により機関

投資家の要件を緩和する等、これまで

も借入先については緩和を図ってき

ている。

　貸金業者等によるＳＰＣへの貸付に

対するニーズについて調査を行い、

16年度中に検討・結論。

z0300067 金融庁 特定目的会社の借入先制限の緩和 5078 50780032 11 (社)日本経済団体連合会 32 特定目的会社の借入先制限の緩和

　特定目的会社の借入先に、貸金業者を

追加すべきである。

　「規制改革・民間開放推進３か年計画」

（2004年3月19日）においては、「貸金

業者等による特定目的会社への貸付に

対するニーズについて調査を行った上

で、適格機関投資家に限定されている特

定目的会社の借入先を拡大することにつ

いて検討し、結論を得る」とあり、検討・結

論の時期が平成16年度とされている。調

査を速やかに実施するとともに、平成16

年度の早期に結論を出すべきである。

特定目的会社への貸付を貸金業者に拡

大することにより、貸金業者の事業機会を

拡大し、特定目的会社の資金調達の選択

肢を拡大することができる。

　特定目的会社の借入先

は、「銀行」および「適格

機関投資家」に制限され

ている。

56/94



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

金融業者の貸付業

務のための社債の

発行等に関する法

律

貸金業者等は、内閣総理大臣の登録

を受けなければ、社債の発行その他

の方法による貸付資金の受入れをす

ることができない。

ｃ －

　本法制定前は、出資法において、貸

金業者等が「社債名義」を使って預金

まがいの勧誘を行うことを防ぐため、

貸金業者等が貸付資金に充てる目的

で社債等を発行することが禁止されて

いたところ、本法の制定により社債の

購入者等の保護を図りつつ解禁する

に至ったものである。以上の経緯を踏

まえ、社債の購入者等の保護に資す

る観点から、金融業者の貸付業務の

ための社債の発行等に関する法律を

廃止することは困難である。

z0300068 金融庁
金融業者の貸付業務のための社債の

発行等に関する法律の廃止
5039 50390004 11 社団法人 リース事業協会 4

金融業者の貸付業務のための社債の

発行等に関する法律の廃止

金融業者の貸付業務のための社債の発

行等に関する法律により貸金業者のみに

課せらている社債発行の登録手続を廃止

し、証券取引法により、貸付債権を保有す

る発行会社に対して一律的な制度を構築

することを要望する。

貸付債権のリスクは他の事業会社が行う業として行

うものではない貸付においても内在するリスクであ

り、金融業者の貸付業務に固有なものではない。し

たがって、規制の目的が投資家保護にあるのであ

れば、貸金業規制法に規定する貸金業者等のみを

規制の対象とする合理的な理由はない。昨年、同

要望に対して、金融庁から「本法制定前は、出資法

において、貸金業者等が「社債名義」を使って預金

まがいの勧誘を行うことを防ぐため、貸金業者等が

貸付資金に充てる目的で社債等を発行することが禁

止されていたところ、本法の制定により社債の購入

者等の保護を図りつつ解禁するに至ったものであ

る。以上の経緯を踏まえ、社債の購入者等の保護

に資する観点から、金融業者の貸付業務のための

社債の発行等に関する法律を廃止することは困難で

ある。」との回答が示された。平成9年5月「ノンバンク

に関する懇談会」報告書　5.（2）「ﾃ゙ｨｽｸﾛー ｼ゙ｬー の強

化」には、「社債を含む有価証券に係る投資家保護

は、証券取引法によるﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰや公正取引

ルールによるのが基本」としており、さらに「社債発

行ノンバンクに対するﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰの義務づけにつ

いては、本来、証券取引法で行うべきではある

が、･･･＜省略＞･･･当面、暫定的に、貸金業規正

法等の他の法令で手当てするのでもよいのではな

いか、との意見があった。」と「当面、暫定的に」と明

記されている。上記措置困難の回答は、報告書の

内容に反するものであり、遺憾な回答である。すで

に法施行から5年が経過しており、見直しの時期と

なっている。

金融業者の貸付業

務のための社債の

発行等に関する法

律

貸金業者等は、内閣総理大臣の登録

を受けなければ、社債の発行その他

の方法による貸付資金の受入れをす

ることができない。

ｃ －

　本法制定前は、出資法において、貸

金業者等が「社債名義」を使って預金

まがいの勧誘を行うことを防ぐため、

貸金業者等が貸付資金に充てる目的

で社債等を発行することが禁止されて

いたところ、本法の制定により社債の

購入者等の保護を図りつつ解禁する

に至ったものである。以上の経緯を踏

まえ、社債の購入者等の保護に資す

る観点から、金融業者の貸付業務の

ための社債の発行等に関する法律を

廃止することは困難である。

z0300068 金融庁
金融業者の貸付業務のための社債の

発行等に関する法律の廃止
5040 50400005 11 オリックス 5

金融業者の貸付業務のための社債の

発行等に関する法律の廃止

金融業者の貸付業務のための社債の発

行等に関する法律により貸金業者のみに

課せらている社債発行の登録手続を廃止

し、証券取引法により、貸付債権を保有す

る発行会社に対して一律的な制度を構築

することを要望する。

貸付債権のリスクは他の事業会社が行う業として行

うものではない貸付においても内在するリスクであ

り、金融業者の貸付業務に固有なものではない。し

たがって、規制の目的が投資家保護にあるのであ

れば、貸金業規制法に規定する貸金業者等のみを

規制の対象とする合理的な理由はない。昨年、同

要望に対して、金融庁から「本法制定前は、出資法

において、貸金業者等が「社債名義」を使って預金

まがいの勧誘を行うことを防ぐため、貸金業者等が

貸付資金に充てる目的で社債等を発行することが禁

止されていたところ、本法の制定により社債の購入

者等の保護を図りつつ解禁するに至ったものであ

る。以上の経緯を踏まえ、社債の購入者等の保護

に資する観点から、金融業者の貸付業務のための

社債の発行等に関する法律を廃止することは困難で

ある。」との回答が示された。　平成9年5月「ノンバン

クに関する懇談会」報告書　5.（2）「ﾃ゙ｨｽｸﾛー ｼ゙ｬー の

強化」には、「社債を含む有価証券に係る投資家保

護は、証券取引法によるﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰや公正取引

ルールによるのが基本」としており、さらに「社債発

行ノンバンクに対するﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰの義務づけにつ

いては、本来、証券取引法で行うべきではある

が、･･･＜省略＞･･･当面、暫定的に、貸金業規正

法等の他の法令で手当てするのでもよいのではな

いか、との意見があった。」と「当面、暫定的に」と明

記されている。上記措置困難の回答は、報告書の

内容に反するものであり、遺憾な回答である。すで

に法施行から5年が経過しており、見直しの時期と

なっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

出資法１条、２条

出資法第１条は、「何人も、不特定且

つ多数の者に対し、後日出資の払い

戻しとして出資金の全額若しくはこれ

をこえる金額に相当する金銭を支払う

べき旨を明示し、又は暗黙のうちに示

して、出資金の受入れをしてはならな

い」ものとし、第２条は「業として預り

金をするにつき他の法律に特別の規

定がある者を除く外、何人も業として

預り金をしてはならない」ものとして

いる。

また、「預り金」とは、不特定かつ多数

の者からの金銭の受入れであつて、

次に掲げるものをいう。

一 預金、貯金又は定期積金の受入れ

二 社債、借入金その他何らの名義を

もつてするを問わず、前号に掲げるも

のと同様の経済的性質を有するもの

ｃ －

第１条関係

　出資金は出資元本が保証されない

ことを本質とするものであるため、当

該払戻しが実行不能に陥った場合、

安全であると誤信して出資した一般

大衆が不測の損害を被ることを防止す

る趣旨から、これを撤廃することは困

難である。

第２条関係

　業としての「預り金」が全面的に禁

止されているわけではなく、他の法律

に特別の規定ある者については預り

金を受け入れることができる。従って、

現状以外の新たな措置は不要と考え

る。

　また、預金の受入れまがいの脱法行

為を厳正に取り締まる必要があること

から、現行の規定が必要且つ適切で

あると考えられる。

z0300069 金融庁
詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備
5039 50390005 11 社団法人 リース事業協会 5

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討

し、過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪

の取締制度を改めて整備するべきであ

る。<＊1>【参考】「1999/7金融審議会

第一部会中間整理(第一次)」東大･神田

教授意見発表資料『いわゆる悪質商品の

取扱いをどうすべきかという問題がある。

この点については、我が国におけるこれ

までの歴史に鑑みると、その対応等の面

において類型的に別物として取扱ってき

た面もあるので、基本的方向性としては、

金融関連の詐欺的行為を禁止する法律を

制定し、そちらで取締ることを検討するこ

とが望ましい（現在では、いわゆる出資法

で一部取締りが可能であるが、出資法の

ように預り金を一律に禁止するような法

律は、その立法論的な妥当性につき再検

討する必要がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入

などにおいて、出資金の全部または一部

について営業者が保証する。・エスクロー

事業（二当事者の取引のクロージングに

あたり、第三者が資金を預かって管理す

ることにより、取引上の危険を転換して取

引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきものではな

い。出資者の認識と保証者の支払能力の問題であ

り、不当表示規制や金融商品販売規制として整理さ

れるべきではないか。・金融庁は、「安全であると誤

信して出資した一般大衆が不測の被害を被ることを

防止する趣旨」とし、法務省は、「誤解を与える危険

性が高く、これを一般的に許容した場合、一般大衆

に不測の損害を与える危険が多分にある」とする。し

かし、誤信によるものであれば、誤信しないように表

示、説明をさせるという規制であるべきであろう。ま

た、誤解を与える危険が多分にあるというのも、決し

て難しい話ではないのであって、おかしい。これを

全面的に禁止し、仮に被害が発生していない場合

でも３年以下の懲役という重い刑罰の対象となると

いうのは、果たして制度として妥当であるといえる

のであろうか。・一般大衆の被害・損害というのは、

実際は騙しによって起こっているのであり、問題の

捉え方を誤っている。つまり、禁止・処罰の対象は、

金融商品において約束された運用行為等が現実に

行われていないことであり、この点に焦点を当てた

新たな規制を構築すべきである。・2条は、預り金の

概念が曖昧あるいは広すぎる。刑罰があり、罪刑法

定主義の観点から妥当性に疑問ある。<＊3>・法務

省は、「その意義が明確に規定されており、その概

念が不明確であるとは言い難い」とするが、預金と

同様の経済的性質を有するものということの解釈の

幅は相当広い。また、「無条件に許容した場合、一

般大衆に不測の損害を及ぼす」というのも、１条と同

様に騙しによって起こっている問題である。・戒厳令

型･前時代的処罰法規は、金融取引その他サービ

スの発展に目に見えにくいが悪影響を及ぼしてい

る。・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と出資法

との係わり合い、適用関係等が、経済社会情勢の

進展に対応し、その発展に貢献するものとなるよう、

引き続き制度整備の努力をしていくことが必要であ

る。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。

商法第２９６条

社債等の振替に関

する法律第８３条

社債の募集には取締役会の決議が必

要とされている（商法２９６条）。委員会

等設置会社においては取締役会決議

によりその権限を執行役に委任するこ

とができる（株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律２１条の７

第３項）。

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在作

業中の会社法制の現代化（平成１７年

法案提出予定）にかかる法制審議会

等の議論において，機動的な社債発

行等の観点から，取締役会の決議を

もって，代表取締役に対し，一定の範

囲内で具体的な額等の決定をするこ

と，一定の期間内で個々の発行時期

についての決定をすることを委任する

ことを認める方向で検討を進めてい

る。

ただし，社債の発行は，公衆に対する

ものでかつ多額・長期の借入れであ

るのが通常であり，慎重な手続を要す

ることから，取締役会の決議を不要と

することには慎重であるべきであると

考える。

z0300070 金融庁
社債及び短期社債に関する取締役会

での決議義務付けの見直し
5039 50390006 11 社団法人 リース事業協会 6

社債及び短期社債に関する取締役会

での決議義務付けの見直し

社債及び短期社債についても、商法上は

ガバナンスの観点から「多額の借財」の

取扱いと同様に位置付けるべきであり、

商品性のみに基づく取締役会決議の義

務付けは廃止されるべきである。

資本市場の拡大・活性化。

社債、短期社債について、包括決議での

運用や、短期社債における商法296条の

特例により機動性を確保すべき措置が講

じられてはきているが、そもそも他の調達

手段と区別して取締役会決議を義務付け

る合理的な理由は乏しい。銀行借入等他

の調達と比較して企業の資金調達の機

動性を損なっているのは事実であり、投

資家保護の観点からは証券取引法上の

各種規定で十分。昨年、法務省は「社債

の発行手続の見直しの要否は、他の資金

調達手段との異同等の観点から、会社法

制の現代化に係る議論の一環として検討

されている。この会社法制の現代化につ

いては、「規制改革推進３か年計画（再改

定）」（平成15年３月28日閣議決定）にお

いて平成17年を目途に法案提出予定と

されている。この予定を目標に法制審議

会において検討されており、上記の閣議

決定されたスケジュールに従って検討を

行ってまいりたい。」と説明している。見

直しの方向で検討がなされることを要望

する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商法第２９６条

社債等の振替に関

する法律第８３条

社債の募集には取締役会の決議が必

要とされている（商法２９６条）。委員会

等設置会社においては取締役会決議

によりその権限を執行役に委任するこ

とができる（株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律２１条の７

第３項）。

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在作

業中の会社法制の現代化（平成１７年

法案提出予定）にかかる法制審議会

等の議論において，機動的な社債発

行等の観点から，取締役会の決議を

もって，代表取締役に対し，一定の範

囲内で具体的な額等の決定をするこ

と，一定の期間内で個々の発行時期

についての決定をすることを委任する

ことを認める方向で検討を進めてい

る。

ただし，社債の発行は，公衆に対する

ものでかつ多額・長期の借入れであ

るのが通常であり，慎重な手続を要す

ることから，取締役会の決議を不要と

することには慎重であるべきであると

考える。

z0300070 金融庁
社債及び短期社債に関する取締役会

での決議義務付けの見直し
5040 50400025 11 オリックス 25

社債及び短期社債に関する取締役会

での決議義務付けの見直し

社債及び短期社債についても、商法上は

ガバナンスの観点から「多額の借財」の

取扱いと同様に位置付けるべきであり、

商品性のみに基づく取締役会決議の義

務付けは廃止されるべきである。

資本市場の拡大・活性化。

社債、短期社債について、包括決議での運用や、

短期社債における商法296条の特例により機動性を

確保すべき措置が講じられてはきているが、そもそ

も他の調達手段と区別して取締役会決議を義務付

ける合理的な理由は乏しい。銀行借入等他の調達

と比較して企業の資金調達の機動性を損なっている

のは事実であり、投資家保護の観点からは証券取

引法上の各種規定で十分。昨年、法務省は「社債

の発行手続の見直しの要否は、他の資金調達手段

との異同等の観点から、会社法制の現代化に係る

議論の一環として検討されている。この会社法制の

現代化については、「規制改革推進３か年計画（再

改定）」（平成15年３月28日閣議決定）において平成

17年を目途に法案提出予定とされている。この予定

を目標に法制審議会において検討されており、上

記の閣議決定されたスケジュールに従って検討を

行ってまいりたい。」と説明している。見直しの方向

で検討がなされることを要望する。

貸金業の規制等に

関する法律

貸金業規制法は、全ての貸金業者に

対し、資金需要者等の属性や規模の

如何に関わらず、一律に適用される。

ｂ

※（措

置の概

要参

照）

　いわゆる「ヤミ金融問題」を契機とし

た今般の貸金業規制法及び出資法の

一部改正法が平成１６年１月１日に施

行されたところ。

　貸金業制度の在り方については、同

法附則において施行後３年を目途とし

て検討を加え、必要な見直しを行うこ

ととなっている。

　

※措置の内容については、上記検討

を踏まえて決まるものであり、現時点

では未定。

z0300071 金融庁 貸金業法の抜本的見直し 5039 50390008 11 社団法人 リース事業協会 8 貸金業法の抜本的見直し

昨年8月改正の貸金業法附則第12条第1

項に規定された施行後3年を目途とする

貸金業制度のあり方の見直しについて、

早急に検討のための審議の場を設定す

ることを要望する。

昨年8月改正の貸金業法附則第12条第1

項に規定された施行後3年を目途とする

貸金業制度のあり方の見直しについて、

早急に検討のための審議の場を設定す

ることを要望する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

貸金業の規制等に

関する法律

貸金業規制法は、全ての貸金業者に

対し、資金需要者等の属性や規模の

如何に関わらず、一律に適用される。

ｂ

※（措

置の概

要参

照）

　いわゆる「ヤミ金融問題」を契機とし

た今般の貸金業規制法及び出資法の

一部改正法が平成１６年１月１日に施

行されたところ。

　貸金業制度の在り方については、同

法附則において施行後３年を目途とし

て検討を加え、必要な見直しを行うこ

ととなっている。

　

※措置の内容については、上記検討

を踏まえて決まるものであり、現時点

では未定。

z0300071 金融庁 貸金業法の抜本的見直し 5040 50400007 11 オリックス 7 貸金業法の抜本的見直し

昨年8月改正の貸金業法附則第12条第1

項に規定された施行後3年を目途とする

貸金業制度のあり方の見直しについて、

早急に検討のための審議の場を設定す

ることを要望する。

昨年8月改正の貸金業法附則第12条第1

項に規定された施行後3年を目途とする

貸金業制度のあり方の見直しについて、

早急に検討のための審議の場を設定す

ることを要望する。

銀行法施行規則第

9条の3第2項、第3

項、第10条

銀行の業務の全部又は一部を代理す

る者は、金融機関を除く法人にあって

は、委任銀行の１００％出資子会社又

は当該銀行を子会社とする銀行持株

会社の子会社でなければならない。

ａ
Ⅰ

Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300072 金融庁
銀行法の代理店規制／貸付業務に限

定した代理店の貸金業者への解禁
5039 50390009 11 社団法人 リース事業協会 9

銀行法の代理店規制／貸付業務に限

定した代理店の貸金業者への解禁

【規制内容】銀行の業務の全部又は一部

を代理する者は、金融機関を除く法人に

あっては、委任銀行の100％子会社また

はその銀行持株会社の子会社でなけれ

ばならない。【改革要望内容】銀行業務

のうち貸付業務に限り、銀行子会社でな

い貸金業者（貸金業規制法の登録を受け

た者）の代理を認める。

貸金業者が独自の営業店網で接触する

顧客に対し、銀行ローンの契約の成約業

務を行う。

貸金業者は、貸金業規制法の規制のも

と、金銭貸借の媒介を行いうるところ<＊

1>、銀行の貸付けについては、媒介は可

能としても代理ができない。これからの貸

金業者は、いろいろな営業形態の展開が

考えられるべきであり、それにより資金需

要者のニーズに応え、融資事業の正常

化が図られる必要がある。その場合の形

態として、貸金業者が貸付金を自己の資

産としないで代理業を行い手数料を取得

する形態がある。これは銀行にとっても貸

付を拡大する手法となるし、不適切な者

には委任しなければよいので問題もな

い。昨年、同要望に対して金融庁から「代

理店制度については、金融機関の健全

性や決済システムに与える影響等の観点

を踏まえつつ、資本関係等について見直

しを行うこととし、16年度中に検討を行

い、措置することとする。」と回答があっ

た。早急な措置を期待する。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

銀行法施行規則第

9条の3第2項、第3

項、第10条

銀行の業務の全部又は一部を代理す

る者は、金融機関を除く法人にあって

は、委任銀行の１００％出資子会社又

は当該銀行を子会社とする銀行持株

会社の子会社でなければならない。

ａ
Ⅰ

Ⅲ

代理店制度については、金融機関の

健全性や決済システムに与える影響

等の観点を踏まえつつ、資本関係等

について見直しを行うこととし、16年

度中に検討を行い、措置することとす

る。

z0300072 金融庁
銀行法の代理店規制／貸付業務に限

定した代理店の貸金業者への解禁
5040 50400008 11 オリックス 8

銀行法の代理店規制／貸付業務に限

定した代理店の貸金業者への解禁

【規制内容】銀行の業務の全部又は一部

を代理する者は、金融機関を除く法人に

あっては、委任銀行の100％子会社また

はその銀行持株会社の子会社でなけれ

ばならない。【改革要望内容】銀行業務

のうち貸付業務に限り、貸金業者（貸金

業規制法の登録を受けた者）の代理を認

める。

貸金業者が独自の営業店網で接触する

顧客に対し、銀行ローンの契約の成約業

務を行う。

貸金業者は、貸金業規制法の規制のも

と、金銭貸借の媒介を行いうるところ<＊

1>、銀行の貸付けについては、媒介は可

能としても代理ができない。これからの貸

金業者は、いろいろな営業形態の展開が

考えられるべきであり、それにより資金需

要者のニーズに応え、融資事業の正常

化が図られる必要がある。その場合の形

態として、貸金業者が貸付金を自己の資

産としないで代理業を行い手数料を取得

する形態がある。これは銀行にとっても貸

付を拡大する手法となるし、不適切な者

には委任しなければよいので問題もな

い。昨年、同要望に対して金融庁から「代

理店制度については、金融機関の健全

性や決済システムに与える影響等の観点

を踏まえつつ、資本関係等について見直

しを行うこととし、16年度中に検討を行

い、措置することとする。」と回答が示され

た。早急な措置を期待する。

信託法第1条

資産の流動化に関

する法律第31条の

2

 信託法第58条は、受益者が信託利

益の全部を享受する場合で、かつ、や

むをえない事情があるときは、受益者

又は利害関係人の請求により、裁判

所は信託を解除できると規定してい

る。

　自己の財産について、自ら受託者と

して信託を設定することを「信託宣言」

をいう。信託法第一条において、信託

とは「他人をして」財産の管理・処分を

任せる行為であると定義している。

　資産の流動化に関する法律第3編に

おいて、信託を利用した流動化の制

度について定めている。

c Ⅰ

　信託法第58条については、法務省

において、平成17年度中に信託法の

改正について関係法案を国会に提出

することを目途として作業を行っていく

予定であると承知しており、特定持分

信託に関して信託法58条の特例を設

けるか否かについては、当該改正作

業の動向を踏まえつつ検討する。

　信託宣言、チャリタブルトラスト制度

の創設については、当該制度は特定

の会社形態の場合についてのみ適用

するといった仕組みとはされていない

ため、特定持分信託にのみ単独で特

別措置を設けることは困難。

z0300073 金融庁
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設
5039 50390010 11 社団法人 リース事業協会 10

信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単独

の場合においては信託の解除リスクが

あるため、証券化のスキーム上問題にな

ることがある。信託法58条の改正を望む。

また、英米法における信託宣言やチャリ

タブルトラストの制度の創設を望む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く

税制上も優遇性が確保できるビークルと

して資産流動化法上の特定目的会社（以

下TMK）の制度があるがTMKへの出資金

を保有する者としては、いまだにケイマン

SPCが使われることが多い。（特定持分信

託の制度は、左記の理由からリーガル的

には若干のリスクが残ると解されており、

複数のものを受益者にする必要があるな

ど使い勝手が悪くなってしまっている。）

上記の通り、英米法における信託宣言や

チャリタブルトラストに代わる仕組みとし

て、資産流動化法上の特定持分信託や

中間法人が利用されることがあるが、使

い勝手などの理由からいまだにケイマン

SPCが使われるケースが多い。信託法の

見直しなどを行うことで証券化の仕組み

上、より使い勝手がよく、低コストで国内

完結しやすくなる制度の創設を望む。昨

年、同要望に対して金融庁及び法務省か

ら「ＳＰＣ法の特定持分信託に関して、信

託法第58条の特例を設けることについて

検討し結論を得る。更なる信託スキーム

の活用に資する商事（営業）信託関連法

制の見直しを行う。資産流動化に際して

の信託宣言の許容に関して検討し結論を

得る。」との回答があった。早急な見直し

を期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信託法第1条

資産の流動化に関

する法律第31条の

2

 信託法第58条は、受益者が信託利

益の全部を享受する場合で、かつ、や

むをえない事情があるときは、受益者

又は利害関係人の請求により、裁判

所は信託を解除できると規定してい

る。

　自己の財産について、自ら受託者と

して信託を設定することを「信託宣言」

をいう。信託法第一条において、信託

とは「他人をして」財産の管理・処分を

任せる行為であると定義している。

　資産の流動化に関する法律第3編に

おいて、信託を利用した流動化の制

度について定めている。

c Ⅰ

　信託法第58条については、法務省

において、平成17年度中に信託法の

改正について関係法案を国会に提出

することを目途として作業を行っていく

予定であると承知しており、特定持分

信託に関して信託法58条の特例を設

けるか否かについては、当該改正作

業の動向を踏まえつつ検討する。

　信託宣言、チャリタブルトラスト制度

の創設については、当該制度は特定

の会社形態の場合についてのみ適用

するといった仕組みとはされていない

ため、特定持分信託にのみ単独で特

別措置を設けることは困難。

z0300073 金融庁
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設
5040 50400009 11 オリックス 9

信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単独

の場合においては信託の解除リスクが

あるため、証券化のスキーム上問題にな

ることがある。信託法58条の改正を望む。

また、英米法における信託宣言やチャリ

タブルトラストの制度の創設を望む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く

税制上も優遇性が確保できるビークルと

して資産流動化法上の特定目的会社（以

下TMK）の制度があるがTMKへの出資金

を保有する者としては、いまだにケイマン

SPCが使われることが多い。（特定持分信

託の制度は、左記の理由からリーガル的

には若干のリスクが残ると解されており、

複数のものを受益者にする必要があるな

ど使い勝手が悪くなってしまっている。）

左記の通り、英米法における信託宣言や

チャリタブルトラストに代わる仕組みとし

て、資産流動化法上の特定持分信託や

中間法人が利用されることがあるが、使

い勝手などの理由からいまだにケイマン

SPCが使われるケースが多い。信託法の

見直しなどを行うことで証券化の仕組み

上、より使い勝手がよく、低コストで国内

完結しやすくなる制度の創設を望む。昨

年、同要望に対して金融庁及び法務省か

ら「ＳＰＣ法の特定持分信託に関して、信

託法第58条の特例を設けることについて

検討し結論を得る。更なる信託スキーム

の活用に資する商事（営業）信託関連法

制の見直しを行う。資産流動化に際して

の信託宣言の許容に関して検討し結論を

得る。」との回答が示された。早急な見直

しを期待する。

投資事業有限責任

組合契約に関する

法律第3条

有限責任組合については、中小企業

等有限責任組合法の改正により、中

小企業、未公開企業要件等の撤廃等

を行い投資対象範囲が拡大されてい

る。

c -

有限責任組合については、中小企業

等有限責任組合法の改正により、中

小企業、未公開企業要件等の撤廃等

を行い投資対象範囲を拡大したことに

加え、本年6月に成立した証券取引法

の一部改正法により、組合員数要件

等の撤廃を図るとともに、投資事業有

限責任組合の出資を証券取引法上の

有価証券とみなす等の改正を行った

ところであり（本年12月施行予定）、

投資家保護に留意しつつ、その範囲

の拡大を図ってきたところ。

z0300074 金融庁
有限責任組合制度の整備／取得財産

の限定の廃止
5039 50390011 11 社団法人 リース事業協会 11

有限責任組合制度の整備／取得財産

の限定の廃止

「中小企業等投資事業有限責任組合法」

の改正により、投資対象範囲の中小企

業・未公開企業要件が撤廃され、株式等

に加え「社債、金銭債権の取得、金銭の

貸付」が認められた。しかし、投資ビーク

ルの法制であるから、「社債、金銭債権の

取得、金銭の貸付」の追加に留まらず、対

象資産の制限を設けない、純粋なビーク

ル法制とするべき。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く

税制上も優遇性が確保できるビークルと

して資産流動化法上の特定目的会社（以

下TMK）の制度があるがTMKへの出資金

を保有する者としては、いまだにケイマン

SPCが使われることが多い。（特定持分信

託の制度は、左記の理由からリーガル的

には若干のリスクが残ると解されており、

複数のものを受益者にする必要があるな

ど使い勝手が悪くなってしまっている。）

上記の通り、英米法における信託宣言や

チャリタブルトラストに代わる仕組みとし

て、資産流動化法上の特定持分信託や

中間法人が利用されることがあるが、使

い勝手などの理由からいまだにケイマン

SPCが使われるケースが多い。信託法の

見直しなどを行うことで証券化の仕組み

上、より使い勝手がよく、低コストで国内

完結しやすくなる制度の創設を望む。昨

年、同要望に対して経済産業省から「より

一般的な投資ファンド法制を整備するた

め、投資事業有限責任組合契約に関する

法律（平成10年法律第90号）を改正し、

投資事業範囲の制限を撤廃することにつ

いて、早期に検討し、結論を得る。」との

回答があり、法務省及び金融庁から、「

出資者の有限責任が確保されつつ内部

関係における柔軟なガバナンスが認めら

れるというような特徴を有する新たな事

業組織形態として、投資者保護ルールの

整備と併せ、私法上の日本版ＬＬＣ制度の

創設を図ることについて検討し、結論を得

る。合理的かつ健全な私法上の事業組織

形態の在り方について、私法上の問題点

の整理と検討を行うとともに、併せて税法

上の取扱いも検討する。」と回答があっ

た。早急な見直しを期待する。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

証券取引法第2条

第3項、証券取引法

第二条に規定する

定義に関する内閣

府令第4条

適格機関投資家の範囲は、内閣府令

で列挙される金融機関等に加え、平

成１５年３月及び６月の改正により、有

価証券報告書提出会社で有価証券等

の保有額100億円以上の事業会社、

ベンチャーキャピタル会社、厚生年金

基金又は一定の非居住者で金融庁長

官に届出を行った者等について、適

格機関投資家の範囲を拡大している。

また、平成１６年度中には、適格機関

投資家に係る届出期間を原稿の年１

回（７月）から年２回（７月及び１月）と

するとともに、適格機関投資家である

期間を現行の１年間から２年間とする

ための所要の措置を行う予定。

c -

証券取引法のディスクロージャー制度

は、投資家が投資判断を行うために

必要な情報の開示を発行者等に義務

づけ、投資家がその情報を元に自己

の責任において投資判断を行うため

の機会を与えることにより、投資家保

護を図ろうとするものであり、こうした

自己責任原則に基づいた市場を構築

することが最大の課題とされている。

このため、適切なディスクロージャーを

確保することが必要である。

こうした観点から、適格機関投資家と

しての事業会社の範囲の更なる拡大

については、金融審議会での検討や

米国での現状を踏まえ、平成１５年４月

１日に適格機関投資家の範囲を拡大

したところであり、更なる適格機関投

資家の範囲の拡大は措置困難。

z0300075 金融庁
証券取引法上の適格機関投資家の範

囲拡大
5039 50390012 11 社団法人 リース事業協会 12

証券取引法上の適格機関投資家の範

囲拡大

現在、適格機関投資家は銀行等の金融

機関や一部の事業会社に限定されてい

る。このうち、事業会社については、以前

は貸借対照表の「有価証券」及び「投資

有価証券」の金額が100億円以上のもの

で金融庁長官に届出を行ったものとされ

ている（過去は金額制限が500億円以上

であったが、金融審議会での議論を踏ま

え引き下げられた）。この範囲を、事業法

人については保有有価証券の金額制限

を更に5億円程度へと引下げ、また個人

投資家についても資力に一定の制限

（例：1億円以上）をつけた上で、届出を

行ったものについては適格機関投資家

の資格を付与するべき。

資本市場の活性化

わが国資本市場の一層の発展と経済活

性化のためには、様様なニーズに対応し

た金融商品の普及が不可欠。現行の公

募ルールでは新しい商品に対する柔軟

性に欠けるため、まずは私募市場の拡大

が喫緊の課題と考えるが、従来の金融機

関では積極的なリスクテイクに限界があ

り、資力とその意志ある投資家を増やす

ことが市場の厚みに繋がる。届出制をとる

ことで、自己責任原則は徹底できるものと

考える。なお、個人については米国でも、

資産規模等の制限をつけた上で適格機

関投資家の範囲に含めている。

同上 同上 ｃ - 同上 z0300075 金融庁
証券取引法上の適格機関投資家の範

囲拡大
5040 50400011 11 オリックス 11

証券取引法上の適格機関投資家の範

囲拡大

現在、適格機関投資家は銀行等の金融

機関や一部の事業会社に限定されてい

る。このうち、事業会社については、以前

は貸借対照表の「有価証券」及び「投資

有価証券」の金額が100億円以上のもの

で金融庁長官に届出を行ったものとされ

ている（過去は金額制限が500億円以上

であったが、金融審議会での議論を踏ま

え引き下げられた）。この範囲を、事業法

人については保有有価証券の金額制限

を更に5億円程度へと引下げ、また個人

投資家についても資力に一定の制限

（例：1億円以上）をつけた上で、届出を

行ったものについては適格機関投資家

の資格を付与するべき。

資本市場の活性化

わが国資本市場の一層の発展と経済活

性化のためには、様様なニーズに対応し

た金融商品の普及が不可欠。現行の公

募ルールでは新しい商品に対する柔軟

性に欠けるため、まずは私募市場の拡大

が喫緊の課題と考えるが、従来の金融機

関では積極的なリスクテイクに限界があ

り、資力とその意志ある投資家を増やす

ことが市場の厚みに繋がる。届出制をとる

ことで、自己責任原則は徹底できるものと

考える。なお、個人については米国でも、

資産規模等の制限をつけた上で適格機

関投資家の範囲に含めている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

　現行の信託業法においては、信託

会社が引き受けることができる財産は

信託業法第４条により限定されてい

る。

　また、信託業の担い手も①信託業法

による免許取得、②銀行法等により金

融機関の免許を取得した上で兼営法

による認可を受けることとされており、

現在、国内において信託業を営んで

いる者は②によって認可を受けた金

融機関のみとなっている。

ａ Ⅰ

　「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、①現行の信託

業法で受託可能財産となっていない

知的財産権等を受託可能財産とする

など、受託可能財産の範囲を拡大す

る、②現在、信託兼営金融機関のみが

行っている信託業を金融機関以外の

者が行い得るようにする、ため必要な

制度整備を行うとされ、この報告を踏

まえ、信託業法案を第159回通常国会

に提出したところ。（同国会において

閉会中審査案件とされた。）

z0300076 金融庁 信託業法改正の早期成立 5039 50390013 11 社団法人 リース事業協会 13 信託業法改正の早期成立

信託業務の改正を行い、事業会社の信託

業、信託代理店への参入を可能にする。

現在、信託業、信託代理店は、金融機関

に限られている。

信託業務について、競争が促進されると

ともに、顧客への提案等の機会が増え、

市場の発展、顧客の利便性の向上に役

立つ。

信託業法の改正案が、国会に提出された

が、未だ成立していない。次期の国会に

おいて、早期の成立を行い、信託業務の

市場の発展、顧客の利便性の向上を実現

する必要があるため。

<＊1>出資法が現に果

たす役割は詐欺罪の前

段階的な処罰と思われ、

これは不当な表示･勧誘

により行われるので、不

当表示防止法を独禁法

の枠組みから切離して整

備し、罰則強化、警察管

轄とすることは検討でき

ないか。相手方の属性

（個人かプロか）の観点も

必要と思われる。<＊2>

エスクロー事業が出資法

２条に抵触するのか判然

とせず、抵触するとの解

釈も表明されており、事

業を行おうとする際の重

大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃

貸事業で預かる敷金等、

継続取引業者間の取引

保証金などはどう解釈さ

れるのか。

信託業法

金融機関の信託業

務の兼営等に関す

る法律

　現行の信託業法においては、信託

会社が引き受けることができる財産は

信託業法第４条により限定されてい

る。

　また、信託業の担い手も①信託業法

による免許取得、②銀行法等により金

融機関の免許を取得した上で兼営法

による認可を受けることとされており、

現在、国内において信託業を営んで

いる者は②によって認可を受けた金

融機関のみとなっている。

ａ Ⅰ

　「信託業のあり方に関する中間報告

書」（金融審議会第二部会報告

(15.7.28)）において、①現行の信託

業法で受託可能財産となっていない

知的財産権等を受託可能財産とする

など、受託可能財産の範囲を拡大す

る、②現在、信託兼営金融機関のみが

行っている信託業を金融機関以外の

者が行い得るようにする、ため必要な

制度整備を行うとされ、この報告を踏

まえ、信託業法案を第159回通常国会

に提出したところ。（同国会において

閉会中審査案件とされた。）

z0300076 金融庁 信託業法改正の早期成立 5040 50400012 11 オリックス 12 信託業法改正の早期成立

信託業務の改正を行い、事業会社の信託

業、信託代理店への参入を可能にする。

現在、信託業、信託代理店は、金融機関

に限られている。

信託業務について、競争が促進されると

ともに、顧客への提案等の機会が増え、

市場の発展、顧客の利便性の向上に役

立つ。

信託業法の改正案が、国会に提出された

が、未だ成立していない。次期の国会に

おいて、早期の成立を行い、信託業務の

市場の発展、顧客の利便性の向上を実現

する必要があるため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

証券取引法第２条

第１項、同第２項

現行、証券取引法上の「有価証券」

は、第２条第１項、同第２項で掲げられ

たものとなっている。

b Ⅰ

　昨年末にとりまとめられた金融審議

会報告書「市場機能を中核とする金融

システムに向けて」において、①当面

の対応として、これまで投資家保護策

の講じられていない投資サービスや、

新たに登場するであろう投資サービ

スにつき、証券取引法を中心とした有

効な投資家保護のあり方について検

討するとともに、②また、中期的な対

応として、証券取引法の投資サービス

法への改組の可能性も含めたより幅

広い投資家保護の枠組みについて、

中期的課題として検討を継続していく

との提言をいただいたところであり、

かかる信託受益権についての取扱い

も含め、証券取引法上の「有価証券」

のあり方について検討する。

z0300077 金融庁
信託受益権の有価証券化に関する法

規定の整備
5039 50390017 11 社団法人 リース事業協会 17

信託受益権の有価証券化に関する法

規定の整備

信託受益権が有価証券となるよう、信託

法に所要の規定を明記するとともに、証

券取引法上の有価証券とすること。つい

ては、現行の限定列挙主義を改め幅広い

概念規定を導入すること。

信託受益権発行企業にとって、資金調達

コストの軽減が図れる。

信託受益権の流通性、安全性が高まり、

受益権の買い手が増加し、資産流動化市

場が活性化する。

売掛債権担保融資保証制度を利用す

る場合に、譲渡禁止特約の部分解除

を実施。

ｄ － z0300078 金融庁
国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除
5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22

国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお

いては、債権譲渡禁止特約の解除が行

われているが、すべての国の機関及び地

方自治体においても速やかに債権譲渡

禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適格

要件の障害となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

―

要望事項にある私募債を前提としたミ

ディアム・ターム・ノートプログラムのよ

うな、負担の少ない社債発行枠を制

限する規制はない。

ｅ ―

要望事項にある私募債を前提としたミ

ディアム・ターム・ノートプログラムのよ

うな、負担の少ない社債発行枠を制

限する規制はないが、仮に新たな制

度を創設するとなると具体的にどのよ

うな制度を想定しているのかを提示し

ていただきたい。

z0300079 金融庁 私募債での社債発行枠制度の創設 5039 50390023 11 社団法人 リース事業協会 23 私募債での社債発行枠制度の創設

私募債を前提としたミディアム・ターム・

ノートプログラムのような、負担の少ない

社債発行枠制度の創設あるいは制限の

緩和を要望する。

・発行枠更新の契約書類を日本語で作成

できれば事務負担が大幅に軽減され

る。・元利金の送金手続が日本国内で完

結すれば、事務負担、事務手数料が大幅

に削減される。

国内市場では、ミディアム・ターム・ノート

のように枠を設定して機動的な社債発行

を行う場合には証券取引法第23条にお

ける発行登録債制度が規定されている

が、有価証券報告書の継続開示要件、複

数格付の取得要件等公募債を前提とした

制度のため、開示の負担が大きいこと。

保険業法第300条、

規則第234条

生命保険会社は、法人である生命保

険募集人及び保険仲立人に対し、自

己又は密接な関係を有する法人を契

約者とする場合には、手数料支払等

による保険料の割引、割戻し等を目的

とした保険募集を行うことがないよう

指導及び管理等の措置を講じる必要

がある。

C -

自己・特定契約の規制は、募集手数

料を支払う名目で、実質的に特定の

保険契約者に対して保険料の割引と

特別の利益提供による不公平な保険

募集等が行われないようにとの趣旨

から設けられているものであり、こうし

た観点からこれらの規制を見直すこと

は困難である。

z0300080 金融庁
生命保険の自己契約及び特定契約に

係る規制の明確化
5039 50390024 11 社団法人 リース事業協会 24

生命保険の自己契約及び特定契約に

係る規制の明確化

生命保険募集人が行なう自己または当

該法人と密接な関係を有する法人の保険

契約の募集については、その募集が保

険料の割引、割戻しを目的としない限り

は、代理店手数料の受け取りが可能であ

ることを明示することを要望する。併せて、

「保険料の割引、割戻しを目的とする保険

募集」の判断基準を示すことを要望する。

生命保険の自己契約、特定契約につい

て、金融庁事務ガイドラインは、「手数料

支払等による保険料の割引、割戻し等を

目的とした保険募集を行なうことがない

よう」保険会社が指導・管理を行なうこと

としている。保険料の割引、割戻しを目的

とした保険募集を規制することの合理性

はあるものの、実際には生命保険協会の

生命保険募集代理店運営ガイドラインに

より、保険料の割引、割戻しを目的としな

い募集に関しても一律的に禁止すること

が規定され、規制範囲を拡大して運用が

なされている。昨年、同要望に対して金

融庁から「自己・特定契約の規制は、募

集手数料を支払う名目で、実質的に特定

の保険契約者に対して保険料の割引と

特別の利益提供による不公平な保険募

集等が行われないようにとの趣旨から設

けられているものであり、こうした観点か

らこれらの規制を見直すことは困難であ

る。」との回答が示された。「実質的に特

定の保険契約者に対して保険料の割引

と特別の利益提供による不公平な保険募

集等が行われないように」との規制の趣

旨は理解できるが、現状は、生命保険協

会の生命保険募集代理店運営ガイドライ

ンにより、保険料の割引、割戻しを目的と

しない募集に関しても一律的に禁止する

ことが規定され、過剰な規制手段がとら

れている。過剰な規制手段を是正するよ

うな事務ガイドラインの改正が望まれる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第300条、

規則第234条

生命保険会社は、法人である生命保

険募集人及び保険仲立人に対し、自

己又は密接な関係を有する法人を契

約者とする場合には、手数料支払等

による保険料の割引、割戻し等を目的

とした保険募集を行うことがないよう

指導及び管理等の措置を講じる必要

がある。

C -

自己・特定契約の規制は、募集手数

料を支払う名目で、実質的に特定の

保険契約者に対して保険料の割引と

特別の利益提供による不公平な保険

募集等が行われないようにとの趣旨

から設けられているものであり、こうし

た観点からこれらの規制を見直すこと

は困難である。

z0300080 金融庁
生命保険の自己契約及び特定契約に

係る規制の明確化
5040 50400015 11 オリックス 15

生命保険の自己契約及び特定契約に

係る規制の明確化

生命保険代理店が行なう、自己または自

己と密接な関係を有する法人の保険契約

の募集については、その募集が保険料

の割引、割戻しを目的としない限りは、代

理店手数料の支払が可能であることを明

示することを要望する。併せて、「保険料

の割引、割戻しを目的とする保険募集」の

判断基準を示すことを要望する。

法人代理店の自己契約に関し、損害保険

では保険業法第２９５条第２項により全体

保険料の５０％を超えない範囲の取扱い

が明文で認められていることに加え、同

条が同第３００条第１項第５号の他に設置

されていることから、５０％以内の自己契

約についての手数料支払は認められるも

のと解される。特定契約に関しても、損害

保険では事務ガイドライン３－１－２（１）

②で同様の記載があり、全体保険料の５

０％を超えない範囲で当該代理店の取扱

いが認められ、手数料の支払が行なわれ

ている。これと対比して生命保険の自己

契約・特定契約に関しては、保険業法に

明文の規定がなく、事務ガイドライン２－２

（３）②ロで「手数料支払等による保険料

の割引、割戻し等を目的とした保険募集

を行なうことがないよう」保険会社が指

導・管理を行なうこととしている。保険料

の割引、割戻しを目的とした保険募集を

規制することに合理性はあるものの、法

令等の規制の趣旨を踏まえて設けられた

とする生命保険協会の生命保険募集代

理店運営ガイドラインは、保険料の割引、

割戻しを目的としない募集も一律的に禁

止し、規制範囲を拡大して運用がなされ

ている。これにより、生命保険の自己契

約・特定契約に関し、法令等の根拠もな

く、明文の規定を持つ損害保険よりも著し

く厳しい運用となっており、結果として手

数料の支払が行なわれないという不合

理が生じている。

東証・適時開示規

則第2条（３）

東証・会社情報適

時ガイドブック

東証が作成している会社情報適時開

示ガイドブックにおいて、「決算短信」

は①連結経営成績、②連結財務状

態、③連結キャッシュ・フローの状況、

④連結業績予想　等をハイライト情報

として一枚紙に記載し、「添付資料」と

して、注記情報を記載した連結財務諸

表等の資料を添付することとしてい

る。

e 0

決算短信添付資料は、当局の法令等

で定めているものではなく、報道機関

や投資家の要請をベースに各証券取

引所が独自にルール化しているもの

であり、そのルールの見直しについ

ては、各証券取引所が報道機関等を

含めた関係者と協議して決定すべき

ものである。

z0300081 金融庁 決算短信について 5039 50390048 11 社団法人 リース事業協会 48 決算短信について

有価証券報告書で開示が義務付けられ

ている情報の注記情報については、決算

短信において省略することができることと

する。

コンパクトな情報となり、利用者側にとっ

て利用しやすくなる。迅速な開示が可能

となる。事務コストの軽減に資する。

公開会社においては、膨大な量の決算

短信及び有価証券報告書の作成が義務

付けられており、迅速な開示が求められ

ている中、多大な事務負担となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

不動産特定共同事

業法第２４条

不動産特定共同事業者は、不動産特

定共同事業が成立するまでの間に、

不動産特定共同事業契約の内容及び

その履行に関する事項であって主務

省令で定めるものについて、書面を交

付して説明しなければならない。

Ｃ －

不動産特定共同事業商品の契約の申

込者が、契約の内容等について十分

知らないままに契約締結を行うと、

後々のトラブルの原因となる可能性が

あることから、適切に情報が開示され

ていることが不可欠であり、契約成立

前にその内容等について書面を交付

して説明することが、消費者保護やト

ラブル未然防止の観点から必要と考

えられる。また、説明内容に関しても

不動産特定共同事業商品は不動産と

しての性格が強い商品であることか

ら、金融商品販売法上要求される説明

事項に加えて、不動産特定共同事業

法上要求される個々の対象不動産に

関する独自の説明（賃貸状況等）がな

されることが消費者保護の観点からも

不可欠である。

z0300082 金融庁
不動産特定共同事業契約締結に係る

説明義務の撤廃
5039 50390052 11 社団法人 リース事業協会 52

不動産特定共同事業契約締結に係る

説明義務の撤廃

｢金融商品の販売等に関する法律｣に列

挙される金融商品においては、読んで聞

かせる説明義務を課しておらず、不動産

特定共同事業法の説明義務の過度な規

制を緩和すべきである。

不動産特定共同事業商品の販売の効率

化とマーケットの拡大に寄与する。

「金融商品の販売等に関する法律」においては説明

義務を販売業者に課しているが、対面による説明ま

で要求しているものではない。「説明」の概念の定

義が法律上存在しないが、現在の運用は宅地建物

取引業法第３５条の重要事項説明と同等と解釈され

ているのが一般的となっており、実務上のコストは

多大なものである。投資信託や商品ファンド等他の

金融商品を販売する場合には書面の交付義務こそ

あれ、読んで聞かせるような説明義務までは課して

いない。昨年、同要望に対して金融庁及び国土交

通省から「不動産特定共同事業法の契約成立前に

おける契約内容説明義務に関して、その具体的態

様については、消費者保護やトラブル未然防止等

の観点から、個別の質問応答対応を確保しつつ、ビ

デオ、ＤＶＤ等の電子機器の活用を可能とするよう、

所要の通知を発する。」との回答が示された。ビデ

オ、ＤＶＤ等の電子機器の活用が可能になることは

望ましいが、そもそも多数の不動産をパッケージし

ている不動産特定共同事業は投資信託や商品ファ

ンドと同様に金融商品であり、同等の書面の交付義

務を課すことで投資家保護は図られる。

不動産特定共同事

業法第２４条

不動産特定共同事業者は、不動産特

定共同事業が成立するまでの間に、

不動産特定共同事業契約の内容及び

その履行に関する事項であって主務

省令で定めるものについて、書面を交

付して説明しなければならない。

Ｃ －

不動産特定共同事業商品の契約の申

込者が、契約の内容等について十分

知らないままに契約締結を行うと、

後々のトラブルの原因となる可能性が

あることから、適切に情報が開示され

ていることが不可欠であり、契約成立

前にその内容等について書面を交付

して説明することが、消費者保護やト

ラブル未然防止の観点から必要と考

えられる。また、説明内容に関しても

不動産特定共同事業商品は不動産と

しての性格が強い商品であることか

ら、金融商品販売法上要求される説明

事項に加えて、不動産特定共同事業

法上要求される個々の対象不動産に

関する独自の説明（賃貸状況等）がな

されることが消費者保護の観点からも

不可欠である。

z0300082 金融庁
不動産特定共同事業契約締結に係る

説明義務の撤廃
5040 50400021 11 オリックス 21

 不動産特定共同事業契約締結に係

る説明義務の撤廃

｢金融商品の販売等に関する法律｣に列

挙される金融商品においては、読んで聞

かせる説明義務を課しておらず、不動産

特定共同事業法の説明義務の過度な規

制を緩和すべきである。

 不動産特定共同事業商品の販売の効率

化とマーケットの拡大に寄与する。

「金融商品の販売等に関する法律」にお

いては説明義務を販売業者に課している

が、対面による説明まで要求しているもの

ではない。「説明」の概念の定義が法律

上存在しないが、現在の運用は宅地建物

取引業法第３５条の重要事項説明と同等

と解釈されているのが一般的となってお

り、実務上のコストは多大なものである。

投資信託や商品ファンド等他の金融商品

を販売する場合には書面の交付義務こそ

あれ、読んで聞かせるような説明義務ま

では課していない。昨年、同要望に対し

て金融庁及び国土交通省から「不動産特

定共同事業法の契約成立前における契

約内容説明義務に関して、その具体的態

様については、消費者保護やトラブル未

然防止等の観点から、個別の質問応答対

応を確保しつつ、ビデオ、ＤＶＤ等の電子

機器の活用を可能とするよう、所要の通

知を発する。」との回答が示された。ビデ

オ、ＤＶＤ等の電子機器の活用が可能に

なることは望ましいが、そもそも多数の不

動産をパッケージしている不動産特定共

同事業は投資信託や商品ファンドと同様

に金融商品であり、同等の書面の交付義

務を課すことで投資家保護は図られる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

資産の流動化に関

する法律第2条第2

項

特定目的会社の資金調達手段は、資

産対応証券、特定目的借入れ、特定

目的信託に限定されている。

現在、匿名組合出資による資金調達

は認められていない。

c Ⅰ

　ＳＰＣは、資産の流動化のみに用い

られる特殊な会社であって、導管的な

存在に過ぎないものであり、原則とし

て転々流通する有価証券の発行によ

り資金調達を行うという現在のスキー

ムを前提に、税制面の優遇が認めら

れている。

　匿名組合出資は、営業者と出資者の

人的関係に基づく個別契約に基づき

行われるものであり、出資持分の転々

流通性を予定していないという点で、

ＳＰＣの資産対応証券と根本的に異

なる。仮に、ＳＰＣの資金調達手段とし

て追加することとした場合は、税制面

の優遇も含め、現行ＳＰＣのスキーム

を根本的に見直すことにつながるもの

であり、措置困難である。

z0300083 金融庁 特定目的会社の資金調達手段の拡大 5039 50390053 11 社団法人 リース事業協会 53 特定目的会社の資金調達手段の拡大
匿名組合契約に基づく出資などを追加

し、その担い手を増やすべきである。

プレーヤーの増加により、資産流動化が

促進される。特に不良債権処理に貢献す

るものと思われる。

金融機関、特定の事業会社が特定目的会社に貸付を行なうことが認

められていることに鑑みれば、証券市場の発展への寄与を理由に匿

名組合出資を認めない理由にはならない。また、例えば、特定目的

会社に貸付を行なう企業が匿名組合出資を行なうことを認めること

は、投資家保護に欠けるものではない。昨年、同要望に対して金融

庁から「SPCの新たな資金調達手段として、匿名組合契約に基づく出

資金を受け入れる制度を設ける場合には、投資家保護の観点や、

証券市場の発展に寄与することを考慮して、税務上の優遇措置が設

けられていることから、SPC法上の特例として、当該出資持分は証券

取引法上の有価証券と位置づけざるを得ない。しかしながら、「匿名

組合契約は、営業者と出資者の人的信頼関係に基づく個別契約に

よってなされるものであり、転々流通することを前提とする有価証券

化には馴染まないと考えれるため措置困難。」と回答しており、まず

は当方の主張についてご理解頂きたい。なお、SPCによる借入れ

は、証券市場の発展に寄与することを考慮して税制上の優遇措置が

設けられている制度の下において、例外的に認められているもので

あり、有価証券以外による資金調達を拡大することは適当でないと

考える。」との回答が示された。今般、証券取引法が改正され、投資

事業有限責任組合契約に基づく権利、投資事業有限責任組合契約

に類似する組合契約に基づく権利等を有価証券とみなして、証券取

引法の規定を適用することとなった。改正証券取引法を踏まえて、特

定目的会社に対する匿名組合出資を認めることについて再度検討

願いたい。

資産の流動化に関

する法律第2条第2

項

特定目的会社の資金調達手段は、資

産対応証券、特定目的借入れ、特定

目的信託に限定されている。

現在、匿名組合出資による資金調達

は認められていない。

c Ⅰ

　ＳＰＣは、資産の流動化のみに用い

られる特殊な会社であって、導管的な

存在に過ぎないものであり、原則とし

て転々流通する有価証券の発行によ

り資金調達を行うという現在のスキー

ムを前提に、税制面の優遇が認めら

れている。

　匿名組合出資は、営業者と出資者の

人的関係に基づく個別契約に基づき

行われるものであり、出資持分の転々

流通性を予定していないという点で、

ＳＰＣの資産対応証券と根本的に異

なる。仮に、ＳＰＣの資金調達手段とし

て追加することとした場合は、税制面

の優遇も含め、現行ＳＰＣのスキーム

を根本的に見直すことにつながるもの

であり、措置困難である。

z0300083 金融庁 特定目的会社の資金調達手段の拡大 5040 50400023 11 オリックス 23 特定目的会社の資金調達手段の拡大
匿名組合契約に基づく出資などを追加

し、その担い手を増やすべきである。

プレーヤーの増加により、資産流動化が

促進される。特に不良債権処理に貢献す

るものと思われる。

金融機関、特定の事業会社が特定目的会社に貸付を行なうことが認

められていることに鑑みれば、証券市場の発展への寄与を理由に匿

名組合出資を認めない理由にはならない。また、例えば、特定目的

会社に貸付を行なう企業が匿名組合出資を行なうことを認めること

は、投資家保護に欠けるものではない。昨年、同要望に対して金融

庁から「SPCの新たな資金調達手段として、匿名組合契約に基づく出

資金を受け入れる制度を設ける場合には、投資家保護の観点や、

証券市場の発展に寄与することを考慮して、税務上の優遇措置が設

けられていることから、SPC法上の特例として、当該出資持分は証券

取引法上の有価証券と位置づけざるを得ない。しかしながら、「匿名

組合契約は、営業者と出資者の人的信頼関係に基づく個別契約に

よってなされるものであり、転々流通することを前提とする有価証券

化には馴染まないと考えれるため措置困難。」と回答しており、まず

は当方の主張についてご理解頂きたい。なお、SPCによる借入れ

は、証券市場の発展に寄与することを考慮して税制上の優遇措置が

設けられている制度の下において、例外的に認められているもので

あり、有価証券以外による資金調達を拡大することは適当でないと

考える。」との回答が示された。今般、証券取引法が改正され、投資

事業有限責任組合契約に基づく権利、投資事業有限責任組合契約

に類似する組合契約に基づく権利等を有価証券とみなして、証券取

引法の規定を適用することとなった。改正証券取引法を踏まえて、特

定目的会社に対する匿名組合出資を認めることについて再度検討

願いたい。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律第１７条

商品投資販売業者は顧客と商品投資

契約等を締結した際に契約内容を示

した書面を交付することとなっている。

Ｃ －

契約成立時交付書面（１７条書面）と

は、商品投資契約が成立した場合に、

後日当事者間にその内容を巡る紛争

が発生することを回避するため、成立

した契約の内容を書面に記載し、顧客

に対し交付することにより、その明確

化を図る趣旨から交付を求めているも

のである。また、契約成立前交付書面

（１６条書面）とは、投資家が商品投資

契約を締結するか否かを判断する際

の材料として、当該契約の内容（商品

ファンドの概要）を記載した書面を事

前に交付することにより、投資家の理

解を促す趣旨から交付を求めているも

のである。上記のとおり、これらは

各々が違う役割を持っており、投資家

と販売業者間の紛争を回避し、法目的

である投資家保護を徹底していると考

ている。よって、契約成立時交付書面

（１７条書面）を撤廃することは、顧客

が契約内容を把握できなくなる等、投

資家保護上問題があり対応は困難で

ある。また、当該書面の記載内容につ

いては、昨年度における要望に基づ

き検討した結果、一部記載事項（「顧

客の商号、名称又は氏名及び住所」）

を緩和している。（商品投資販売業者

の業務に関する命令の一部を改正す

る命令（平成１６年３月３１日施行））

z0300084 金融庁 契約成立時交付書面の全面撤廃 5039 50390054 21 社団法人 リース事業協会 54 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和
「契約成立時交付書面」の全面撤廃を要

望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

契約成立時書面の撤廃は、リスク商品の情報開示

後退と取られる可能性もあるために措置が難しい項

目であると考えられるが、この契約成立時書面を交

付する直前に、より詳細な目論見書（契約成立前書

面）を交付しており、同等以下の内容の書面を再度

交付することは、投資家に時間的・金銭的コストを負

担させるだけで、情報開示には役立っていない。契

約成立時の書面の交付義務は証取法など、他の類

似の法律においては存在せず、明らかに過剰規制

である。いち早く撤廃をすべきである｡

商品投資に係る事

業の規制に関する

法律第１７条

商品投資販売業者は顧客と商品投資

契約等を締結した際に契約内容を示

した書面を交付することとなっている。

Ｃ －

契約成立時交付書面（１７条書面）と

は、商品投資契約が成立した場合に、

後日当事者間にその内容を巡る紛争

が発生することを回避するため、成立

した契約の内容を書面に記載し、顧客

に対し交付することにより、その明確

化を図る趣旨から交付を求めているも

のである。また、契約成立前交付書面

（１６条書面）とは、投資家が商品投資

契約を締結するか否かを判断する際

の材料として、当該契約の内容（商品

ファンドの概要）を記載した書面を事

前に交付することにより、投資家の理

解を促す趣旨から交付を求めているも

のである。上記のとおり、これらは

各々が違う役割を持っており、投資家

と販売業者間の紛争を回避し、法目的

である投資家保護を徹底していると考

ている。よって、契約成立時交付書面

（１７条書面）を撤廃することは、顧客

が契約内容を把握できなくなる等、投

資家保護上問題があり対応は困難で

ある。また、当該書面の記載内容につ

いては、昨年度における要望に基づ

き検討した結果、一部記載事項（「顧

客の商号、名称又は氏名及び住所」）

を緩和している。（商品投資販売業者

の業務に関する命令の一部を改正す

る命令（平成１６年３月３１日施行））

z0300084 金融庁 契約成立時交付書面の全面撤廃 5040 50400024 21 オリックス 24 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和
「契約成立時交付書面」の全面撤廃を要

望する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

契約成立時書面の撤廃は、リスク商品の情報開示

後退と取られる可能性もあるために措置が難しい項

目であると考えられるが、この契約成立時書面を交

付する直前に、より詳細な目論見書（契約成立前書

面）を交付しており、同等以下の内容の書面を再度

交付することは、投資家に時間的・金銭的コストを負

担させるだけで、情報開示には役立っていない。契

約成立時の書面の交付義務は証取法など、他の類

似の法律においては存在せず、明らかに過剰規制

である。いち早く撤廃をすべきである｡
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

証券取引法第4条

第1項及び第2項、

第5条第1項、法23

条の3

短期社債を含む有価証券を公募によ

り発行する会社は、有価証券届出書

又は発行登録書を内閣総理大臣に提

出して行なうこととされている。発行

登録制度を利用する会社は、利用適

格要件（継続開示要件及び周知性要

件）を満たさなければならないとされ

ている。

ｃ -

発行登録制度は、その企業情報等が

既に公衆に広範に提供されていると

考えられる会社（利用適格要件を満た

す会社）についてその利用が認めら

れるものであるが、継続開示要件を満

たさない会社は、例え当該会社の親

会社が連結ベースでの企業情報を開

示していても、当該会社の個別の企

業情報は開示されず、「その企業情報

等が既に公衆に広範に提供されてい

る」とは考えられない。

このような会社について発行登録制

度の利用を認めることとした場合、投

資者は発行会社の企業情報等を考慮

しないまま投資判断を行うこととなる

ため、投資者保護の観点から、継続開

示を行っていない会社についての発

行登録制度の適用は適切ではない。

z0300085 金融庁
短期社債の公募発行に関する証券取

引法上の開示内容の見直し
5039 50390055 11 社団法人 リース事業協会 55

短期社債の公募発行に関する証券取

引法上の開示内容の見直し

証券取引法上の発行登録や情報開示の

規定を改正し、企業グループ内の金融子

会社が発行する公募CPについて、発行

会社の親会社が債務履行に関する保証

を行う社債について、連結ベースでの開

示により発行が可能となるようにすべき

である。

資本市場の拡大・活性化。

短期社債についても、原則として証券取引法上の公募の概念が適用

されるが、CPは日々の発行が行われるため、届出書方式で対応す

ることは現実的でなく、発行登録方式で対応せざるを得ない。一方

で発行登録制度を利用できるのは、原則として、有価証券報告書提

出会社等であるため、現状、継続開示を行っていない格付けの高い

会社がＣＰを事実上公募できない。日々発行されるCPの商品特性、

連結ベースでの決算・企業情報開示、更に今後の金融業務の本体

からの金融専門子会社への移行の流れを鑑みると、企業グループ内

の金融子会社による公募を可能とするよう措置が講じられるべきで

ある。昨年、同要望に対して金融庁から「投資者の権利は発行会社

に対して生ずるものであり、投資者が投資判断を行なうためには、発

行会社自身の企業情報等が重要である。発行会社の親会社が開示

する連結ベースでの決算・企業情報開示では、当該発行会社個別

の情報（個別企業の財務情報のほか、資力、返済能力、デフォルトの

可能性等を含む。）が開示されないため、投資者は発行会社の企業

情報等を考慮しないまま投資判断を行い、不測の損害を生じる可能

性があり、投資者保護上問題である。なお、当該発行会社が有価証

券届出書を提出すれば有価証券の発行は可能。また、その後有価

証券報告書を１年以上継続して提出し、周知性要件を満たしておけ

ば発行登録制度を利用することも可能。」との回答が示された。回答

の趣旨を踏まえて、発行会社の親会社が債務履行に関する保証を

行う社債について、親会社が連結ベースでの決算・企業情報を開示

する場合は、当該発行会社が個別の情報（個別企業の財務情報の

ほか、資力、返済能力、デフォルトの可能性等を含む。）を開示するこ

とは義務付けないとすることを要望する。

出資法１条、２条

出資法第１条は、「何人も、不特定且

つ多数の者に対し、後日出資の払い

戻しとして出資金の全額若しくはこれ

をこえる金額に相当する金銭を支払う

べき旨を明示し、又は暗黙のうちに示

して、出資金の受入れをしてはならな

い」ものとし、第２条は「業として預り

金をするにつき他の法律に特別の規

定がある者を除く外、何人も業として

預り金をしてはならない」ものとして

いる。

また、「預り金」とは、不特定かつ多数

の者からの金銭の受入れであつて、

次に掲げるものをいう。

一 預金、貯金又は定期積金の受入れ

二 社債、借入金その他何らの名義を

もつてするを問わず、前号に掲げるも

のと同様の経済的性質を有するもの

ｃ －

第１条関係

　出資金は出資元本が保証されない

ことを本質とするものであるため、当

該払戻しが実行不能に陥った場合、

安全であると誤信して出資した一般

大衆が不測の損害を被ることを防止す

る趣旨から、これを撤廃することは困

難である。

第２条関係

　業としての「預り金」が全面的に禁

止されているわけではなく、他の法律

に特別の規定ある者については預り

金を受け入れることができる。従って、

現状以外の新たな措置は不要と考え

る。

　また、預金の受入れまがいの脱法行

為を厳正に取り締まる必要があること

から、現行の規定が必要且つ適切で

あると考えられる。

z0300086 金融庁
詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備
5040 50400006 11 オリックス 6

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討

し、過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪

の取締制度を改めて整備するべきであ

る。<＊1>【参考】「1999/7金融審議会

第一部会中間整理(第一次)」東大･神田

教授意見発表資料『いわゆる悪質商品の

取扱いをどうすべきかという問題がある。

この点については、我が国におけるこれ

までの歴史に鑑みると、その対応等の面

において類型的に別物として取扱ってき

た面もあるので、基本的方向性としては、

金融関連の詐欺的行為を禁止する法律を

制定し、そちらで取締ることを検討するこ

とが望ましい（現在では、いわゆる出資法

で一部取締りが可能であるが、出資法の

ように預り金を一律に禁止するような法

律は、その立法論的な妥当性につき再検

討する必要がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入

などにおいて、出資金の全部または一部

について営業者が保証する。・エスクロー

事業（二当事者の取引のクロージングに

あたり、第三者が資金を預かって管理す

ることにより、取引上の危険を転換して取

引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきものではな

い。出資者の認識と保証者の支払能力の問題であ

り、不当表示規制や金融商品販売規制として整理さ

れるべきではないか。・金融庁は、「安全であると誤

信して出資した一般大衆が不測の被害を被ることを

防止する趣旨」とし、法務省は、「誤解を与える危険

性が高く、これを一般的に許容した場合、一般大衆

に不測の損害を与える危険が多分にある」とする。し

かし、誤信によるものであれば、誤信しないように表

示、説明をさせるという規制であるべきであろう。ま

た、誤解を与える危険が多分にあるというのも、決し

て難しい話ではないのであって、おかしい。これを

全面的に禁止し、仮に被害が発生していない場合

でも３年以下の懲役という重い刑罰の対象となると

いうのは、果たして制度として妥当であるといえる

のであろうか。・2条は、預り金の概念が曖昧あるい

は広すぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から

妥当性に疑問ある。<＊3>・法務省は、「その意義が

明確に規定されており、その概念が不明確であると

は言い難い」とするが、預金と同様の経済的性質を

有するものということの解釈の幅は相当広い。ま

た、「無条件に許容した場合、一般大衆に不測の損

害を及ぼす」というのも、１条と同様に騙しによって

起こっている問題である。・戒厳令型･前時代的処罰

法規は、金融取引その他サービスの発展に目に見

えにくいが悪影響を及ぼしている。・｢金融サービス

法｣等の金融関連法制と出資法との係わり合い、適

用関係等が、経済社会情勢の進展に対応し、その

発展に貢献するものとなるよう、引き続き制度整備の

努力をしていくことが必要である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

同上

出資法第１条は、「何人も、不特定且

つ多数の者に対し、後日出資の払い

戻しとして出資金の全額若しくはこれ

をこえる金額に相当する金銭を支払う

べき旨を明示し、又は暗黙のうちに示

して、出資金の受入れをしてはならな

い」ものとし、第２条は「業として預り

金をするにつき他の法律に特別の規

定がある者を除く外、何人も業として

預り金をしてはならない」ものとして

いる。

また、「預り金」とは、不特定かつ多数

の者からの金銭の受入れであつて、

次に掲げるものをいう。

一 預金、貯金又は定期積金の受入れ

二 社債、借入金その他何らの名義を

もつてするを問わず、前号に掲げるも

のと同様の経済的性質を有するもの

ｃ -

第１条関係

　出資金は出資元本が保証されない

ことを本質とするものであるため、当

該払戻しが実行不能に陥った場合、

安全であると誤信して出資した一般

大衆が不測の損害を被ることを防止す

る趣旨から、これを撤廃することは困

難である。

第２条関係

　業としての「預り金」が全面的に禁

止されているわけではなく、他の法律

に特別の規定ある者については預り

金を受け入れることができる。従って、

現状以外の新たな措置は不要と考え

る。

　また、預金の受入れまがいの脱法行

為を厳正に取り締まる必要があること

から、現行の規定が必要且つ適切で

あると考えられる。

z0300087 金融庁
短期社債の公募発行に関する証券取

引法上の開示内容の見直し
5040 50400026 11 オリックス 26

短期社債の公募発行に関する証券取

引法上の開示内容の見直し

証券取引法上の発行登録や情報開示の

規定を改正し、企業グループ内の金融子

会社が発行する公募CPについて、発行

会社の親会社が債務履行に関する保証

を行う社債について、連結ベースでの開

示により発行が可能となるようにすべき

である。

資本市場の拡大・活性化。

短期社債についても、原則として証券取引法上の

公募の概念が適用されるが、CPは日々の発行が行

われるため、届出書方式で対応することは現実的で

なく、発行登録方式で対応せざるを得ない。一方で

発行登録制度を利用できるのは、原則として、有価

証券報告書提出会社等であるため、現状、継続開

示を行っていない格付けの高い会社がＣＰを事実上

公募できない。日々発行されるCPの商品特性、連

結ベースでの決算・企業情報開示、更に今後の金

融業務の本体からの金融専門子会社への移行の流

れを鑑みると、企業グループ内の金融子会社による

公募を可能とするよう措置が講じられるべきである。

昨年、同要望に対して金融庁から「投資者の権利は

発行会社に対して生ずるものであり、投資者が投資

判断を行なうためには、発行会社自身の企業情報

等が重要である。発行会社の親会社が開示する連

結ベースでの決算・企業情報開示では、当該発行

会社個別の情報（個別企業の財務情報のほか、資

力、返済能力、デフォルトの可能性等を含む。）が開

示されないため、投資者は発行会社の企業情報等

を考慮しないまま投資判断を行い、不測の損害を生

じる可能性があり、投資者保護上問題である。な

お、当該発行会社が有価証券届出書を提出すれば

有価証券の発行は可能。また、その後有価証券報

告書を１年以上継続して提出し、周知性要件を満た

しておけば発行登録制度を利用することも可能。」と

の回答が示された。回答の趣旨を踏まえて、発行

会社の親会社が債務履行に関する保証を行う社債

について、親会社が連結ベースでの決算・企業情

報を開示する場合は、当該発行会社が個別の情報

（個別企業の財務情報のほか、資力、返済能力、デ

フォルトの可能性等を含む。）を開示することは義務

付けないとすることを要望する。

社債等の振替に関

する法律第６６条第

１項

短期社債の要件として総額引受が必

要とされている（社振法第６６条第１

項）。

短期社債については，社債申込証は

不要である（商法第３０２条）

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在作

業中の会社法制の現代化（平成１７年

法案提出予定）にかかる法制審議会

等の議論において，その見直しの要

否等について検討中であり，短期社

債の要件についても，社債の発行手

続についての検討を踏まえつつその

見直しの要否等の検討を進めている。

z0300088 金融庁
「社債等の振替に関する法律」一部改

正要望
5040 50400039 11 オリックス 39

「社債等の振替に関する法律」一部改

正要望

社振法における「短期社債」の要件見直

し

　社振法第66条1項イにおいて

　「契約により社債の総額が引受けられる

ものであること」が短期社債の要件のひ

とつとして挙げられている。

【要望内容】

　上記要件の削除および短期社債におけ

る「社債申込証」の取得不要措置

ダイレクトＣＰの公募発行の普及および発

行手続の簡素化

社債発行の際、商法により社債申込証の作成が必要とされている

が、商法302条において「契約ニヨリ社債ノ総額ヲ引受クル場合ニハ

之ヲ適用セズ」と規定されている。短期社債の機動的な発行を担保

するため（申込証の作成を不要とするため）、立法の過程で「（商法

における）総額引受」を短期社債の要件としたものと考えらるが、実

務において円滑な発行を妨げる要因となり得るため当該要件の削

除を希望するものである。

　短期社債の「募集」という証取法上の扱いと「総額引受」要件の整

合性

　発行登録制度において、証取法第23条の8第2項は、「短期社債

の募集」の場合には、一定の条件を充たせば通常必要とされる「追

補書類」の提出が不要とされている。一方社振法において短期社債

は「総額引受」が要件とされているが、この「総額引受」は一般的に

は「公募」と対立する概念と考えられる。それによる弊害は、ダイレク

トＣＰを発行体自らが募集（公募）を行なおうとする場合に起こり得

る。

社振法及び証取法の関連法令が予定している「短期社債の募集」の

発行形態は、発行体が引受人であるディーラー・投資者毎に短期社

債の発行条件を交渉することとし、両者が合意する都度投資者によ

る短期社債の引受があり、かつ発行体による短期社債の発行があ

るという形態と考えられているため、発行実務においても、ディー

ラー・投資者毎に別個の総額引受契約を取り交わす煩雑さが発生し

ている。とりわけダイレクトＣＰの公募発行においては、一般債の公募

における引受人（アンダーライター）が存在しないため、「発行総額」

を確定させたうえで投資者の募集を行うことは事実上不可能である

（ディーラーが一旦総額を引受ける公募発行においてはこの問題は

生じない）。一方、「総額」が確定しないことによる弊害は、予定して

いた調達額に募集金額が満たないケースが想定されるが、それは

発行体のリスクであり、発行体がそのリスクを承知で募集を行うので

あれば特段問題はないものと思われる。一律の条件で投資者への勧

誘を行えず、個別投資者毎に条件を設定して発行（引受）を行うとい

う行為は非効率的であり、公募発行の利点を生かせない。この点は

大きな弊害であり早急に改善が必要な点と考える。

発行したＣＰが「総額引受」でないという理由で社振法上の「短期社

債」と見なされなくなると、普通社債同様社債原簿の作成や社債管理

72/94



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号
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要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

銀行法第16条の３、

独占禁止法第11条

銀行又はその子会社は、国内の会社

の議決権については、合算して、その

基準議決権数（当該国内の会社の総

株主等の議決権に百分の五を乗じて

得た議決権の数）を超える議決権を取

得し、又は保有してはならないとして

いる。

C Ⅰ

銀行等による不動産業、製造業等の

一般事業会社の株式の取得、所有に

ついては、銀行経営の健全性確保の

観点から銀行に他業禁止が課せられ

ている趣旨の徹底を図るとともに、銀

行の子会社の範囲制限が逸脱される

ことを回避するために、その上限を設

けているところであり、これを撤廃する

ことは、銀行の健全性確保が困難とな

ることから、措置困難である。

z0300089 金融庁
銀行等による株式等の取得等の制限

の撤廃等
5044 50440001 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
1

銀行等による株式の取得等の制限の

撤廃

いわゆる５％ルールの撤廃（無制限）。英

米型ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽやﾄﾞｲﾂ型ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを模倣する

のではなく、日本企業に最適なｺｰﾎﾟﾚｰﾄ

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを育成するため、機関投資家たる

銀行の資本家機能（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）の強化する

ことにより、銀行のﾘｽｸﾏﾈｰの供給機能を

強化する.

資金余剰という日本経済の環境下で、米

国に比較して資本の弱体化が懸案であ

り、それを直ぐに個人の資本出資に期待

するには時間的問題がある。つまり組織

再編成の際の譲渡対価に海外株式が包

含させれる時期がまじかに迫ってきてお

り、米ﾄ゙ﾙ下落の可能性が高まっている現

在、日本企業の株式の保有者の中心が

米英国資本の比率が高まることが予想さ

れ、日本企業のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ構造が海外資本

家に支配される事が考えられる。一方米

国方資本主義の問題は、ＩＴ産業など投資

回収が容易な産業育成はともかくも、製

造業への資本投下が減少する可能性も

あり、産業政策上、製造業を活性化が可

能な資金源泉が不可欠で、その仕組みを

構築することは日本経済の詳細にとって

最大の課題である。その観点から、日本

経済の強みを維持するためにも、Ｍ＆Ａ

による買収を回避するためにも、日本企

業の資本の安定化が求められる。事業支

配力の集中等の問題があるにせよ、資金

余剰の金融機関に資本増強の役割を期

待したい。

ガバナンス上の問題は、

種類株の工夫で乗り切

れるものと考えられる。

ｅ Ⅰ

銀行法第16条の3の銀行等による株

式の取得等の制限に規定する議決権

については、商法第211条の2第4項

に規定する種類の株式又は持分に係

る議決権は除かれている。

z0300089 金融庁
銀行等による株式等の取得等の制限

の撤廃等
5044 50440002 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
2 種類株の活用促進

現在ﾃﾞｯﾄ･ｴｸｲﾃｨ･ｽﾜｯﾌﾟによる優先株式

の取得が認められている株式保有制限

法適用除外の範囲拡大

金融機関による大規模なリスクマネーの

供給を可能とするには、株主権の切り分

けによって

既存株主との利害調整やガバナンス構

造の緊張感を担保する種類株式の活用

が有効と考えられるため。

要望1の補完としてｾｯﾄ

提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第4条、第

5条、第66条

免許申請書の添付書類として普通保

険約款が必要とされている。なお、商

品審査手続きとして、届出後直ちに販

売が可能となるファイル・アンド・ユー

スは導入されていない。

C －

保険契約者が個人の場合など、保険

についての専門的な知識を必ずしも

持ち合わせていないケースもあること

から、普通保険約款の内容について

検討することは契約者保護の観点か

ら必要であり、免許申請の添付書類

から同約款を削除することは困難であ

る。なお、ファイル・アンド・ユースにつ

いては、海外でもファイルした約款等

の有効性が不安定になるなどの問題

があり、見直しの動きがあること等に

留意が必要である。

z0300090 金融庁
普通保険約款の免許申請添付書類か

らの削除
5044 50440003 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
3

普通保険約款の免許申請添付書類か

らの削除

保険事業免許取申請にあたって普通保

険約款の添付が求められているが、この

規制を緩和。当然、消費者保護の観点か

ら、適合性原則の制定、オンブズマン制度

の創設、販売差止ルール、等の新たな規

制の設定も併せて検討すべき。

国際的に金融商品が多様化している。わ

が国の保険商品においても保険会社の

競争力向上と、幅広い金融サービスを提

供する機能を強化する観点から要望す

る。保険商品も金融商品としての位置付

けのなかで、更なるイノベーションを促進

するには、英国、EU、米国の一部の州で

実施されている商品自由化（ファイル＆

ユース）に則した競争環境を国内保険事

業社にも提供すべきである。新たな商品

開発競争によって、国民が保険事業から

うべき便益の拡張を促進することが、好ま

しい保険会社の競争軸である。

証券取引法第２条

⑧

証券取引法において、募集行為自体

は、証券業に該当しない。したがっ

て、銀行が一般顧客に対して自社の

増資の勧誘を行うことは可能である。

ｄ 現行制度で対応可能 z0300092 金融庁
銀行の自行株相対取引解禁（個人株

主増強による銀行の資本増強）
5044 50440005 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
5

銀行の自行株相対取引解禁（個人株

主増強による銀行の資本増強）

証券会社経由の代理業ではなく、銀行が

自行株を相対で一般顧客に増資申込及

び取引が出来るように規制を緩和する

ＢＩＳ規制関係で、公的資金注入など政府

関与は銀行の自己改革を阻害する恐れ

があると指摘されているが、銀行窓口で

優先株を一般に売り出すことで、銀行は

個人株主増強による資本増強が可能とな

る
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（特記事項）

貸金業の規制等に

関する法律第17

条、第18条、第24

条第2項

貸金業規制法第17条では契約締結

時における債務者・保証人に対する

貸金業者の書面交付義務を、第18条

第1項では債務弁済時における債務

者・保証人に対する貸金業者の書面

交付義務を、それぞれ規定している。

第24条第2項では、貸金業者の貸付

けに係る債権を譲り受けた者は、当該

債権の債務者に対し、譲り受けた債

権の内容を明らかにする書面を遅滞

なく交付しなければならない。

ｂ※（措置の概要参照）

　いわゆる「ヤミ金融問題」を契機とし

た今般の貸金業規制法及び出資法の

一部改正法が平成１６年１月１日に施

行されたところ。

　貸金業制度の在り方については、同

法附則において施行後３年を目途とし

て検討を加え、必要な見直しを行うこ

ととなっている。

　

※措置の内容については、上記検討

を踏まえて決まるものであり、現時点

では未定。

z0300093 金融庁
貸金業規制法に基づく書面交付の電

子化
5078 50780028 11 (社)日本経済団体連合会 28

貸金業規制法に基づく書面交付の電

子化

　貸金業者等と債務者・保証人の双方が

合意する場合、書面交付の代わりに、電

子メール等の電子的手段を用いることを

認めるべきである。

　双方の合意を前提条件とすれば、書面

交付の代わりに電子メール等の電子的

手段を用いても、債務者・保証人の保護

に支障が生じるとは考えにくい。

　なお、「『全国規模での規制改革要望』

に対する各省庁からの再回答について」

（平成16年1月29日総合規制改革会議）

においては、「いわゆる『ヤミ金融問題』

を契機とした今般の貸金業規制法及び出

資法の一部改正法が平成16年1月1日に

施行されたところ。

貸金業制度の在り方については、同法附

則において施行後3年後を目途として検

討を加え、必要な見直しを行うこととなっ

ている」とあり、「措置の内容について

は、上記検討を踏まえて決まるものであ

り、現時点では未定」とされているが、

「事業活動のIT化に係る規制の現状と課

題」（平成14年12月9日IT戦略本部資

料）においては、「実態調査を踏まえ、電

子化の実現可能性について、平成15年

度中に検討を行う」とされていたところで

あり、速やかに検討を行い、電子化を認

めるべきである｡

　貸金業者は、貸付契約

等を締結した時および、

債権の全部または一部

について弁済を受けた

時は、所定の事項を記載

した書面を債務者等に交

付しなければならない。

　また、貸金業者から貸

付け債権を譲り受けた者

も、同様の書面を債務者

等に交付しなければなら

ない。

保険業法第136条

第1項

保険会社が、保険契約を他の保険会

社に移転をするときには、移転会社及

び移転先会社において株主総会等の

決議が必要とされている。

ｂ Ⅰ

規制改革・民間開放推進3か年計画

においては、「保険会社間の保険契

約の包括移転において、移転先保険

会社に与える影響が一定程度にとど

まるような場合については、相互会社

の取扱いや、株主や保険契約者の保

護について検討した上で、移転先保

険会社の株主総会等の決議を不要と

するような措置を講ずることについて

検討する。」とされているところであ

り、引き続き検討を行う。

z0300094 金融庁
保険契約の包括移転に係る手続きの

簡素化
5078 50780036 11 (社)日本経済団体連合会 36

保険契約の包括移転に係る手続きの

簡素化

　包括移転する契約に対応する責任準備

金等の額が、移転先会社の責任準備金

等の額に比較して相当程度小さい場合

（例えば20分の１以内）は、保険契約の

包括移転に要する移転先会社の決議を

不要とすべきである。

簡易な合併手続きが認められていない

相互会社について簡易な契約移転が認

められないとしても、少なくとも株式会社

については、簡易な手続きを認めるべき

である。

　責任準備金等の額が移転先会社の責

任準備金等の額に比較して相当程度小

さい場合には、保険契約の移転先会社に

おける保護措置を不要としても、株主保

護が著しく損なわれることはないと考えら

れる。

　保険契約を包括移転す

るには、移転会社及び移

転先会社において、株主

総会または社員総会（総

代会を設けている場合に

は総代会）の決議を必要

とする。一方、商法に定

められる簡易合併（商法

第413条の3）の手続き

においては、合併時の新

株発行数が存続会社の

株式総数の20分の1以

内であり、消滅会社の合

併交付金が存続会社の

純資産額の50分の1以

内である場合は、株主総

会の決議が不要とされて

いる。

この規定により、存続会

社が株式会社である場

合には、保険会社の合併

に伴う保険契約の承継

についても、株主総会決

議が不要となっている。
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保険業法第276条、

第277条、第278条

損害保険代理店については、保険契

約者の保護の観点や、登録拒否要件

に該当するか否かの確認を行う必要

があることから、登録を受けることを必

要としている。

ｂ -

保険契約者の利便の向上の観点か

ら、法人代理店の組織変更時等、一定

の場合において代理店業務の空白期

間が極力短くなるよう登録制度の運用

の見直しを実現している。

z0300095 金融庁
法人である損害保険代理店の組織変

更における代理店登録の特例
5078 50780040 11 (社)日本経済団体連合会 40

法人である損害保険代理店の組織変

更における代理店登録の特例

　代理店業務を承継する法人の新設・合

併等の手続き完了前に予備登録の手続

きを認める。

　例えば、やむを得ず被承継代理店の業

務廃止日と承継代理店の登録日が異な

る場合には、新設、合併等の予定日の一

定期間前に予備登録を認め、新たな法人

の発足と同時に代理店登録を発効させ

る、などの手続きを導入すべきである。

　「規制改革・民間開放推進３か年計画」

（2004年3月19日）においては、平成16

年移行に検討とされている。結論時期を

明示するとともに、速やかに検討を開始

し、結論を得るべきである。

　合併、分割などの企業再編に際し、代理

店として登録されている法人が変更され

る場合においても、保険募集が継続して

行われることが望ましい。代理店の予備

登録が可能となれば、効率的に代理店業

務を移行することができ、契約者サービス

に空白・混乱が生じず、また円滑な企業

再編に資する。

　

　損害保険代理店業務の

登録の申請は、会社設立

後でなければ行うことが

できない。このため、法

人代理店が、新設又は合

併会社に損害保険代理

店業務を移転する場合、

また、代理店部門が新設

分割された会社に移転

する場合など、現に代理

店として登録されている

法人から代理店登録して

いない別の法人に代理

店の業務を移転・承継す

るにあたり、代理店業務

を承継する法人の登録申

請が完了するまでの間

に、被承継代理店の法人

格が消滅している場合に

は、保険の募集ができな

い空白期間が生じ、消費

者対応上、問題となる。

保険業法第98条第

2項、同法施行規則

第51条の2

保険会社が、従属業務として、他の保

険会社その他金融業を行う者の業務

の代理又は事務の代行（内閣府令で

定めるもの）を行おうとするときは、そ

の内容を定めて、金融庁長官の認可

を受けなければならないこととされて

いる。

ｃ -

保険会社が、付随業務として、他の保

険会社その他金融業を行う者の業務

代理等を行おうとするときの認可にお

いては、当該認可の申請をした保険

会社が、業務代理等に関する十分な

知識及び経験を有する役員又は使用

人の確保の状況、当該業務代理等の

運営に係る体制等に照らし、当該業務

代理等を的確、公正かつ効率的に遂

行することができると認められるかどう

か等について審査しているものであ

り、保険会社が他の金融業を行う者の

業務代理等を行おうとするときの認可

を不要とすることは困難である。

なお、保険会社が他の金融業を行う

者の資金の貸付けの代理・代行とし

ていわゆる協調融資の幹事業務を行

おうとするときの認可について、協調

融資の特性を踏まえた認可手続（契

約の相手方ごとの個別の認可を不要

とする）としたところであり（平成15年

6月事務ガイドライン改正）、保険会社

が円滑に業務を行えるよう対応してい

るところである。

z0300096 金融庁

保険業における「その他金融業を行う

者の業務の代理又は事務の代行」の

認可制の撤廃

5078 50780041 11 (社)日本経済団体連合会 41

保険業における「その他金融業を行う

者の業務の代理又は事務の代行」の

認可制の撤廃

　保険業法における「その他金融業を行

う者の業務の代理又は事務の代行」の認

可を不要とすべきである。

　検討・結論時期を明示するとともに、速

やかに検討を開始すべきである。

 保険会社が、保険会社の業務として既

に認められている業務・事務について業

務代理等を行おうとする際には、改めて

審査する必要性はないと考えられる。

　また、銀行については、付随業務として

その他金融業を行う者の業務代理等を行

う際に、認可は必要とされていない。

　保険会社が「その他金

融業を行う者の業務の代

理又は事務の代行」を行

う場合には、金融庁の認

可が必要とされている。
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金融機関ノ信託業

務ノ兼営等ニ関ス

ル法律　第５条ノ３

同法施行規則　第

10条

貸付信託法　第３

条、第６条

商法

定型的信託契約について信託約款を

変更するときや貸付信託に係る信託

契約を締結し又は信託約款を変更しよ

うとするときは、委託者・受益者に異

議申立ての機会を与えるために法令

に基づき所定の事項を日刊新聞紙に

公告しなければならない。

ｂ Ⅰ

信託に係る公告の方法については、

今後の商法改正により一般株式会社

等に対して新たに電子公告が導入さ

れる予定であることを踏まえ、貸付信

託の募集に係る公告など利用者の権

利関係に影響を及ぼさない公告等に

対し、具体的な内容について検討を

行う。

z0300097 金融庁
電磁的方法による信託業務に係る公

告における「調査機関」の活用
5078 50780042 11 (社)日本経済団体連合会 42

電磁的方法による信託業務に係る公

告における「調査機関」の活用

　信託業務に係る公告を電磁的方法を用

いて行う際に、「電子公告制度の導入に

関する要綱」における「調査機関」を利用

できるよう認めるべきである。

　電磁的方法による公告については、公

告内容の情報は公告ホームページの

サーバーに蓄蔵されているので、サー

バーの管理者において事後の改竄が容

易であるとともに、公告ホームページへ

の掲載が終了してしまえば、公告内容自

体が消滅してしまうこととなる。このため、

官報・日刊紙と比較すると、紛争が生じた

際に、公告の事実や内容の立証が困難

であるという問題がある。したがって、調

査機関により公告が適正に行われたこと

を証明することは、事後の紛争を予防する

という観点から重要である。

　信託銀行が行う定型的

信託契約に係る約款変

更時の公告、貸付信託の

契約締結時の公告につ

いて、電磁的方法による

公告が認められていな

い。これらの公告につい

て、規制改革推進３か年

計画（再改定）におい

て、15年度に電磁的方

法の利用を検討し、結論

を得ることとされている。

投資信託及び投資

法人に関する法律

第33条、第58条、

第59条、第220条

受益証券等の発行者は外国投資信

託、外国投資証券の募集の取扱い等

が行われる場合に、あらかじめ金融庁

長官に届け出なければならない。

c -

投資信託は監督上の必要性から投資

信託約款等の当局への届出は、契約

の当事者であり、運用に対して責任を

負う発行者（代理人を含む）が行うこ

とが必要である。

なお、販売会社が外国投資信託等の

日本における代理人となり、当局への

届出等を行うことは可能と考えられ

る。

z0300098 金融庁

外国で上場されている「外国投資信

託」、「外国投信証券」の国内販売に

おける規制緩和

5078 50780043 11 (社)日本経済団体連合会 43

外国で上場されている「外国投資信

託」、「外国投信証券」の国内販売に

おける規制緩和

　「外国投資信託」、「外国投資証券」を国

内販売する場合、外国の発行者に、事前

届出義務、「運用報告書」の交付義務が

課せられている。

　外国で上場されている「外国投資信

託」、「外国投資証券」については、国内

投資家の注文を取次ぐ責任を負う国内販

売事業者に販売の届出を行わせる方法を

選択肢として導入すべきである。併せて、

発行者による運用報告書に代えて、国内

販売業者が投資家保護に必要不可欠な

事項のディスクロージャーを行うことを可

能とすべきである。

①外国で上場されている「外国投資信

託」、「外国投信」の中には、国内で募

集・売出が行われていなくても、国内投

資家の購入希望の多い商品があるが、

「外国投資信託」、「外国投信」の発行者

が事前届出義務や「運用報告書」の作成

義務を履行していない場合には、投資家

は当該商品を国内で購入することができ

ず、投資家ニーズに十分に応えられてい

ないのが実情である。

②左記に提案する方法によっても、投資

家保護は十分図られ、また、監督当局に

よる事情把握も可能である。

③投資信託よりも一般的にリスクが高い

外国株式については、国内で募集・売出

が行われていなければ、その販売取次

ぎを行うにあたり、発行者に届出義務や

運用報告書作成義務は課せられていな

いことと比較しても、本規定は不合理で

ある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
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管理番号
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

資産の流動化に関

する法律第3条第3

項第3号、同施行規

則第7条、

特定目的会社が開発により特定資産

を取得する場合は、業務開始届出書

の添付書類の一つとして当該開発に

係る契約書として請負契約書の提出

が実務上求められる。

c Ⅲ

　開発型流動化案件の場合も、開発工

事の結果、SPCが取得することになる

資産（建物等）の権利・義務関係、仕

様等について確定していて、それが

確実にSPCに取得されることが確保さ

れていることが、投資家保護の観点か

ら必要であり、これを証憑する書類と

して「工事請負契約」の提出を求めて

いるところ。

　一般に、プロジェクトマネジメント契約

証書と呼ばれる書面は、当該プロジェ

クトの概要を大枠で契約したものにす

ぎず、「工事請負契約」の代用として

法施行規則第７条1項２号の「開発に

より特定資産を取得する場合は、当該

開発にかかる契約またはその予約」と

認めることは、投資家の保護に欠け、

適当でない。

z0300099 金融庁
開発型流動化案件に係る業務開始届

出書の添付書類の見直し等
5078 50780044 11 (社)日本経済団体連合会 44

開発型流動化案件に係る業務開始届

出書の添付書類の見直し等

  土地の開発を推進しつつ流動化を図

る、いわゆる「開発型流動化」案件におい

て、特定目的会社（ＳＰＣ）が業務開始時

に提出する「業務開始届出書」に添付す

べきものとして定められている、当該開発

工事に係る「請負契約書」について、当

事者間の合意を示す「プロジェクト契約

書」や請負契約締結に至る手続を業務開

始届出書に記載すること等をもって、「請

負契約書」の代用とすることを認めるべき

である。

①開発請負契約は、請負業者が工事代

金の回収不能リスクを回避できるように、

銀行－ＳＰＣ間のローン契約等、他の関

連契約の締結を全て終えた後に、請負業

者－ＳＰＣ間で締結されるのが通常の実

務である。したがって、ＳＰＣの業務開始

時に、請負契約が締結済みであること

は、稀である。

　このため、現状では、ローン契約が未決

定でＳＰＣの財務内容が不透明な中で、

ＳＰＣは請負業者に請負契約の締結のお

願いをせざるを得ず、その交渉・折衝に多

大の労力を要しているほか、業務開始も

後ろ倒しになりがちである。

②「業務開始届出書」提出後の流動化対

象資産の確実な取得という「請負契約

書」添付の趣旨は、左記の代用が認めら

れても、実質的に担保されている。

③また、代用が認められることにより、「開

発型流動化」事業の活性化を通して、土

地の有効利用が促進されることが期待で

きる。

投資信託及び投資

法人に関する法律

第58条、第220条

受益証券等の発行者は外国投資信

託、外国投資証券の募集の取扱い等

が行われる場合に、あらかじめ金融庁

長官に届け出なければならない。

c -

投資信託は監督上の必要性から投資

信託約款等の当局への届出は、契約

の当事者であり、運用に対して責任を

負う発行者（代理人を含む）が行うこ

とが必要である。

z0300100 金融庁
国内の年金ファンド等による海外ＲＥＩ

Ｔの組み入れを容易にすること
5084 50840002 11 社団法人　信託協会 2

国内の年金ファンド等による海外ＲＥＩ

Ｔの組み入れを容易にすること

・ 主として不動産に投資を行う海外ＲＥＩ

Ｔ（米国ＲＥＩＴ、豪州プロパティ・トラスト等）

は、「投資信託及び投資法人に関する法

律」における外国投資信託あるいは外国

投資証券に該当するものとされている。

なお、外国投資信託及び外国投資証券

については、発行者等による内閣総理大

臣への届出がない場合、国内の証券会

社は募集、売買、媒介、取次ぎ等を行うこ

とができないこととなっている。ここで、海

外ＲＥＩＴについては、当該届出がなされ

ていないものが一般的であることから、

国内の証券会社は取扱いができない。

・ 例えば、海外ＲＥＩＴで発行者による届

出がないものでも、売買の発注者が適格

機関投資家である場合、海外の市場に上

場されている等の一定の基準を満たすも

のである場合、あるいは設定された国の

法令に基づき承認等を取得している場合

等については、国内証券会社による取扱

いを可能とする手当てを要望するもの。

・ 売買の適時の発注及び発注に掛かる

手間・コストの削減が可能となることによ

り、投資家の効率的な資産運用に資す

る。

・ 海外ＲＥＩＴは、外国株式の主要インデッ

クスに一定比率含まれており、当該指標

をベンチマークとするパッシブ型の信託財

産（特に年金資産）運用において、組み

入れが必須となっている。

・ ここにおいて、国内の証券会社が海外

ＲＥＩＴの取扱いをできないことは、国内証

券会社を通じた売買の発注ができず、や

むなく海外の現地の証券会社に直接発

注せざるを得ないこととなり、手間・コスト

が掛かるとともに、効率的な資産運用を

阻害する要因になっており、結果、投資

家の利益を害するものとなっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類
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投資信託及び投資

法人に関する法律

施行令第2条

信託銀行は、主として有価証券に対

する投資として運用する場合を除き、

委託を受けることができる。

c -

認可投資顧問業者である信託銀行に

自らが受託者となっている証券投資

信託につき、運用の外部委託を認める

こととした場合、投信法第5条の2、第

49条の3の趣旨に反するため、自らが

受託者となっている証券投資信託の

運用の外部委託を受けることを可能と

することは困難。

z0300101 金融庁

信託銀行による投資信託の効率的運

用を阻害する規制を撤廃すること（そ

の１）

5084 50840003 11 社団法人　信託協会 3

信託銀行による投資信託の効率的運

用を阻害する規制を撤廃すること（そ

の１）

・ 投資一任業務の認可を受けた信託銀行が、委託

者指図型投資信託及び投資法人より投資信託財産

の運用の委託を受ける場合において、当該信託銀

行が自ら受託者となっている投資信託財産につい

ては、「主として有価証券」に運用することができな

い。

・ 投資一任業務の認可を受けた信託銀行が、投資

信託財産の運用の委託を制約なく受けられるように

することを要望するもの。

・ なお、証券投資信託以外の投資信託、例えば不

動産投資信託については、斯様な規制はない。

・ また、会社型投資信託において、証券業を兼業

する投資信託委託業者は、投資法人の資産の運用

と当該投資法人の資産の保管をあわせて受任する

ことができる。

・ したがって、制度間の規制に論理的整合性がな

く、上記の規制には理屈がないことが明らかである

ことから、早期の撤廃を要望するもの。

・ 仮に、「主として有価証券」に運用することに投資

家保護上の弊害が想定されるのであれば、当該弊

害を防止するための行為規制を課すことで足りるは

ずである。但し、現在国会上程中の信託業法改正

案において、受託者には忠実義務（第２８条第１

項）、善管注意義務（同条第２項）、分別管理義務

（同条第３項）が課されるとともに、自己取引におけ

る行為準則（第２９条第２項及び第３項）等の一定の

行為規制が設けられているところであり、加えての

行為規制は不要である。

・ 投資一任業務の認可を受けた信託銀

行は、「認可投資顧問業者」として、有価

証券運用に係る専門的な知識・経験を有

する者である。当該規制の撤廃により、斯

かる知識・経験が存分に発揮され、運用

機関間の競争が一段と促進されることに

より、多様な運用サービスの提供、多様

な投資信託商品の組成が可能となり、商

品選択の選択肢の拡大等、投資家の利

益に大いに資するものである。

・ また、投資家による投資信託商品取引

の拡大により、有価証券取引が拡大し、

有価証券取引市場の活性化、安定的な

成長も図られる。

投資信託及び投資

法人に関する法律

第49条の3

信託銀行が委託者非指図型投資信託

の信託財産を主として有価証券に対

する投資として運用することを目的と

する投資信託契約を締結することを禁

止している。

c -

「主として有価証券」で運用を行う証

券投資信託においては、幅広く一般

投資者から資金を集めるスキームで

あることから、運用者である投資信託

委託業者に専業義務を求めているこ

と、委託者と受託者の抑制機能により

投資者保護を図ってきたことに照らせ

ば、信託銀行が投信法に基づく「主と

して有価証券」に対する投資の運用

指図を可能とすることは困難。

z0300102 金融庁

信託銀行による投資信託の効率的運

用を阻害する規制を撤廃すること（そ

の２）

5084 50840004 11 社団法人　信託協会 4

信託銀行による投資信託の効率的運

用を阻害する規制を撤廃すること（そ

の２）

・ 委託者非指図型投資信託について、

信託銀行が信託財産を「主として有価証

券」に運用することができない。

・ 斯かる規制の撤廃を要望するもの。

・ 委託者非指図型投資信託の受託者た

る信託銀行は、信託法等の規制に服する

ものであり、諸規制を遵守すべく十分な

運営・管理体制を整備・構築している。

・ 仮に、「主として有価証券」に投資する

委託者非指図型投資信託に投資家保護

上の弊害が想定されるのであれば、当該

弊害を防止するための行為規制を課すこ

とで足りるはずである。但し、現在国会上

程中の信託業法改正案において、受託

者には忠実義務（第２８条第１項）、善管

注意義務（同条第２項）、分別管理義務

（同条第３項）が課されるとともに、自己取

引における行為準則（第２９条第２項及び

第３項）等の一定の行為規制が設けられ

ているところであり、加えての行為規制

は不要である。

・また、そもそも信託財産の運用対象は

信託契約により決定されるべきものであ

り、入口での規制は多様な商品設計の阻

害要因以外のなにものでもないことか

ら、早期の撤廃を要望するもの。

・ 信託銀行は、有価証券運用に係る専門

的な知識・経験を有している。当該規制

の撤廃により、斯かる知識・経験が存分

に発揮され、運用機関間の競争が一段と

促進されることにより、多様な運用サービ

スの提供、多様な投資信託商品の組成

が可能となり、商品選択の選択肢の拡大

等、投資家の利益に大いに資するもので

ある。

・ また、投資家による投資信託商品取引

の拡大により、有価証券取引が拡大し、

有価証券取引市場の活性化、安定的な

成長も図られる。
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投資顧問業法施行

規則第29条の2第1

項第4号

インターナル・クロス取引を行うため

にはあらかじめ個別の取引ごとに双

方の顧客の同意を得る必要があり、包

括的な同意は認められていない。

ｃ ー

当該規定は投資顧問業者の双方代理

を禁止する主旨であり、投資一任契約

に係る信託財産と他の投資一任契約

に係る信託財産との間の証券会社を

介さずに行う売買取引については他

の顧客の利益を害する取引を内容とし

た投資を行うなどの弊害が想定される

ことを踏まえれば、あらかじめ個別の

取引ごとに双方の顧客の同意を得る

必要があると考える。

z0300103 金融庁

財産の効率的運用に資するインター

ナル・クロス取引に係る規制を緩和す

ること

5084 50840005 11 社団法人　信託協会 5

財産の効率的運用に資するインター

ナル・クロス取引に係る規制を緩和す

ること

・ 投資一任契約に係る信託財産と他の

投資一任契約に係る信託財産との間のイ

ンターナル・クロス取引を行うには、「あら

かじめ個別の取引ごとに双方の顧客の同

意を得」る必要がある。

・ ここで、必要とされる双方の顧客の同

意の形式を「包括的な同意」でも可能と

するよう要望するもの。

・ 特に、恣意的裁量の入る余地がなく機

械的に財産の運用が行われる、パッシブ・

ファンド、モデル・ドリブン・ファンドについ

ては、「包括的な同意」で可能となるよう

にして頂きたい。

・ インターナル・クロス取引は、取引コス

トの削減、価格変動リスクの削減等を目

的として行われるものであり、顧客の利

益に資するものであるが、取引の度毎に

個別に顧客の同意を得るのは実務上困

難であり、また適切なタイミングでの取引

が困難となることから、「包括的な同意」

でも可能とすることを求めるもの。

・ なお、米国のＥＲＩＳＡ法においては、

個別の顧客の同意を要しない類型も認め

られており、国際的な整合性という観点

からも取引条件が劣後することから、柔軟

な対応を求めるもの。

信用金庫法上に定

めがない。

普通銀行、保険会社、ノンバンクにお

いても社債（劣後債を含む。）の発行

が認められているが、信用金庫にお

いては、業法に規定がなく、発行する

ことができない。

ｂ Ⅰ

協同組織金融機関は会員からの自己

資本調達が原則であること、すでに外

部からの資本調達手段として優先出

資が制度化されていること、及び協同

組織であることから各種政策支援措

置が講じられていること等に留意しつ

つ、そのニーズも踏まえ、慎重に検討

する必要がある。

z0300104 金融庁 劣後債の発行 5139 51390001 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
1 劣後債の発行

自己資本の充実策として、社債の一種で

ある劣後債の発行を認める。劣後債は、

資金の出し手との相対交渉によって決ま

る劣後ローンに比べて流通性が高く、投

資家も投資しやすい。また、環境変化に

対応した資金調達手段の多様化の観点

から、将来的には普通社債の発行を視野

に入れた法整備を図る。社債の発行は、

信用金庫の協同組織性を阻害するもので

はなく、資本調達力及び資金供給力をさ

らに高めるものである。

信用金庫の自己資本充実策としては、普

通出資、優先出資、劣後ローンの３種類が

ある。現行のＢＩＳ規制のみならず、２００６

年末から適用を予定している新ＢＩＳ規制

においては、リスクバッファーとしての自

己資本を起点としたマネジメントが重視さ

れる傾向にある。　そこで、協同組織制度

の根幹に抵触しない範囲で、資本充実手

段の多様化に向けた環境整備を図る必

要がある。　これにより、信用金庫の資本

政策が柔軟になり、会員向け金融サービ

スがより充実できるようになる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第16

条、第17条、第21

条

会員の脱退（自由脱退）に際し、当該

会員の出資持分を譲り受ける者がい

ない場合は、金庫は出資総口数の

100分の5に相当する持分を限度に、

一時的にその出資金を譲り受けること

ができる。譲り受けた持分は速やかに

処分（会員等への譲渡）しなければな

らない。

ｂ Ⅰ

信用金庫における出資持分の消却制

度の導入については、信用金庫の資

本維持、協同組織の特性、及び持分

の消却の必要性等について慎重な検

討が必要である。

（注）金融機関等の組織再編成の促

進に関する特別措置法（平成15年1

月1日施行）においては、合併及び営

業全部の譲受けに伴い信用金庫が会

員から譲り受けた持分について、一

定の要件のもとに期間を定めて消却

できる措置を講じたところであり、その

実施状況も勘案する必要がある。

z0300105 金融庁 普通出資の消却 5139 51390002 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
2 普通出資の消却

「金融機関等の組織再編成の促進に関

する特別措置法」で一部手当てされた

が、組織再編成に限らず、商法第２１２条、

第２１３条の趣旨を準用し、普通出資金の

消却ができるよう、信用金庫法に手当て

を行う。

信用金庫は、会員による互恵互助を基本

とした協同組織金融機関である。した

がって信用金庫の資本政策上、普通出資

の増強が必要となる場合には会員に増

口を依頼することとなる。しかしその後、

資本が充実し余剰資金がある場合には、

それを増口に応じた会員に返却する（消

却）ことは、会員の自益権を害するもので

はなく、また協同組織の運営上もありうる

選択肢である。また、会員は口数にかか

わらず１個の自益権を有していることか

ら、上記ケース以外の場合においても、

余剰資金の範囲内でかつ健全性が中長

期的にも維持できる範囲内で、普通出資

の消却が可能となれば、信用金庫の資本

政策の選択肢も広がることとなる。

信用金庫法第57条
信用金庫における剰余金の配当は金

銭に限られている。
ｂ Ⅰ

信用金庫等の協同組織の会員・組合

員は中小・零細企業者や個人であり、

その剰余金は金銭により会員に還元

されるのが基本であることから、配当

を出資により行い、内部留保すること

については、慎重な検討が必要と考

えられる。

z0300106 金融庁 出資による配当の導入 5139 51390003 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
3 出資による配当の導入

総(代)会の決議で出資による配当を可能

とする。

信用金庫は、会員による互恵互助を基本

とした協同組織金融機関である。した

がって、会員による自治に基づき、総(代)

会の決議において、現金配当のほか出

資による配当ができるようになれば、会員

による自治がより強固なものとなる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第八十

九条第一項におい

て準用する銀行法

第十四条の二の規

定に基づき自己資

本比率の基準を定

める件(大蔵省告示

第６２号　平成５．３．

３１)　　第四条

補完的項目のうち、一般貸倒引当金

については、第1条の算式の分母の

0.625パーセントを限度として算入す

ることができるものとする。

ｃ ―

自己資本比率は、国際統一基準行は

8％以上、国内基準行は4％以上とさ

れており、貸倒引当金の分子への繰

入限度についても同様に、国内基準

行は国際統一基準行の1/2の0.625

パーセントとされているものである。金

融機関の健全性確保の重要性等に鑑

みれば、貸倒引当金の分子への繰入

限度額のみを国際統一基準行並みに

引上げることは困難。

z0300107 金融庁
自己資本比率算出の際の貸倒引当金

の繰入限度額の引上げ
5139 51390004 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
4

自己資本比率算出の際の貸倒引当金

の繰入限度額の引上げ

自己資本算出上の算入割合を国際統一

基準行と同レベル（１．２５％）まで緩和す

る。

償却・引当基準が国際統一基準金融機

関と同一であること、また、１９８８年のＢＩＳ

合意では、「一般貸倒れ引当金は、…。特

定の資産に充てられず、かつ、特定の資

産における評価額の減少を反映していな

い場合は、これらの準備金は自己資本と

しての適格性を有しており、…」となって

いることから、自己資本算出上の算入割

合を国際統一基準行と同レベル（１．２

５％）まで緩和する。

信用金庫法第17条

信用金庫法上、「会員たる資格の喪

失」、「死亡又は解散」、「破産」、「除

名」、「持分の全部の喪失」など、法定

脱退自由は個別に列挙されている。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定

の事由が発生したことにより、会員の

意思にかかわりなく信用金庫法上当

然に脱退の効果が発生するものであ

り、その事由の拡大については、どの

ような具体的なケースを想定するか

等を踏まえ、会員の権利保護等の観

点からも慎重に検討する必要がある。

z0300108 金融庁 会員の法定脱退事由の拡大 5139 51390005 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
5 会員の法定脱退事由の拡大

会員の法定脱退事由に「定款に定める事

由の発生」を追加する。

信用金庫は、会員による自治に基づいて

運営されている協同組織金融機関であ

る。したがって、総(代)会決議によって定

められる定款に会員の法定脱退事由を定

めることは、協同組織の本質と整合性が

ある。また、現行の法定脱退事由では「破

産」のみを規定していることから、民事再

生法等再建型倒産法制を活用して再起を

図る場合、引き続き会員として残ることと

なる。この場合でも法定脱退とすれば借

入金を減らすことができるようになる。な

お民事再生決定後は、改めて会員になる

ことで資金調達に支障が生じなくなる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第37条

第7項

理事は業務報告書を通常総（代）会に

提出し、その承認を求めなければなら

ない。

（注）銀行（株式会社）については、商

法第283条により、総会の招集通知に

決算関係書類等の謄本を添付するこ

と及び貸借対照表又はその要旨を公

告することとされている。信用金庫に

ついては、このような規定がなく、これ

に代えて事業報告書等の決算関係書

類を通常総会に提出し、その承認を受

けることとなっている。

ｂ Ⅰ

株式会社の営業報告書は定期総会へ

の報告事項とされているが、協同組織

金融機関における営業報告書に相当

する事業報告書は通常総会での承認

事項とされている。事業報告書は事業

の概況や金庫の現状を示した書類で

あり、内容的には営業報告書に類似

したものとして商法並びの取扱いとす

ることも考えられるが、一方で承認さ

れた貸借対照表等の公告義務がない

など商法と異なる枠組みも採られてい

る。したがって、会員の権利保護等の

観点から、慎重な検討が必要である。

z0300109 金融庁
業務報告書の総（代）会承認制の廃

止
5139 51390006 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
6

業務報告書の総（代）会承認制の廃

止

信金法で定める業務報告書を総代会の

報告事項とする。

業務報告書は、株式会社の営業報告書と

同様に信用金庫の業務運営に関する事

実を記載するもので、判断を要するもので

はないことから、総（代）会の報告事項と

する。信金法で定める業務報告書に相当

する株式会社の営業報告書は、上記立法

趣旨により、昭和５６年の商法改正で、定

時総会の承認事項から報告事項（商法２

８３条）に変更された。

信用金庫法第37条

第7項

理事は業務報告書を通常総（代）会に

提出し、その承認を求めなければなら

ない。

（注）銀行（株式会社）については、商

法第283条により、総会の招集通知に

決算関係書類等の謄本を添付するこ

と及び貸借対照表又はその要旨を公

告することとされている。信用金庫に

ついては、このような規定がなく、これ

に代えて事業報告書等の決算関係書

類を通常総会に提出し、その承認を受

けることとなっている。

ｂ Ⅰ

株式会社では、総会の招集通知に決

算関係書類等の謄本を添付すること、

貸借対照表又はその要旨を公告する

こととされているが、協同組織金融機

関にはこのような規定がなく、これに

代わるものとして附属明細書を通常総

会へ報告することとなっている。なお、

本制度は平成13年の銀行法等の改

正により、総（代）会での承認から報

告に緩和されたところであり、更なる

緩和の可能性について、会員の権利

保護等の観点から慎重な検討が必要

である。

z0300110 金融庁 附属明細書の総（代）会報告の廃止 5139 51390007 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
7 附属明細書の総（代）会報告の廃止

株式会社の附属明細書の取扱いは、商

法第２８１条で取締役会の承認事項とし、

同法第２８３条では定時総会の承認・報告

の対象とはなっていない。そこで、信用

金庫においても株式会社と同様の取扱

いとする。

信用金庫は、商法特例法で定める「大会

社」と同様に、会計士監査、常任監事の

設置といった同じ組織構造を法的に義務

付けられているとともに、決算承認手続

においても何ら変わりがない。このよう

に、附属明細書の取扱いにあたって、信

用金庫と株式会社とで異にする積極的理

由はなく、また協同組織性からも導くこと

ができないものである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第36条

会員及び金庫の債権者は、正当な理

由がある限り何時でも理事に対し、総

会、理事会の議事録及び会員名簿の

書類の閲覧又は謄本を求めることが

できる。

ｃ Ⅰ

信用金庫は出資者を会員とする協同

組織金融機関であり、会員の議事録

閲覧権は会員の共益権（経営に参与

する目的とする権利）の一つと解され

ている。

会員は株主と異なり、金庫の事業を利

用するために出資が必要であり、ま

た、、株式と異なり出資の譲渡には制

限が付されていることなどから、議事

録の閲覧又は謄写のような会員とし

ての権利行使は十分に保護される必

要がある。さらに、制度上、正当な理

由があればこれを拒むことも可能であ

ること等を踏まえると措置困難である。

z0300111 金融庁
会員及び債権者による理事会議事録

閲覧・謄写請求権の制限
5139 51390008 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
8

会員及び債権者による理事会議事録

閲覧・謄写請求権の制限

会員及び債権者による理事会議事録の

閲覧・謄写請求については、裁判所の許

可を必要とする。

理事会は最終的な業務執行機関であり、

そこでは、金庫の経営にかかわる重大な

秘密事項も検討される。しかし、正当な理

由の判断基準について判例上確立され

ていないことから、現状の法制度では、

金庫は理事会で重要事項を討議せず、常

務会等の法定外機関で実質的な決定を

する等ガバナンス機能を弱める可能性が

ある。また、裁判所の許可制度にすること

により、会員等による権利濫用的な閲覧

請求が防止できる。

信用金庫法第12

条、第47条

総会における議決権の行使につい

て、書面及び電磁的方法による行使を

認める規定はない。

 (注)株式会社においては、平成13年

の商法改正により①代理人による議

決権の行使、②総会に出席しない株

主の書面による議決権行使、③電磁

的方法による議決権の行使が行なえ

るようになった。

ｂ Ⅰ
協同組織金融機関についても、具体

的な内容について検討を行う。
z0300112 金融庁

信用金庫における書面または電磁的

方法による議決権の行使
5139 51390009 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
9

信用金庫における書面または電磁的

方法による議決権の行使

信用金庫及び信用金庫連合会の会員に

ついても、信用組合や株式会社と同様に

電磁的方法で議決権が行使できるように

する。

信用組合では、中小企業等協同組合法

第５５条により、総会に代えて総代会を設

けることができるようになっている。また、

同法第１１条第３項では、定款の定めると

ころにより、書面に代えて、電磁的方法に

より議決権を行使できるようになってい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第23

条、第36条、第37

条、第39条

・　発起人は、金庫の定款を作成し、こ

れに署名しなければならない。また理

事は、定款を各事務所に備え置かな

ければならない。

・　理事は、事業年度ごとに業務報告

書等を作成し、理事会の承認を受けな

ければならない。また、理事は通常総

会の会日の２週間前から、業務報告書

等を５年間主たる事務所に、その謄本

を３年間従たる事務所に備えて置か

なければならない。

・　これらについては、電磁的方法に

よることはできない。

（注）株式会社においては、商法改正

により定款や計算書類を電磁的記録

をもって作成することができることとな

り、定款に対する署名も電磁的署名に

より行うことが可能になった。また、定

款や計算書類を電磁的方法で作成し

た場合には、電磁的記録を備え置き

交付することができることとなった。

ｂ Ⅰ
協同組織金融機関についても、具体

的な内容について検討を行う。
z0300113 金融庁

信用金庫における計算書類・定款・理

事会の議事録・会員名簿の電磁的方

法による対応

5139 51390010 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
10

信用金庫における計算書類・定款・理

事会の議事録・会員名簿の電磁的方

法による対応

信用金庫及び信用金庫連合会について

も、株式会社と同様に、電磁的記録の作

成をもって商業帳簿等の作成に代えるこ

とができるようにする。

信用金庫法上必要とされる書類の作成を

電磁的方法によることができるようになれ

ば、信用金庫等の書類作成費及び管理

費等のコスト削減にもつながる。

協同組織金融機関

の優先出資に関す

る法律

協同組織金融機関が発行する優先出

資については、1口に満たない優先

出資の制度が認められていない。

ｂ Ⅰ

商法における株式会社の端株制度が

会社法制の現代化による商法改正に

より廃止となる予定であるため、改正

内容を見極めつつ、慎重に検討する

必要がある。

z0300114 金融庁

協同組織金融機関が発行する優先出

資に係る１口に満たない優先出資制

度の創設

5139 51390011 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
11

協同組織金融機関が発行する優先出

資に係る１口に満たない優先出資制

度の創設

協同組織金融機関が発行する優先出資

に関して、端株制度に準じた１口に満た

ない優先出資の制度を創設する。

協同組織金融機関の発行する優先出資

については、１口に満たない優先出資の

制度がないため、優先出資の分割を実施

するにつき支障を生ずるおそれがある。ま

た、平成１３年１０月１日以後、上場企業

は、証券取引所の規則によって、株式分

割又は一単元の株式の数のくくり直しに

より投資単位を５０万円未満に引き下げる

ように努力すべき義務が課せられること

になったことから、優先出資の分割を円

滑に実施できるように、１口に満たない優

先出資の制度を早期に整備する必要が

ある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

協同組織金融機関

の優先出資に関す

る法律

協同組織金融機関の優先出資の発行

価額等については、その都度主務大

臣の認可を受けなければならない。

協同組織金融機関は、払込期日の2

週間前までに、発行価額等を公告し、

又は普通出資者及び優先出資者に通

知しなければならない。

ｂ Ⅰ

商法と同様の規定を優先出資に関し

て導入することについては、発行手続

の短縮化の必要性等、実務における

ニーズを十分把握した上で慎重に検

討する必要がある。

z0300115 金融庁
商法第２８０条ノ２第５項及び同法第２８

０条ノ３ノ２の優先出資への準用
5139 51390012 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
12

商法第２８０条ノ２第５項及び同法第２８

０条ノ３ノ２の優先出資への準用

協同組織金融機関の優先出資発行に係

る決定事項及び公告事項のうち発行価額

については、市場価格がある優先出資を

公正な価額で発行する場合には、株式会

社と同様、発行価額の決定方法を定めれ

ば足りることとする。

平成１３年１０月１日に施行された改正商

法により、新株発行に係る取締役会決議

事項及び公告事項のうち発行価額につ

いては、市場価格がある株式を公正な価

額で発行する場合に限り、発行価額の決

定方法を定めれば足りることとされた。こ

れらの規定が優先出資の発行にも準用さ

れることとなれば、発行価額の決定から

払込みまでの期間を相当短縮して、その

期間内の価格変動リスクを軽減すること

ができるようになる。

協同組織金融機関

の優先出資に関す

る法律

協同組織金融機関が発行する優先出

資については、新優先出資予約権の

発行が認められていない。

ｂ Ⅰ

株式会社の新株予約権は、ストックオ

プションの付与、新株予約権付社債の

発行等により会社の資金調達手段を

多様化する等の観点から導入された

ものである。協同組織金融機関の優

先出資は、協同組織性を踏まえつつ

普通出資を補完するものとして導入さ

れた制度であることから、新たに優先

出資予約権の制度を導入することに

ついては、実務におけるニーズを十

分把握した上で、慎重に検討すべきと

考えられる。

z0300116 金融庁
新優先出資予約権および新優先出資

予約権付債券の発行解禁
5139 51390013 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
13

新優先出資予約権および新優先出資

予約権付債券の発行解禁

協同組織金融機関が発行する優先出資

に関して、株式会社が発行する新株予約

権および新株予約権付社債に相当する

制度を導入する。

株式会社については、従来から転換社債

および新株引受権付社債の発行が認め

られ、また、平成１４年４月からは新株予約

権の発行が解禁されている。また、協同

組織金融機関についても、新優先出資予

約権および新優先出資予約権付債券の

発行を解禁することにより、資金調達手段

の多様化等を図ることができる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

保険業法第2条、第

275条、第283条、

第294条

現行の保険募集制度では、損害保険

を募集する損害保険代理店は損害保

険会社と直接代理店委託契約を結ぶ

必要がある。

Ｃ －

保険募集人等の委託の在り方の見直

し（総代理店制度の導入）について、

規制改革推進3か年計画（再改定）に

基づき、平成15年度に検討を行った

が、

①　保険会社が保険代理店に直接委

託するのではなく、総代理店が委託す

ることとした場合、

　・保険会社が、保険代理店における

業務の適切な実施を確保できなくなる

おそれがある、

　・保険会社が、自ら委託していない

保険代理店の保険募集に関する賠償

責任まで負うこととなる、

　・多くの保険代理店を傘下に持つ総

代理店は強い販売力を有するように

なり、保険会社のコントロールが十分

に働かなくなるおそれがある、

等の問題があること、

②　また、これらの問題に対応する方

法として、

　・総代理店に、保険代理店における

業務の適切な実施の確保の責任等を

負わせること、

　・総代理店は、保険会社の子会社に

限ること、

等が考えられるが、実際にはこうした

要件を満たす総代理店は想定し難い

こと、

③　更に、保険募集人等の委託につ

いて保険会社が外部に委託する具体

的なニーズが認められないこと、

から、措置困難との結論に達した。

z0300117 金融庁 保険募集の総代理店制度の創設 5139 51390015 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
15 保険募集の総代理店制度の創設

保険会社との委託契約を受け、保険会社

の固有業務である保険の引受け以外の

代理店管理等の業務を外部委託する総

代理店制度を創設する。

保険会社の代理店は、保険会社との直接

の委託契約以外認められていない。

信用金庫法施行令

第８条第１項第２号、

大蔵省告示第71号

（昭43．６．１）

卒業生金融の取扱いは、次のとおりと

なっている。

会員であった期間が3年以上5年未満

脱退の時から5年間

会員であった期間が5年以上 脱退の

時から10年間

ｃ Ⅱ

卒業生金融制度は、会員が会員資格

の範囲を超えて規模が大きくなった法

人等に対して、協同組織性を踏まえ、

一定の期間に限り、例外的に取引の

継続を認めている信用金庫独自の特

例措置である。これを恒久化すること

は、信用金庫の協同組織性を否定す

ることにもつながりかねない重要な問

題であり、措置困難である。

z0300118 金融庁 卒業生金融制度の見直し 5139 51390018 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
18 卒業生金融制度の見直し

会員であった者が会員たる資格を有しな

くなったことによって脱退した者（卒業

生）が金庫との取引を望む場合には、総

貸出の１００分の２０に相当する金額の範

囲内で運用できるよう所要の措置を講ず

る。

中小企業から中堅・大企業にまで成長し

た卒業生は地域経済の中核的存在であ

り、地域内の会員企業の育成や仕事の創

造等地域社会で果たすべき役割は大き

いものと考えられる。総貸出の１００分の２

０の範囲内であれば、卒業生との取引関

係を継続しても、会員への金融サービス

の遂行を妨げるものではないし、地域内

資金循環を通じた地域の内発的発展に

貢献できるものと考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項
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要望
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要望
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要望内容
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法施行規

則第16条の２第１項

第２号

信金中央金庫代理貸付に係る債務保

証は、信用金庫法第89条において準

用する銀行法第13条により、大口信

用供与規制の対象となっている。

なお、国民生活金融公庫等の公的金

融期間の代理貸付に係る保証につい

ては、信用金庫法施行規則第16条の

2により大口信用供与規制の対象から

除外されている。

（注）大口信用供与規制に係る信用供

与額から「法律の定めるところにより、

予算について国会の議決を経、又は

承認を受けなければならない法人の

業務の代理に付随してされる債務の

保証の額」を控除する。（信用金庫法

施行規則第16条の2）

ｃ Ⅲ

公的機関（国民生活金融公庫等）の

代理貸付に係る債務保証が大口信用

供与規制の対象外とされているのは、

これらの機関が中小企業金融の円滑

化等に係る国の施策の一翼を担って

いることから、政策的な観点より特例

として認められているものであり、措

置困難である。

z0300119 金融庁
信用金庫の債務保証に係る大口信用

供与規制の緩和
5139 51390019 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
19

信用金庫の債務保証に係る大口信用

供与規制の緩和

信金中央金庫代理貸付に係る債務保証

について、大口信用供与規制の対象から

除外する。

信金中金代理貸付制度は、系統金融機

関特有の制度である。そしてこの仕組で

は、信金中金と信用金庫とによる二重の

審査及び途中管理により、信用リスクの

縮減効果が高いものとなっている。

信用金庫法 第53

条、第54条

中小・地域金融機

関向けの総合的な

監督指針Ⅲ―２－２

（３）

・信用金庫及び信用金庫連合会は、

信用金庫法第53条及び第54条にお

いて業務の範囲を規定しており、他の

業務を行うことができない。

・中小・地域金融機関向けの総合的

な監督指針Ⅲ―２－２（３）において、

信用金庫法第53条第3項及び第54条

第4項に規定するその他付随業務の

範疇にあるかどうかの判断にあたっ

ての要件を明確化している

ｄ ―

電子認証業務については、原則とし

て固有業務との関連性ないし親近性

が認められることから、付随業務に該

当すると考えられる。具体的な電子認

証業務が付随業務に該当するか否か

はノーアクションレター制度の活用によ

り明確化することが可能である。

z0300120 金融庁
電子認証業務の「その他の付随業

務」への該当可能性の明確化
5139 51390021 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
21

電子認証業務の「その他の付随業

務」への該当可能性の明確化

電子認証業務が付随業務に該当するこ

と、および固有業務と切り離して電子認

証業務を行いうることを明確化する。

電子認証業務は、金融機関の固有業務と

の関連性および親近性が高く、金融機関

が当該業務を行うことについて問題はな

いものと考えられる。また、金融機関がよ

りセキュアかつ信頼性の高いサービスを

提供することにより、電子的な方法による

決済その他の電子取引等の利用者利便

の向上に資する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の
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要望

管理番号
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実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第53条

第2項、信用金庫法

施行令第8条

員外貸出先として認められている者

は次のとおりである。

・ 預金担保貸付

・ 卒業生金融

・ 小口貸付

・ 地方公共団体への貸付け

・ 雇用・能力開発機構等への貸付け

・ 地方住宅供給公社等への貸付け

・ 金融機関への貸付け

ｂ Ⅱ

ＰＦＩ事業は民間の資金、経営能力及

び技術能力を活用して公共施設等の

建設、維持管理、運営等を行うもので

あり、選定事業者は公共性の高い事

業を営む者であると考えられる。信用

金庫が地方経済の活性化に貢献する

ことが求められている中、選定事業者

が大企業の集合体となる場合もあるこ

とに留意しつつ、協同組織性の観点

から具体的な内容について検討す

る。

z0300121 金融庁 員外貸出先の拡充 5139 51390022 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
22 員外貸出先の拡充

ＰＦＩ法上の「選定事業者」を信金法施行

令第８条による員外貸出先のひとつに加

える。

民間の資金、経営能力及び技術能力を活

用して公共施設等の建設、維持管理、運

営等を行うため、平成１１年に「民間資金

等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律」（いわゆる「ＰＦＩ法」）

が制定された。このように、ＰＦＩ法の枠組

みで創設される「選定事業者」は極めて

公共性の高い事業を営む者であること、

地域経済の活性化に貢献するというリ

レーションシップバンキングの趣旨に沿う

ものであること、さらには会員に対する業

務の遂行を妨げるものでもないことから、

「選定事業者」への貸出については、地

方公共団体や地方住宅供給公社に準じ

た扱いとする。

　

信用金庫法第23条

第2項

定款において、主たる事務所だけで

はなく、従たる事務所も絶対記載事項

となっている。

ｂ Ⅰ

協同組織金融機関の定款において

は、会員等の相互扶助等を目的とする

金融機関としての特性から、商法より

も具体的な記載事項が要求されてい

る。従たる事務所についての記載は、

会員が利用する施設を定める意味で、

会員資格、地区等と並んで協同組織

における基本的事項とされてきたもの

であり、商法と同様の取扱いとするこ

とについては、定款自治の観点から

慎重な検討が必要である。

z0300122 金融庁 定款への従たる事務所の記載の廃止 5139 51390023 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
23 定款への従たる事務所の記載の廃止

信用金庫の本店（主たる事務所）のみを、

定款の絶対必要記載事項とする。

事務所を定款の絶対的必要記載事項と

するのは、会員による自治によって事務

所を設定すべきであるとの趣旨である。し

かし、市場原理に基づく監督行政が行わ

れるようになった現在では、出店、廃店、

統合を迅速にすすめることができない

等、これまでの法益を守ることによる弊害

が生じてきている。また、絶対的必要記載

事項とせずとも、会員をメンバーシップと

する協同組織である限り、実質的に会員

のニーズを無視した店舗政策はあり得な

い。したがって店舗政策は、会員から経

営陣に委託している範囲内で経営の自

由度を高めたほうが、会員のニーズにそ

う経営ができるものと考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「中小・地域金融機

関向けの総合的な

監督指針」Ⅲ－２－

２（３）

「中小・地域金融機関向けの総合的

な監督指針」Ⅲ－２－２（３）におい

て、営業用不動産を賃貸する場合の

要件の明確化を図っている。

ｄ Ⅳ

「中小・地域金融機関向けの総合的

な監督指針」Ⅲ－２－２（３）におい

て、営業用不動産を賃貸する場合の

要件の明確化を図っており、当該要件

に合致する営業用不動産の有効活用

は、その他の付随業務として認められ

ることを明らかにしている。

z0300123 金融庁

事業用不動産の有効活用に関する規

制緩和の徹底（他業禁止の判断基準

の明確化）

5139 51390024 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
24

事業用不動産の有効活用に関する規

制緩和の徹底（他業禁止の判断基準

の明確化）

事業用不動産の有効活用については原

則自由であることとし、 他業禁止規制の

範囲を明確にする。

「リレーションシップバンキングの機能強化

に向けて」の趣旨に鑑み、収益源の多様

化を図ってより経営基盤を強化しなけれ

ばならないこと、そして、事業用不動産の

有効活用による本業へのリスク波及は皆

無に近いこと等から、原則自由とする。

信金法施行規則第

１４条第１項第２０

号、第１４条第３項、

第18条

信用金庫は、その事務所（代理店の

事務所を含む）の所在地又は設置場

所の特殊事情により、「午前９時から

午後3時」と異なる業務取扱時間とす

る必要がある場合（午前9時から午後

3時が確保されている場合を除く）、当

該事務所について業務時間変更の届

出を行ったうえで時間の変更を行う。

ｂ Ⅲ

業務取扱時間は信用金庫法施行規則

により午前9時から午後3時と規定さ

れ、この時間を確保することができる

営業時間の延長等については届出の

必要はない。

施行規則により規定される午前9時か

ら午後3時については、利用者の利便

などから最低限確保する趣旨をもって

定められ、その時間帯の営業を確保

できない場合、営業時間の変更を店

頭において掲示することとされてお

り、利用者への周知状況など監督当

局として事前に把握する必要がある

が、銀行の店舗の営業時間規制の見

直しを踏まえ、今後検討を行うこととす

る。

z0300124 金融庁 業務取扱時間変更届出の簡素化 5139 51390025 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
25 業務取扱時間変更届出の簡素化

インストアブランチなど出店先の営業時間

の変更に伴う業務取扱時間変更届出の

不要、もしくは半期ごとの一括届出の対象

とする。

インストアブランチなど出店先の営業時間

の変更に伴う業務取扱い時間の変更に

弾力的に対応するため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

　

信用金庫法第53条

第9項、第11項

信用金庫が証券取引法第65条の2に

定める証券業務を行うとする場合に

は、信用金庫法第53条第6項に基づ

き業務の内容及び方法を定めて、内

閣総理大臣の認可を受けなければな

らない。また、当該認可を受けた業務

の内容及び方法を変更しようとすると

きも同様とされている。

（注）証券取引法においては、平成10

年6月に上記業務は認可制から登録

制に変更となった。

ｂ Ⅰ

銀行においては平成13年に当該業

務内容方法書及びその認可を廃止し

ていることから、信用金庫についても

取扱いを検討する必要がある。

なお、検討に当たっては、当該業務に

よるリスクが協同組織金融機関の業

務の健全性に与える影響及び当該業

務の内容確認についての監督上の必

要性等を勘案する必要がある。

z0300125 金融庁
信用金庫法に基づく証券業務に関す

る業務内容方法書の廃止
5139 51390028 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
28

信用金庫法に基づく証券業務に関す

る業務内容方法書の廃止

信用金庫が国債等の募集の取扱い業務

の認可又は有価証券に係る引受け、募集

若しくは売出しの取扱い、売買その他の

業務の認可を受けようとするときに、当該

業務の内容及び方法を記載した書類（業

務内容方法書）を定めて認可申請書に添

付することは不要とする。

信用金庫が証券取引法第６５条第２項に

定める証券業務を行おうとするときは、信

用金庫法上の認可のほかに、証券取引

法上の登録申請書に業務内容方法書等

を添付して内閣総理大臣の登録を受ける

こととされており（認可又は変更届出もあ

り）、証券取引法に基づく業務内容方法

書に信用金庫法に基づく業務内容方法

書の内容は包含されていることから、信

用金庫法に基づく業務内容方法書を存置

させる必要性はない。

金融庁事務ガイドラ

イン(証券会社等関

係)」5―2(2)

・「国債証券等のディーリング業務全

般(受注、売買及び受渡し)を営む金融

機関の営業所等にあっては、当該業

務に係る組織、業務分掌及び職務権

限は、投資目的(特定取引勘定を設け

ている金融機関については特定取引

勘定以外の勘定で行う場合。以下同

じ。)の売買業務等及び融資業務から

明確に分離、独立し、かつ、担当職員

は投資目的の売買業務等及び融資業

務と兼任していないこと」とされてい

る。

Ｃ -

証券取引法第65条等の規定は、銀

行等の金融機関の業務と証券業務の

兼営による利益相反や、企業に対し

て過度の影響力を有することの防止

等の観点から設けられているもので

ある。

　銀行等の金融機関からの登録申請

に係る留意事項を定めた事務ガイド

ライン５－２（２）は、銀行等の金

融機関が法第65条の２に基づき証

券業務の登録を行う場合の登録拒否

要件のひとつである法第28条の４

第１項第12号「第65条の２第1項の

登録に係る業務を適格に遂行するに

足りる人的構成を有しないもの」の

具体的な基準として国債証券等の

ディーリング業務担当職員が投資目

的の売買業務等及び融資業務を兼任

することを禁止しているものであ

り、銀行等の金融機関の業務と証券

業務の兼営による利益相反の防止等

の観点から廃止もしくは緩和の措置

は困難である。

　なお、当該ガイドラインは国債証

券等のディーリング業務と投資目的

の国債証券等の売買及び融資業務と

の間の職員の兼任を禁止しているも

のであり、その他の業務等との間の

職員の兼任は禁止されていない。

※「金融機関」とは金融機関の証券

業務に関する内閣府令第2条第1項

に定められた「金融機関」をいう。

z0300126 金融庁

登録等証券業務(公共債ディーリング

業務)の本部担当職員の専任制の廃

止又は緩和

5139 51390029 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
29

登録等証券業務(公共債ディーリング

業務)の本部担当職員の専任制の廃

止又は緩和

公共債ディーリング業務に係る組織、業

務分掌及び職務権限について投資目的

の売買業務及び融資業務からの分離、独

立を不要とし、また、担当職員についても

投資目的の売買業務及び融資業務との

兼任を可能とする。

信用金庫の多くは本部部門の人員を縮小

しており、経営の効率性などの観点から

も必ずしも専任者を配置しなければなら

ない必要性は乏しい。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項
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要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

投資信託及び投資

法人に関する法律

施行規則第３６条の

２

特定有価証券の内

容等の開示に関す

る内閣府令第３２条

の２

　投資信託委託業者が投資信託の受

益証券を販売する際において、顧客

に対する目論見書等の電子的交付が

認められ、目論見書についてはその

提供があったときから5年間、投資信

託約款等については最終取引日以後

5年間記載事項を消去し又は改変する

ことができないものとされている。

ｃ

a Ⅲ

目論見書は、証券取引法第15条第2

項に基づき発行者等が直接投資家に

交付する直接開示書類であり、そもそ

も当該書類は発行者等の責任におい

て管理すべきものである。このように、

目論見書については、財務局等に提

出される有価証券届出書等の間接開

示書類のように当局が保存したり、投

資家の閲覧に供する対象とはなって

いない。投資信託約款についても同

様。

なお、当要望理由の「目論見書等が

改ざんされない状態を交付者が担保

することの交付者の事務負担」につい

ては、目論見書の５年間の改ざん防止

等に関して、個々の投資家から当該

目論見書の閲覧請求があった場合に

は、当該目論見書の情報を電子メー

ルにより送信する方法、その情報を印

刷したものを郵送する方法等によるこ

とができるよう、平成１６年度中に措置

する予定であり、事務負担の軽減は、

大幅に緩和されるものと考える。

z0300127 金融庁

投資信託の目論見書等の電子交付に

おける投資家の利便性向上及び提供

者の実務負担軽減

5139 51390030 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
30

投資信託の目論見書等の電子交付に

おける投資家の利便性向上及び提供

者の実務負担軽減

最終取引日以後５年間の目論見書等の

改ざん防止を交付者が直接的に担保する

のではなく、正当な目論見書を監督当局

が確保することによって担保するよう制度

の改変を行う。

現在の規制は投資家の手元で目論見書

が保管できることを究極的には求め、ウェ

ブサイトの閲覧によるときには、目論見書

等が改ざんされない状態を交付者が担保

することを義務づけている。そこで、正当

な目論見書を監督当局に電子交付し、そ

れが投資家の閲覧に供される制度に改

めることにすれば、投資家保護が確保さ

れるとともに、交付者の実務負担が軽減

されることとなる。

証券取引法第2条

第21項、証券先物

取引等に関する内

閣府令第1条

証券取引法においては株券を対象と

する株価指数先物取引のみが認めら

れている。

先物取引の対象となる有価証券指数

については、現物有価証券の銘柄

数、各銘柄及び当該有価証券種類全

体の流動性、当該指数の流動性及び

操作可能性、現物市場への影響等の

観点から検討することが必要であり、

現状、株価指数が適当とされているこ

とによるものである。

我が国の代表的な株価指数先物商品

としては、大阪証券取引所の日経平

均株価先物（東証一部上場の普通株

式のうちの225銘柄を対象とする。）及

び東京証券取引所のＴＯＰＩＸ先物（東

証一部上場普通株式の全銘柄を対象

とする。）がある。

（注）協同組織金融機関の優先出資

証券は、平成5年に制定された「協同

組織金融機関の優先出資に関する法

律」に基づき発行され、平成12年12

月に信金中央金庫1銘柄が東証一部

市場に上場されている。

ｂ Ⅲ

現在、有価証券市場において取引さ

れている株価指数先物取引は、現物

株券の銘柄数、流動性、価格の操作

可能性等の観点から証券取引所の上

場普通株式を対象としているが、優先

株式は含まれていない。

また、海外の主要な取引所において

も、先物取引の対象となる株価指数に

株券以外の種類の有価証券を含めて

いる事例は認められていない。

協同組織金融機関の優先出資証券

は、株券とは有価証券の種類が異な

ることから、先物取引の対象となる株

価指数に含めることが適当かどうかに

ついては、株券との性質の相違点、取

引の実態、流動性等の検討が必要で

ある。

しかし、協同組織金融機関の自己資

本の充実のために発行されるもので

ある点は株式会社における株式と同

様であるため、関係法令の改正を検

討することとしたい。

z0300128 金融庁
有価証券指数先物取引の対象有価証

券の範囲拡大
5139 51390031 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
31

有価証券指数先物取引の対象有価証

券の範囲拡大

株価指数先物取引の対象有価証券に協

同組織金融機関の発行する優先出資証

券を加える。

投資家による有価証券投資の対象は多

様化が進んでいることから、株券以外の

有価証券についても有価証券指数の対

象として認めることが望ましい。
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該当法令等 制度の現状
措置の
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措置の
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（特記事項）

信金法第８９条で準

用する銀行法第２１

条

信金法施行規則第

２０条の２から第２０

条の４

金融再生法第６条、

第７条

金融再生委員会規

則第２条から第６条

信金法に基づくリスク管理債権（貸出

金のみ）と、金融再生法に基づく資産

査定の対象債権（総与信）の両者を当

局宛報告・開示している。

Ｃ ―

金融再生法開示債権については、

「金融再生プログラム」における主要

行の不良債権比率の半減（１４年３月

末（８．４％）からの半減）目標の基準

となっており、これを元に、各般の取

組みを進めているところである。

一方、リスク管理債権については米

国ＳＥＣ基準と同様の基準に従って分

類され、時系列でも比較的長い期間

把握可能となっている。

両者の差異は縮小しているものの、現

在、本年度末までの不良債権問題の

終結を目指してより強固な金融システ

ムの構築に向けて取り組んでいると

ころであり、充実したディスクロー

ジャーは欠かせないとの観点から現

時点での措置は困難。

z0300129 金融庁

信金法に基づくリスク管理債権の開

示と金融再生法に基づく資産査定の

開示の一本化

5139 51390037 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
37

信金法に基づくリスク管理債権の開

示と金融再生法に基づく資産査定の

開示の一本化

信金法に基づくリスク管理債権の開示を

廃止し、金融再生法に基づく資産査定の

開示に一本化する。

信金法に基づくリスク管理債権と、金融

再生法に基づく資産査定とでは、開示の

対象となる債権とその開示基準が異なっ

ており、事務上煩雑であるとともに、顧客

にとってもわかりにくい開示内容となって

いる。

　

信用金庫法第31条

信用金庫は、内閣総理大臣の設立の

認可を受けようとするときは、申請書

に業務方法書を添付して提出しなけ

ればならない。

業務の種類又は方法を変更しようとす

るときは、内閣総理大臣の認可を受け

なければならない。

ｂ Ⅰ

業務方法書は、信用金庫が実際に行

う業務についての基本的な内容を定

めたものであり、監督の手段として必

要なものであるが、協同組織金融機

関の特性等に留意しつつ、業務方法

書のあり方について検討する。

z0300130 金融庁 業務方法書の廃止 5139 51390038 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
38 業務方法書の廃止

信用金庫法で定める業務方法書を廃止

する。

業務方法書は、規制監督の手段として協

同組織金融機関に限り設けられている制

度である。また、金融機関に対する規制

監督のあり方が、各金融機関の自己責任

原則の観点から、当局指導型から事後監

視型に移行しているなかにあって、現状

では業務方法書を存続させる必要性は乏

しいため、これを廃止する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

信用金庫法第33条

金庫を代表する理事並びに金庫の常

務に従事する役員及び支配人その他

の職員は、他の金庫もしくは法人の常

務に従事し、又は事業を営んではなら

ない。ただし、内閣総理大臣の認可を

受けたときは、この限りでない。

ｂ Ⅰ

兼職兼業規制は、信用金庫の常務に

従事する役職員に対し職務専念義務

を課したものであるが、実務における

ニーズ、他の協同組織金融機関との

整合性に留意しつつ、具体的な内容

について検討する。

z0300131 金融庁 一般職員の兼業・兼職制限の廃止 5139 51390040 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
40 一般職員の兼業・兼職制限の廃止

 一般職員について兼業及び兼職の制限

を廃止する。

信用組合では、協同組合による金融事業

に関する法律第５条の２で、代表理事と常

務役員が兼職・兼業禁止の対象となって

いる。また、銀行では、銀行法第７条で、

常務取締役が対象となっている。このよう

に、預金取扱い金融機関のうち一般職員

の兼業及び兼職の制限が課せられてい

るのは、信用金庫及び信用金庫連合会

（以下「金庫」という。）だけであるが、金

庫についてのみ厳格な規制を課す理由

はなく、一般職員の兼業及び兼職の制限

を廃止する。

信用金庫法第53条

第3項第7号、大蔵

省告示第47号（平

成5.3.31）、銀行法

第10条第2項第8

号、銀行法施行規

則第13条

信用金庫法第53条第3項第7号にお

いて、信用金庫が受託できる「業務の

代理」は、大蔵省告示第47号により国

民生活金融公庫等が定められてお

り、信用金庫を含めた民間金融機関

は対象外となっている。

ｂ Ⅰ

信用金庫においては、業務の代理を

付随業務の１つの業務として認められ

ているが、指定された一部の機関（国

民生活金融公庫等）に限られている。

当該業務の拡充については、実務に

おけるニーズや相互扶助を目的とし

た金融機関の特性からくる地区制限、

員外制限等の取扱いについて慎重に

検討する必要がある。

z0300132 金融庁 「業務の代理」先の拡充 5139 51390042 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
42 「業務の代理」先の拡充

協同組織としての地区制限の趣旨に反し

ない範囲で、信用金庫が民間金融機関

の業務の代理をできるようにする。

信用金庫が他の信用金庫等民間金融機

関の代理ができるようになれば、現在一

部の信用金庫で取扱われている預金の

取次ぎ事務が簡略化され、顧客利便にも

資するようになる
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